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研究の目的

研究の概要

研究の成果

 
 

     
  

覆工コンクリート施工の自動打設システムの開発 
－実大施工実験による施工性の検証－ 

Development of Automatic Casting System for Tunnel Lining Concrete 
- Verification of Usability Based on the Full-Scale Casting Experiments - 

松本隆太郎＊ 御器谷直子＊ Biswas Rajib Kumar＊ 齋藤隆弘＊ 
Ryutaro Matsumoto, Naoko Gokitani, Biswas Rajib Kumar, Takahiro Saito 

山岳トンネルにおけるコンクリート施工では、品質を確保するための打込み作業や締固め作業に多くの熟練技能労働者や

施工管理者を必要としている一方、熟練技能労働者の不足や高齢化が問題となっており、技術革新による省力化や省人化が

求められている。そこで、覆工コンクリート打設において、移動式型枠（以下、セントル）に設置した圧力計から得られる

定量的な打上がり高さに基づき、ポンプ圧送と型枠バイブレータの稼働を制御する自動打設システム（以下、本システム）

を開発した。実施工への適用を目的に実大規模の施工実験を行い、本システムの実用性の検証および施工後の品質確認を実

施した。 

 
 自動打設システムの概要を図－１に示す。本システムは制御用 PLC と操作 PC を主として構成される。制御用 PLC は、

セントルに設置した圧力計により得られた圧力値からコンクリートの打上がり高さを算出し、その値に応じて制御方法を任

意にプログラムできる。圧送ポンプと型枠バイブレータの制御盤は有線で本システムに接続しており、所定の打上がり高さ

に達するとあらかじめ設定した条件でポンプ圧送の停止、型枠バイブレータの稼働、およびポンプ圧送の再開を自動で行う。

また、締固めを行う打上がり高さやバイブレータの回数、稼働時間、圧送速度の設定の他に、左右の打上がり高さに偏りが

生じた際に圧送停止を行う打上がり高さの差の閾値を任意に設定できる。 
 本システムの実用性の検証と覆工コンクリートの品質確認を目的に実大規模の施工実験を行った。覆工の規模は片側 1 車

線の道路トンネルを模擬した内空断面積約 61m2 で、中流動コンクリートを使用した。実験ケースは、ポンプ車の種類や配

管系統数、配管切替回数、圧送ポンプ制御方法、打込み完了判断方法を組み合わせた計 4 ケースを設定した。圧力計に基づ

く打上がり高さの精度の検証（図－２）の他、測定項目は、フレッシュ性状の把握を目的にスランプフローと空気量試験、

硬化物性として圧縮試験と表層透気係数試験（図－３）、出来栄えとして脱型後の目視による評価を行った。 

 
ⅰ．型枠バイブレータと圧送ポンプの稼働を制御し施工完了までコンクリートを打ち込むことができ、施工管理において

本システムの実用性を確認した 
ⅱ．圧送ポンプを操作する技能労働者は不要で、型枠バイブレータは自動稼働で必要に応じ操作 PC から操作可能である 
ⅲ．圧力計の打上り高さの精度は平均誤差の絶対値で 67mm（図－２）となり、施工管理に支障ない精度が得られた 
ⅳ．表層透気試験では一般的に求められる水準「一般」に対し、「一般」およびそれ以上の「良」が得られた（図－３） 
一般的な施工と比べ作業に関わる人員を削減することができ、省人化につながる技術である。本システムの普及展開を見

据え一部機能を実施工に適用しており、現場適用に向けてブラッシュアップを実施している。 
 
＊技術本部技術研究所土木研究グループ  
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図－１ 自動打設システムの概要 図－２ 圧力計から求まる打上がり
高さ算出値と検知センサ 

図－３ 表層透気係数試験の結果 
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研究の目的

研究の概要

研究の成果

 
 

     
 

プレキャストＰＣ床版による道路橋更新技術の開発 
－ループ継手工法の施工性を改善した新たな継手工法の開発－ 

Method for Renewing Precast Prestressed Concrete Slabs Applicable to Highways 
- A New Joining Method for Improved Efficiency vs. the Loop Joint Method - 

 川口昇平＊ 守屋裕兄＊＊ 藤井伸介＊＊＊ 三澤孝史＊＊＊＊ 
Shohei Kawaguchi, Hiroshige Moriya, Shinsuke Fujii, Takashi Misawa 

近年、高速道路が果たす役割はますます重要となっており、高速自動車国道などの幹線道路網は、物流用に一定の通行量

を確保することが求められる。そのため、道路網の更新工事においては、車線減少や片側通行など、完全通行止めとならな

いように施工されることが多い。複数車線の一部車線を開放する半断面施工の場合、PC 床版の継手箇所および延長が増え

ることから、継手の施工性の向上が課題となっている。このような背景から、道路橋のプレキャスト PC 床版の取替工事（写

真－１）の施工性向上を目的として新たな接合工法（Z スパイラル工法）（図－１）を考案した。 

 

PC 床版の継手に要求される性能について、NEXCO3 社では 2019 年より「接合構造の疲労耐久性は、耐用年数 100 年以

上確保できることを確認する」ために、動的載荷による輪荷重走行試験（写真－２）を行い、疲労耐久性の確認ならびに性

能証明書の提出を求めている。耐用年数 100 年間に相当する疲

労耐久性として、荷重（250kN）と繰り返し載荷回数（10 万回）

の試験条件を満たした接合構造が、実際の床版取替工事で適用

されている。新たな接合工法の開発にあたっては、載荷時の挙動

の把握、補強効果の確認、想定荷重に対する安全性の確認、設計

法の妥当性の確認などを目的に、床版試験体による静的曲げ載

荷試験を実施し、加えて、上記の輪荷重走行試験により 10 万回

の繰り返し荷重を加えることで、疲労による押抜きせん断抵抗

性を確認した。また、新たな接合方法の施工性を確認するため、

ループ継手工法とZスパイラル工法の施工性確認試験を行った。 
 

 

        

 
ⅰ．静的曲げ載荷試験の結果、Z スパイラル工法は標準工法であるループ継手工法と同等の継手性能が確認された 
ⅱ．輪荷重走行試験の結果、漏水は無く、耐用年数 100 年間に相当する疲労耐久性を有することを確認した 
ⅲ．ループ継手工法と Z スパイラル工法の施工性を比較した結果、ループ継手工法の鉄筋挿入により生じるエポキシ塗装

鉄筋の傷のタッチアップの作業時間をゼロにすることができ、鉄筋挿入や結束など全ての接合部の配筋にかかる作業

時間を 4 分の 1 に短縮できることを確認した 

 
＊技術本部技術研究所新領域研究グループ ＊＊土木本部土木技術部 ＊＊＊土木本部土木設計部 ＊＊＊＊技術本部技術研究所 

図－１ Zスパイラル工法とループ継手の接合部配筋の比較 写真－２ 輪荷重走行試験の状況(土木研究所)

写真－１ PC床版の取替工事における新床版架設の状況
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研究の目的

研究の概要

研究の成果

 
 

     
 

チルトローテータを搭載した油圧ショベルによる 
自動掘削システムの開発 

－自律施工技術基盤ＯＰＥＲＡを利用したシステム概要および実証実験－ 
Development of Automated Excavation System Based on Tiltrotator-Equipped Hydraulic Excavator 

- System Overview and Verification - 

藤沼花奈＊ 三澤孝史＊＊ 川澄悠馬＊＊＊ 松田顕伍＊＊＊＊ 
Kana Fujinuma, Takashi Misawa, Yuma Kawasumi, Kengo Matsuda 

近年、建設業において、生産性向上のために建設機械の自動化技術の開発、実用化が意欲的に進められている。そこで、

機械土工における生産性向上を目的に、効率的な施工が可能なチルトローテータを搭載した油圧ショベルを用いた自動掘削

システムの開発を目指して、自律施工技術基盤 OPERA を利用したシステムを構築し、本システムの性能を確認するため、

実証実験を実施した。                         

※本開発は、（国研）土木研究所との共同研究である。

 
 

１．自動掘削システムの概要 
自動掘削システムは、日本キャタピラー㈱製の電気油圧式制御による油圧ショベ

ル(0.45m3 級、型式：CAT315）をベースマシンとして構築した（図－１）。本マシ

ンはバケットの姿勢を変えられるチルトローテータを搭載しており、機体の旋回や

移動が難しい狭隘な箇所等においても効率的に施工できる。本システムのソフトウ

ェアは、（国研）土木研究所が整備している共通制御信号をコアとしたオープンなプ

ラットフォームである自律施工技術基盤 OPERA を利用している。本システムは、

計画掘削形状より掘削計画を作成し、それに従って遠隔で自動掘削する。キャビン

上の 3D-LiDAR により、計画掘削深さよりも浅い個所を自動判別して再掘削し、設

定値以下になると自動掘削を終了する。 
２．実証実験 
本システムの性能確認のために、斜面を側面

あるいは正面に配置した場合および左右に配

置した場合の計3ケースの計画掘削形状につい

て、出来形の掘削精度および掘削時間を確認し

た。写真－１に油圧ショベルから見て右側に斜

面があるケース１の出来形を、3D スキャナ計

測による点群データ示す。計画掘削形状に対す

る出来形の差の平均は±50mm 以内と、概ね計

画形状通りに自動掘削できている。 
ケース 1 について、自動掘削とオペレータに

よる掘削の掘削時間を比較した（図－２）。掘削時間は、オペレータ掘削では土砂をかき集めてバケットにできるだけ多くの

土砂をすくった状態で旋回、排土動作をしているのに対し、自動掘削ではバケット内に十分な土砂がない状態でも設定した

掘削計画に従い旋回・排土動作をしている場合があるため回数が増え、時間を要している。しかし、オペレータ掘削では地

均しや土砂をすくう前に土砂をかき集める動作時間と、オペレータへ残りの掘削量や掘削位置を指示するために途中で行う

レベル計測に時間を要し、全体としては自動掘削が 73 分間に対し、オペレータ掘削が 67 分間と大きな差はなかった。 

 

自動掘削システムの実証実験より、得られた知見を以下に示す。

ⅰ．出来形の異なる 3 ケースの計画掘削について、概ね計画掘削形状通りに掘削できた 
ⅱ．オペレータによる掘削と同等の時間で自動掘削が可能であり、丁張の作業、レベル計測が不要のため省力化が可能で

ある 
今後は、自動掘削システムのさらなる施工精度向上や施工時間短縮等のブラッシュアップを図るとともに、油圧ショベル

本体の自走についても機能拡張したいと考えており、本システムを現場適用できるように取り組んでいく予定である。

 
＊東日本支社機電部 ＊＊技術本部技術研究所 ＊＊＊技術本部技術研究所土木研究グループ ＊＊＊＊東日本支社東京土木第１部 

図－１ 自動化した油圧ショベル

 
 

チルトローテータ 

図－２ 掘削時間の比較（ケース 1）写真－１ 出来形（ケース 1）
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研究の目的

研究の概要

研究の成果

 
 

     
 

既製杭埋込み方式による杭頭接合部の設計合理化 

のための実験的研究 

Experimental Study on Rationalization of Design for Pile Cap Using Precast Pile Embedment Method 

和田湧気＊ 山上 聡＊ 岸本 剛＊＊ 反町 敦＊＊＊ 
Yuki Wada, Satoshi Yamagami, Takeshi Kishimoto, Atsushi Sorimachi 

既製杭の杭頭接合法のひとつである埋込み方式（杭頭部をパイルキャップに埋め込む接合方法）では、パイルキャップ辺

長（Dp）を杭外径（D）の 2.5 倍以上とすることが一般的である。また、設計に用いる既往の限界せん断力の評価式では、パ

イルキャップの配筋のせん断抵抗への寄与は考慮されず、実験データや研究の蓄積による精度の向上が望まれている。そこ

で、より合理的な杭頭接合部の設計のため、従来の Dp = 2.5Dよりも縮小したパイルキャップの実現、およびせん断補強筋

の効果を考慮した評価式の確立を目的に、パイルキャップを模擬した試験体による曲げせん断実験を行った。 

 
本研究では、パイルキャップを模擬した鉄筋コンクリート部に

SC 杭を埋め込んだ形状の全 8 体の試験体について、図－１に示す

加力装置により曲げせん断実験を行った。標準試験体は杭頭埋込

み長さ 1.0D、Dp = 2.0Dであり、定着筋の有無、杭頭埋込み長さ、

パイルキャップ辺長、パイルキャップのコンクリート強度、パイル

キャップのせん断補強筋量をパラメータとした。 
実験結果より、従来よりも小さい Dp = 2.0D とした試験体の荷

重変形関係と、ひび割れや鉄筋降伏などのパイルキャップの損傷

過程を把握した。なお、いずれの試験体もパイルキャップのコンク

リートが杭により前方に押し出される破壊状況が顕著に見られた

（写真－１）。また、せん断補強筋比 pw などの各試験体のパラメ

ータによる荷重Qと部材角Rの関係の比較を行った（図－２）。 
実験結果をもとに、杭頭埋込み部の設計用限界値の評価式を検

討し、日本建築学会「鋼構造接合部設計指針」の埋込み柱脚の最大曲げ耐力式と、日本建築学会「基礎部材の強度と変形性

能」の式にせん断補強筋のパラメータを加えた式により、高い精度で各試験体の最大耐力を評価できることを確認した。こ

の計算値Qcalと実験値Qmaxの比較を図－３に示す。 

 

写真－１ 実験最終時の破壊状況 図－２ Q－R関係の包絡線 図－３ 計算値と実験値の関係

 
 本研究で行ったパイルキャップの曲げせん断実験から以下のことを確認した。

ⅰ．せん断補強筋量が多いほど最大耐力は大きくなり、従来よりも小さい Dp = 2.0Dの場合も急激な水平抵抗の喪失は生

じない

ⅱ．せん断補強筋量と杭頭埋込み部の最大耐力の関係から設定した有効係数により、「基礎部材の強度と変形性能」の評価

式にせん断補強筋の影響を考慮することができる 
ⅲ．せん断補強筋の影響を考慮することで、最大耐力評価の精度が向上する

 
＊技術本部技術研究所建築研究グループ ＊＊技術本部技術戦略部 ＊＊＊東日本支社建築設計部 
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高炉スラグ微粉末を使用した再生骨材コンクリートの開発 
 

Recycled Concrete Aggregate Incorporating Blast Furnace Slag 

 伊藤 淳＊ 河野政典＊＊ 
Atsushi Ito, Masanori Kono 

昨今、カーボンニュートラルの実現に向けて、コンクリートや他の材料に CO2を吸収・固定化する技術開発が進められて

いる。解体コンクリート塊から製造された再生骨材は、構造物が解体された後の再資源化の過程において CO2を吸収し、固

定化する。高炉セメント C 種相当の低炭素コンクリートに再生骨材を使用することで、低炭素性と資源循環性を兼ね備えた

コンクリートの製造が可能となる。本開発では、高炉スラグ微粉末（BF）を使用した再生骨材コンクリートの実用化に向け

た実機実験を実施し、フレッシュ性状や圧縮強度などの品質を確認した。さらに、BF を使用した再生骨材コンクリートの材

料由来の CO2排出量と削減効果を試算した。 

 
 開発目標とした再生骨材コンクリートの仕様を表－１に示す。

コンクリートは、普通ポルトランドセメントの 70%を BF で置換

した高炉セメント C 種相当である。再生骨材の組合せは、再生骨

材 M の細骨材（RMS）と再生骨材 M の粗骨材（RMG）の組合せ

（MM 調合）、RMS と再生骨材 L の粗骨材（RLG）に普通粗骨材

の砕石 2005（G）を容積比で 50%混合した組合せ（ML 調合）の

計 2 種類である。 
実機実験におけるフレッシュ性状は、骨材の組合せにかかわら

ず、良好であることを確認した。また、フレッシュコンクリートと

硬化コンクリートの塩化物量およびアルカリシリカ反応について

は迅速法において、ともに管理値を満足した。 
材齢 91 日のコア強度と構造体強度補正 28S91 を図－１に示す。

設計基準強度 36N/mm2 以下の場合、JASS 5 に示される高炉セメ

ント C 種相当と同様に構造体強度補正値を 3N/mm2 または

6N/mm2として設定できることを確認した。また、設計基準強度が

36N/mm2 を超えて 48N/mm2 以下の場合は、高炉指針に示される

9N/mm2以下となり、構造体強度補正値を 9N/mm2に設定できるこ

とを確認した。 
再生骨材コンクリートの CO2 の排出量と削減効果の試算結果を

呼び強度ごとに図－２に示す。CO2削減効果は、再生骨材の組合せ

や呼び強度にも拠るが、普通コンクリートと比較して、65～71%程

度期待できることが示された。CO2 排出量を削減できた要因とし

ては、BF を使用したことによる効果が大きく、169～217kg-
CO2/m3程度の CO2排出量が削減された。さらに再生骨材を使用す

ることにより、18～24kg-CO2/m3程度の CO2排出量が削減された。 

 
実機実験の結果、BF を使用した再生骨材コンクリートは、再生骨材コンクリートの JIS 規格を十分に満足する品質であっ

た。表－１の再生骨材コンクリートについて、実験結果に基づき定めた再生骨材コンクリート用の製造・品質管理基準によ

り、第三者機関の建築材料の性能評価および国土交通大臣認定（MCON-4754・4755）を生コン工場と共同で取得した。 
※本開発は、13 社で構成された「再生骨材を用いた CELBIC の実用化に関する研究会」において実施したものである。 

参加会社：青木あすなろ建設、淺沼組、安藤ハザマ、奥村組、熊谷組、鴻池組、五洋建設、鉄建建設、東急建設、東京テクノ、東洋建設、
長谷工コーポレーション、矢作建設工業  

＊技術本部技術研究所建築研究グループ ＊＊技術本部技術研究所企画・管理グループ 

表－１ 開発目標とした再生骨材コンクリートの仕様
項 目 適用範囲 

BFの種類 高炉スラグ微粉末4000（JIS A 6206）
BFの使用率 70%（高炉セメントC種相当） 

再生骨材の品質と
組合せ 

・再生細骨材M、・再生粗骨材M 2005 
・再生細骨材M、 
・再生粗骨材L 2005 + 砕石 2005 

設計基準強度 
管理材齢28日：18～42N/mm2 
管理材齢56日：18～45N/mm2 

スランプ 15cm・18cm・21cm・23cm 
スランプフロー 45cm・50cm・55cm・60cm 

 

図－１ 材齢 91日のコア強度と構造体強度補正値 28S91
 

呼び強度と再生骨材の組合せ 
図－２ 再生骨材コンクリートの CO2排出量と削減効果
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研究の目的

研究の概要

研究の成果

 
 

        
 

中高層木造建築の設計と施工 
－ＣＬＴ耐震壁の構造実験と実大モックアップを用いた施工性の検証－ 

Design and Construction of Large Timber Structure 
- Experiments of CLT seismic walls and Verification of Constructability - 

富田直樹＊ 佐藤太輝＊＊ 小妻靖知＊＊ 山際 創＊＊ 秋竹壮哉＊ 伊藤 淳＊ 
Naoki Tomita, Taiki Sato, Yasutomo Kozuma, Hajime Yamagiwa, Masaya Akitake, Atsushi Ito 

ESG･SDGs の取り組みの一環として、建築物の木造化･木質化が推進されている。そこで、自社寮を対象に木造と鉄筋コ

ンクリート造との混合構造からなる中高層木造建築の実現に取り組んだ。木造の構造体には、耐震壁として CLT を採用する

計画とした。採用にあたり、新たに提案した接合方法を配置した CLT 耐震壁の構造性能を確認するために各種構造実験を行

った。施工面では、実大モックアップを用いて、木造躯体構築時の施工手順や工期短縮の検討、建方精度の確認を行った。

また、建物に木材と環境配慮型 BF コンクリートを使用したことによる地球温暖化防止への貢献として、CO2 の固定量およ

び CO2排出の削減量を算出した。 

 
 CLT 耐震壁の構造フレームへの取り付けには、CLT 四隅

の上下に鋼板挿入型ドリフトピンを、CLT 中央の上下にせ

ん断コッターを配して接合した。本接合方法による CLT の

構造性能を確認するため、せん断コッター部のせん断実験

と、2/3 スケールによる CLT 壁構面の水平加力実験を実施

した。その結果、本接合方法のせん断耐力の実験値を得た。

図－１に水平加力実験結果の一例として荷重変形関係と破

壊状況を示す。これらの実験結果に基づき、許容せん断耐力

および剛性の評価方法を提案し、実大スケールの CLT 耐震

壁におけるせん断耐力を求めた。異なる壁長の各解析結果

を基に、壁の復元力特性を一律に定めた（図－２の赤線）。 
施工性を検証するために構築した実大モックアップを図

－３に示す。図－４に示す施工手順により混合構造の躯体

工事の工期短縮が可能で、施工精度が確保されることを確

認した。また、木質部材の輸送・組立時においての汚れを防

止する塗布剤の選定にあたり、モックアップを用いて屋外

曝露試験を実施した。 
建物に木材を使用したことによる CO2 固定量を算出し

た。また基礎地中梁には、コンクリート材料の普通ポルトラ

ンドセメントの一部を高炉スラグ微粉末で代替した環境配

慮型 BF コンクリートを採用し、セメントの製造過程におけ

る CO2排出の削減量を算出した。  

 

ⅰ．CLT 耐震壁の構造性能の検証実験を踏まえて、せん断接合部にグラウトを充填した新たなコッター形式を有する CLT
耐震壁は、構造要素として高い初期剛性を有することが確認された

ⅱ．せん断コッターを用いた CLT 耐震壁の許容耐力及び剛性の評価方法を提案し、耐震要素として必要な性能を満足する

CLT 耐震壁の設計方法を確立した

ⅲ．実大モックアップの曝露試験に基づき木質部材の保護塗料を選定し、工事中の木質部材の美観性を確保した

ⅳ．RC 柱の型枠に木質梁を設置する施工法を実大モックアップで検証し、実施工での躯体工事の工期短縮を実現した

ⅴ．建物に木材を約 208m3使用したことで約 148t の CO2が固定化され、また、基礎地中梁に環境配慮型 BF コンクリー

トを 214m3採用したことで、約 45t の CO2の排出を削減した
 
＊技術本部技術研究所建築研究グループ ＊＊東日本支社建築設計部 

図－２ 解析モデルの 
    荷重変形関係 

図－３ 実大モックアップ 図－４ 混合構造の施工手順
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中高層木造建築の設計と施工 
－ＣＬＴ耐震壁の構造実験と実大モックアップを用いた施工性の検証－ 

Design and Construction of Large Timber Structure 
- Experiments of CLT seismic walls and Verification of Constructability - 

富田直樹＊ 佐藤太輝＊＊ 小妻靖知＊＊ 山際 創＊＊ 秋竹壮哉＊ 伊藤 淳＊ 
Naoki Tomita, Taiki Sato, Yasutomo Kozuma, Hajime Yamagiwa, Masaya Akitake, Atsushi Ito 

ESG･SDGs の取り組みの一環として、建築物の木造化･木質化が推進されている。そこで、自社寮を対象に木造と鉄筋コ

ンクリート造との混合構造からなる中高層木造建築の実現に取り組んだ。木造の構造体には、耐震壁として CLT を採用する

計画とした。採用にあたり、新たに提案した接合方法を配置した CLT 耐震壁の構造性能を確認するために各種構造実験を行

った。施工面では、実大モックアップを用いて、木造躯体構築時の施工手順や工期短縮の検討、建方精度の確認を行った。

また、建物に木材と環境配慮型 BF コンクリートを使用したことによる地球温暖化防止への貢献として、CO2 の固定量およ

び CO2排出の削減量を算出した。 

 
 CLT 耐震壁の構造フレームへの取り付けには、CLT 四隅

の上下に鋼板挿入型ドリフトピンを、CLT 中央の上下にせ

ん断コッターを配して接合した。本接合方法による CLT の

構造性能を確認するため、せん断コッター部のせん断実験

と、2/3 スケールによる CLT 壁構面の水平加力実験を実施

した。その結果、本接合方法のせん断耐力の実験値を得た。

図－１に水平加力実験結果の一例として荷重変形関係と破

壊状況を示す。これらの実験結果に基づき、許容せん断耐力

および剛性の評価方法を提案し、実大スケールの CLT 耐震

壁におけるせん断耐力を求めた。異なる壁長の各解析結果

を基に、壁の復元力特性を一律に定めた（図－２の赤線）。 
施工性を検証するために構築した実大モックアップを図

－３に示す。図－４に示す施工手順により混合構造の躯体

工事の工期短縮が可能で、施工精度が確保されることを確

認した。また、木質部材の輸送・組立時においての汚れを防

止する塗布剤の選定にあたり、モックアップを用いて屋外

曝露試験を実施した。 
建物に木材を使用したことによる CO2 固定量を算出し

た。また基礎地中梁には、コンクリート材料の普通ポルトラ

ンドセメントの一部を高炉スラグ微粉末で代替した環境配

慮型 BF コンクリートを採用し、セメントの製造過程におけ

る CO2排出の削減量を算出した。  

 

ⅰ．CLT 耐震壁の構造性能の検証実験を踏まえて、せん断接合部にグラウトを充填した新たなコッター形式を有する CLT
耐震壁は、構造要素として高い初期剛性を有することが確認された

ⅱ．せん断コッターを用いた CLT 耐震壁の許容耐力及び剛性の評価方法を提案し、耐震要素として必要な性能を満足する

CLT 耐震壁の設計方法を確立した

ⅲ．実大モックアップの曝露試験に基づき木質部材の保護塗料を選定し、工事中の木質部材の美観性を確保した

ⅳ．RC 柱の型枠に木質梁を設置する施工法を実大モックアップで検証し、実施工での躯体工事の工期短縮を実現した

ⅴ．建物に木材を約 208m3使用したことで約 148t の CO2が固定化され、また、基礎地中梁に環境配慮型 BF コンクリー

トを 214m3採用したことで、約 45t の CO2の排出を削減した
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災害廃棄物処理機械の選定・配置システムの開発 
－遺伝的アルゴリズムによる多目的最適化－ 

System for Selecting and Positioning Disaster Waste Treatment Machinery  
- Multi-objective Optimization Based on Genetic Algorithms - 

羽渕博臣＊ 今井亮介＊ 鈴木奨士＊ 大角藤子＊＊ 
Hiroomi Habuchi, Ryosuke Imai, Shoji Suzuki, Fujiko Osumi 

近い将来、巨大地震等の大規模な自然災害の発生が予想されている。一方で、突如として発生する自然災害に対して、発

災後、その最前線で災害廃棄物処理を行う地方公共団体や建設会社職員等の多くは、未経験の事象に対処しなければならな

くなる。そのため、これまでは不慣れな処理計画策定に労力を費やすことになり、着手の遅れ、処理費用・期間の増加等の

問題が生じていた。 
そこで、災害廃棄物の種類、量、仮置場等の情報を入力することで、3 つの目的（処理期間、処理費用、CO2 排出量）の

最適解を算出できる遺伝的アルゴリズムを用いた「災害廃棄物処理機械の選定・配置システム」を開発した。 

「災害廃棄物処理機械の選定・配置システム」は、災害廃棄物処理における仮置場（図－１）で用いる、機械の選定およ

び配置計画の立案を支援するシステムである。災害廃棄物処理は、通常、発災後、被災地付近の仮置場に災害廃棄物が一時

的に集積・保管され、処理機械等により種類毎に分別された後、再資源化施設等に搬出される。具体的な分別工程は、バッ

クホウでの粗選別、破砕機でのサイズ調整、磁選機での金属除去、回転篩機での土砂除去、風力選別機での可燃物分離、人

力での手選別等がある。本システムは、処理機械（図－２）の能力、仮置場の形状（図－３）をもとに、遺伝的アルゴリズ

ムによる多目的最適化の計算を行い、自動的に複数の機械配置を計画する（図－４）。「費用は高いが、期間は短い」「費用は

安いが、期間は長い」「費用と期間のバランスをとる」といった複数の計画（図－５）の中からユーザが選択できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ⅰ．災害廃棄物処理機械の選定および配置システムにおける遺伝的アルゴリズムを実装した 

ⅱ．災害廃棄物処理に要する期間、費用、CO2排出量の 3 つの目的に対する多目的最適化が可能となった 

 
＊技術本部環境ソリューション部 ＊＊ＩＣＴ統括センターイノベーション部 
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図－１ 本システムの適用範囲 図－２ 処理機械のデータベース

図－３ 仮置場の範囲指定 図－４ 機械の自動配置 図－５ 複数解の算出 
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研究の目的

研究の概要

研究の成果

 
 

     
 

オフィスの知的生産性・環境満足度に関する研究 
－オフィス等におけるウェルネス設計提案手法の研究－ 
Research on Intellectual Productivity and Environmental Satisfaction in Innovation Hubs  

- Methods for Wellness Design in Offices - 

矢野香里＊ 稲留康一＊ 作野祐子＊＊ 小川洋行＊＊＊ 神長侑磨＊＊＊＊ 
Kaori Yano, Koichi Inadome, Yuko Sakuno, Yoko Ogawa, Yuma Jincho 

 近年、オフィスワーカーの快適性や心理的健康を考えたウェルネスオフィスは、オフィス環境への満足度向上だけではな

く、知的生産性や従業員のエンゲージメントの向上に寄与すると注目されている。2023 年 10 月に、大学や企業との技術交

流や連携などによるイノベーション推進を目的とした拠点として、クロスイノベーションセンター（以降、クロスアイ）を

開設した。この拠点整備では執務者のウェルビーイングの実現に貢献する空間づくりも目指した。クロスアイの室内環境が

執務者のウェルネスや満足度、知的生産性に与える影響を把握するため、アンケートによる調査を実施した。 
 

ウェルネスの評価方法として、執務者が主観的に環境を評価する

CASBEE オフィス健康チェックリスト（以降、OHC）が開発されており、

スコアが高いほど執務者の健康、快適性、知的生産性が高いオフィスであ

るとされている。クロスアイへの移転直後および移転 1 年後に執務者を

対象に、CASBEE－OHC 調査を実施した。CASBEE－OHC スコアの分

布を図－１に示す。いずれも既往研究の平均点を大きく上回る結果とな

り、執務環境がウェルネスに効果的であることがわかった。 
既往研究の CASBEE ウェルネスオフィス（以降、WO）スコアと

CASBEE－OHC スコアの関係を図－２に示す。この図に当社技術研究所

管理棟（CASBEE-WO：A ランク）およびクロスアイのスコアをプロット

した。どちらも既往調査におけるサンプルの近似式に近い値となり、

CASBEE－WO と CASBEE－OHC のスコアには高い相関がみられた。

CASBEE－WO のスコアが高い場合、健康、快適性、知的生産性を促進す

るオフィスであることを示唆している。 
執務環境の総合満足度と知的生産活動の満足度を図－３に示す。いず

れも移転直後、1 年後ともに満足側の回答が 8 割程度であり高い満足度を

示している。 
 移転直後の自由記述から、「会議スペースの不足」やフリーアドレス導

入による「グループ作業のしづらさ」を指摘する意見があった。そこで任

意のグループが利用できるグループアドレスエリアを設定し、これらの

指摘を解消できるか検証した。作業のしやすさについては周囲のサポー

トを必要とする 20 歳代から高い評価が得られた（図－４）。入社間もな

いサポートを必要とする年代では、チームで働くグループアドレスが有

効に機能していることを示唆している。 

 
クロスアイの室内環境についてのアンケート結果より、以下の知見が得られた。 
ⅰ．客観評価である CASBEE-WO のスコアと、主観的評価である CASBEE-OHC のスコアの相関関係が既往研究と同等

の傾向であり、CASBEE-WO のスコアが高い場合、健康、快適性、知的生産性を促進するオフィスであることを示唆

している 
ⅱ．執務者の室内環境に対する満足度は 75%を超えており、良好なオフィス環境を構築できた 
ⅲ．「グループアドレス」の導入により、フリーアドレス導入時の課題とされるコミュニケーションにおいて満足側の評価

が得られ、特に、周囲のサポートを必要とする若年層にとっては効果的であることが示唆された 
 
＊技術本部技術戦略部 ＊＊西日本支社建築設計部 ＊＊＊建築本部 ＊＊＊＊技術本部技術研究所新領域研究グループ 

サンプル 

クロスアイ 

技研 

線形 

(サンプル）

■しやすくなった 
■ややしやすくなった 
■変化はない 
■ややしにくくなった 
■しにくくなった 

コミュニケーションにおける満足度 

図－４ 年代別グループアドレス作業しやすさ

図－３ 執務者の総合満足度 

図－２ CASBEE- WO、OHC相関図 
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図－１ CASBEE- OHC スコア分布 
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1. Development of Automatic Casting System for Tunnel Lining Concrete 

- Verification of Usability Based on the Full-Scale Casting Experiments - 
 

Ryutaro Matsumoto, Naoko Gokitani, Biswas Rajib Kumar, Takahiro Saito  
 
The development of new construction methods in mountain tunnels has emerged. At the same time, such 

construction typically involves a series of repetitive tasks, leaving room for automation and other labor-saving 
measures.  

Based on the previously-reported height control technology based on pressure gauges, we developed an 
automatic pouring system that incorporates control of concrete pump pressure and formwork vibrator 
operations. The results of full-scale construction experiments confirm that automatic control of pump pressure 
and formwork vibrators based on pouring height is possible from the start to the completion of the pouring 
process, contributing to labor-savings and ensuring construction quality after the formwork is removed. 

 
Keywords: mountain tunnel, labor-savings, concrete pump, mold-type vibrator,  

        medium fluidity concrete  
 
 
 
 
2. Method for Renewing Precast Prestressed Concrete Slabs Applicable to Highways 

- A New Joining Method for Improved Efficiency vs. the Loop Joint Method - 
 

Shohei Kawaguchi, Hiroshige Moriya, Shinsuke Fujii, Takashi Misawa  
 
To reduce the time required to work with precast PC deck slabs for road bridges, we developed a new 

joining method that provides performance equivalent to the conventional loop joint method. The new method 
involves restraining the reinforcing bars of the joints of the PC deck slabs with rectangular spiral bars. While 
the loop joint method requires the insertion of reinforcing bars perpendicular to the bridge axis (i.e., the length 
of the bridge) from the sides to inside the loop bars, rectangular spiral bars can be inserted from the upper 
surface of the deck slab, a significantly more efficient approach to reinforcement.  

We performed static bending loading tests and running wheel load tests for the new joining method, 
confirming load-bearing performance and fatigue durability against traffic loads adequate for 100 years of use. 
We also performed a construction test involving a full-scale test specimen, confirming that this method can 
reduce the time required to perform joint reinforcement by 75% compared to the loop joint method. 

 
Keywords: precast PC deck slab, joining method, running wheel load test, fatigue durability, 
          partial-width construction  
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3. Development of Automated Excavation System Based  
on Tiltrotator-Equipped Hydraulic Excavator 
- System Overview and Verification - 
 

Kana Fujinuma, Takashi Misawa, Yuma Kawasumi, Kengo Matsuda  
 
To improve productivity, the construction industry in recent years has energetically pursued the 

development and implementation of construction automation. We have developed an automated excavation 
system using a hydraulic excavator equipped with a tiltrotator, which allows for efficient construction.  

This system creates an excavation plan by generating an excavation trajectory that leverages the 
tiltrotator's features based on the planned excavation shape. Based on this plan, the system executes automated 
excavation via remote control.  

The software for this system utilizes the Open Platform for Earthwork with Robotics and Autonomy 
(OPERA), an autonomous construction technology platform developed by Japan’s Public Works Research 
Institute (PWRI). We undertook demonstrations for three varying planned excavation shapes, including 
varying slope arrangements, and confirmed that the system is capable of performing automated excavation 
almost exactly as designed. 

 
Keywords: hydraulic excavator, tiltrotator, automated excavation, OPERA, 3D-LiDAR  

 
 
 
 
4.   Experimental Study on Rationalization of Design for Pile Cap Using Precast Pile 

Embedment Method  
 

Yuki Wada, Satoshi Yamagami, Takeshi Kishimoto, Atsushi Sorimachi 
 
The width of precast pile caps is typically set at 2.5D (where D = pile diameter). Numerous experiments 

on specimens with 2.5D have also been reported in previous studies. Furthermore, according to the literature 
from the Architectural Institute of Japan, shear reinforcement effects cannot be considered in design formulas 
for the pile head embedded portion.  

In this study, we performed bending shear experiments using specimens with a pile cap width of 2.0D to 
present the damage process of the pile caps and the effects of various parameters on the results. Additionally, 
we considered shear reinforcement effects to propose a formula for evaluating the maximum strength of the 
pile head embedded portion. 

 
Keywords: precast pile, pile cap, pile head embedded, bending shear experiment, shear reinforcement  
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5.   Recycled Concrete Aggregate Incorporating Blast Furnace Slag  
 

Atsushi Ito, Masanori Kono 
 
The recycled aggregates produced from concrete blocks remaining after the demolition of a structure 

absorb and immobilize CO2 during the re-resourcing process. Concrete made with blast furnace slag cement 
type C equivalent and recycled aggregate allows the production of concrete that combines low-carbon 
characteristics and resource circulation. We performed practical studies of recycled concrete aggregate 
incorporating ground granulated blast furnace slag, confirming quality in terms of fresh properties and 
compressive strength. We also estimated the CO2 emissions generated by this recycled concrete aggregate and 
the reduction in CO2 emissions achieved. As a result, the fresh properties and the required quality standards 
were satisfactorily met. It was also confirmed that a CO2 reduction effect of 65 to 71% can be expected 
compared to ordinary concrete.  

The concrete we developed meets JIS standards for recycled concrete aggregate. Based on the results of 
this study, we established manufacturing and quality control standards for recycled concrete aggregate. In 
collaboration with a ready-mix concrete plant, we obtained performance evaluations from a third-party 
organization and certification from the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism (MCON-4754 
and 4755). 

 
Keywords: recycled aggregate concrete, blast furnace slag, CO2 emissions  

 
 
 
 

6.   Design and Construction of Large Timber Structure  
- Experiments of CLT seismic walls and Verification of Constructability - 

 
 Naoki Tomita, Taiki Sato, Yasutomo Kozuma, Hajime Yamagiwa, Masaya Akitake, Atsushi Ito  

 
We designed and constructed a large timber structure of eight stories. The building structure consists of a 

combination of timber and reinforced concrete elements. The timber structure is comprised of a frame of 
timber columns and beams, along with cross laminated timber (CLT) seismic walls. Connections to the frame 
were formed from combinations of commonly used steel plate inserted drift pin connections and a 
newly-devised shear cotter joint, resulting in high initial stiffness.  

A performance evaluation was carried out based on the results of structural performance tests conducted 
on the joining method. We reduced construction times by simultaneously constructing the reinforced concrete 
and timber structures on each floor. The construction process of the timber structure was verified using a 
mockup. The approximately 208 m³ of timber incorporated into the structure corresponds to the sequestration 
of about 148 tons of CO2, and the use of 214 m³ of environmentally friendly concrete to construct the 
foundations enabled a reduction in CO2 emissions of approximately 45 tons, enabling to reduce the building’s 
environmental impact.  

The results of this study will help build knowledge and understanding in this field, in particular when 
designing and building large timber structures. 

 
Keywords: large timber structure, mixed structure, cross laminated timber (CLT) seismic walls,  

mockup, environmentally friendly concrete 
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7.   System for Selecting and Positioning Disaster Waste Treatment Machinery  
- Multi-objective Optimization Based on Genetic Algorithms - 
 

 Hiroomi Habuchi, Ryosuke Imai, Shoji Suzuki, Fujiko Osumi  
 
Several large-scale natural disasters, including the Nankai Trough earthquake, Nemuro Peninsula 

offshore earthquake, and eruptions of Mount Fuji, are anticipated in the relative near future. Many local 
government and construction company staff stationed on the front lines of disaster waste disposal after such 
disasters are likely to face unprecedented circumstances. As a result, during the disaster, they will spend effort 
on unfamiliar processing plan development, leading to delays in action, increased processing costs, and 
prolonged processing periods. It is essential to establish a framework and response strategies that can be 
effective in the next disaster while in normal times, as this will contribute to the promptness and 
appropriateness of initial response efforts.  

To facilitate the rapid selection and placement planning of optimal processing machinery for disaster 
waste disposal, we have developed a system that confirms the optimization of processing period, costs, and 
CO2 emissions as the three objectives. 

 
Keywords: temporary storage areas, sorting, processing period, processing costs, CO2 emissions 

 
 
 
 
8.   Research on Intellectual Productivity and Environmental Satisfaction  

in Innovation Hubs 
     - Methods for Wellness Design in Offices - 

 
Kaori Yano, Koichi Inadome, Yuko Sakuno, Yoko Ogawa, Yuma Jincho  

 
In recent years, wellness offices that consider the comfort and psychological health of office workers 

have attracted attention for their potential to enhance productivity and employee engagement. Our company 
has established the X-Innovation Center, which serves as a hub for promoting innovation. At the same time, we 
incorporated various design strategies aimed at contributing to the improvement of employee well-being. 

This study was conducted to investigate how the office environment we designed affects wellness, 
satisfaction, and productivity. A questionnaire survey revealed that more than 75% of office workers were 
satisfied with the office environment, confirming the success of our efforts to create a positive office space. 

Furthermore, the correlation between the CASBEE-WO (Comprehensive Assessment System for Built 
Environment Efficiency – Wellness Office), an objective evaluation, and the CASBEE-OHC (Office Health 
Checklist), a subjective evaluation, was consistent with previous studies. In addition, it

 was confirmed that the X-Innovation Center generates higher levels of satisfaction compared to our 
other office facilities. 

 
Keywords: Wellness, Comprehensive Assessment Systemwellness,  

comprehensive assessment system for Built Environment Efficiency, 
               Intellectualbuilt environment efficiency (CASBEE), productivity, 
               office environment satisfaction 
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ASIA DESIGN PRIZE 2025 - Gold Winner 他 19 件受賞報告 

（DESIGNSORI、The Chicago Athenaeum 他）

施設名：共英製鋼株式会社山口事業所新事務所棟（山陽小野田市）  

共英製鋼山口事業所新事務所棟が ASIA DESIGN PRIZE 2025 - Gold Winner に選ばれた。ASIA DESIGN PRIZE は、

世界中のデザイナーやクリエイターが参加し、相互交流するアジアを代表するデザイン賞として確立されてきた。世

界 22 カ国から 1,879 件の応募総数のうち Gold Winner は 32 物件あり、Grand Prize 等合わせると 36/1879 件の応募

総数の約 2％の賞を受賞した。他には環境配慮に優れたデザインと先進的なテクノロジーを有する製品に与えられる

世界的な賞「GREEN GOOD DESIGN AWARDS 2025」も受賞した。持続可能な社会の実現に寄与するため、環境配

慮に優れたデザインを評価することで世界中の人々の環境認識を高めることを目的とする国際的な環境賞である。同

時に日本から受賞したのは 2025 大阪万博ドイツパビリオンがあり、過去には虎ノ門ヒルズ、熊本城特別見学通路が受

賞されている。他に下記の 19 の賞を受賞している。

デザインコンセプト 共英製鋼山口事業所は中国・四国・九州の拠点として地域で発生した鉄スクラップを電気炉で溶かし、鉄鋼製品に

再生する地産地消型の事業を行っている。新事務所棟は、工場内に分散する事務機能を１つに統合し、業務効率と執務環境の改善を図る

とともに、福利厚生施設を充実させ従業員のエンゲージメントを高めることを目的に計画された。外観デザインは、工場内にストックさ

れている大量の鉄のビレット材にインスパイアされた。各地から集められた鉄スクラップは電気炉で融解されると、一旦原料の『ビレッ

ト』となり、新たな鉄鋼製品へと再生される。このビレットの集積こそが、鉄スクラップが再生され鋼材として生まれ変わる瞬間を表す

ものであり、このビレットの組み合わせを外観デザインとして可視化することが、未来創造の瞬間を創出する新事務所に相応しい形状で

あると共に、共英製鋼の製品がリサイクルを通じてどのように価値を再生し、社会に新たな役割を果たすかを象徴化している。

受賞歴 ※2025 年 7 月 1 日現在

01.A' Design Award & Competition 2025  Architecture Building Design - Golden Award（イタリア）

02.A' Design Award & Competition 2025 Interior Space and Exhibition Design - Silver Award（イタリア）

03．A' Design Award & Competition 2025  Architectural Lighting Design - Silver Award（イタリア）

04.ASIA DESIGN PRIZE 2025 - Gold Winner（韓国）

05.Green Good Design Sustainability Awards 2025 - Winner（アメリカ）

06.ICONIC AWARDS 2025 - Winner in the Corporate Category （ドイツ）

07.Sky Design Awards 2025 / Lighting 部門 - Shortlisted（カナダ・香港・日本) 

08.Arch Design Award 2025 - Golden Award（フィンランド）

09.MUSE Design Awards 2025 - Gold Winner（アメリカ）

10.照明学会照明デザイン賞 2025 - 優秀賞（日本）

11.照明学会中国支部 優秀施設賞 2025（日本）

12.IAD International Architecture & Design Awards 2025 Lighting: Workspace and Office Lighting- Platinum Winner（ポーランド）

13.IAD International Architecture & Design Awards 2025 Architecture : Office Building Design - Gold Winner（ポーランド）

14.French Design Awards 2025 - Gold Winner（フランス）

15.Rome Design Awards 2025 - Gold Winner（イタリア）

16.TITAN Property Awards 2025 - Gold Winner（アメリカ）

17.New York Architectural Design Awards 2025 - Silver Winner（アメリカ）

18.London Design Awards 2025 - Gold Winner（イギリス）

19.第 59 回 SDA 賞 / 日本サインデザイン賞 2025 ショートリスト（日本）

主要用途 事務所 延べ面積 3,931.89 ㎡

所在地 山口県山陽小野田市 構造・規模 RC 造・地上 4 階 

発注者 共英製鋼株式会社 竣工年 2024 年 

設計・監理者 株式会社奥村組 備考 デザイン監修：エムアールスタジオ株式会社
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 
 

覆工コンクリート施工の自動打設システムの開発 

－実大施工実験による施工性の検証－ 

Development of Automatic Casting System for Tunnel Lining Concrete 
- Verification of Usability Based on the Full-Scale Casting Experiments - 

松本隆太郎＊ 御器谷直子＊ Biswas Rajib Kumar＊ 齋藤隆弘＊ 
 

要 旨 

山岳トンネルにおける覆工コンクリートの施工は、作業負荷の低減や労働者減少への対応が喫緊

の課題となっている一方で、一連の施工が繰り返される工種であることから、自動化や省力化の余

地がある。そこで筆者らは、既報で検討した圧力計を用いた打上り高さ管理技術を基に、コンク

リートのポンプ圧送と型枠バイブレータの稼働の制御を加えた自動打設システムを開発した。実大

規模の施工実験の結果、打上り高さに基づくポンプ圧送と型枠バイブレータの自動制御による施工

が打込み開始から完了まで可能であり、省力化に寄与すること、セントル脱型後の品質が確保され

ていることを確認した。  

キーワード：山岳トンネル、省力化、ポンプ圧送、型枠バイブレータ、中流動コンクリート 

 
１． はじめに 

 
 建設工事におけるコンクリート施工では、品質を確保

するための打込み作業や締固め作業、養生作業および施

工管理に多くの熟練技能労働者や施工管理者を必要とし

ているが、熟練技能労働者の不足が問題となって久しく、

技術革新による省力化が求められている。山岳トンネル

工事の覆工コンクリート施工においても、多くの作業で

人材を必要とするが、その作業自体は繰り返し同じパ

ターンで行うことが多いことから、施工の自動化による

省力化を図る余地が大きい工種と考えられる。 
 筆者らは既往の研究1) において、施工の高速化を目的

に左右同時にコンクリートを圧入する施工方法に取り組

み、同工法が品質を損ねることなく急速施工に寄与する

技術であることを明らかにした。また、圧力計を用いて

コンクリートの打上り高さを測定する方法が、圧力計か

ら 1.3～1.5m 程度の高さまでは施工管理に必要な精度を

有することを明らかにした 2)。定量的な測定値に基づく

打込み管理を行うことで、技能労働者の能力に左右され

ない施工が可能となる。しかし、これらは要素技術であ

るため、覆工コンクリート施工の全体的な省力化には

至っていない。 
そこで筆者らは、覆工コンクリートにおける打込み作

業の自動化を目標に、上記の要素技術とコンクリートの

ポンプ圧送、型枠バイブレータの稼働の制御を統合した

自動打設システム（以下、本システム）を開発した。現

 
＊技術本部技術研究所土木研究グループ 

場への導入にあたり、実用性の確認を目的とし、本シス

テムを用いた実大規模の施工実験を行った。本報では、

本システムの概要と実大施工実験の結果を報告する。 
 
２． 自動打設システムの概要 

 
 本システムの概要を図－１に示す。本システムは、移

動式型枠（以下、セントル）のスキンプレートの周長方

向に複数設置される圧力計、圧力計の変化に応じて制御

方法を任意にプログラムすることが可能な装置（以下、

制御用 PLC）、および操作用 PC で構成される。本シス

テムで制御する型枠バイブレータとコンクリートポンプ

は制御用 PLC と有線で接続され、制御用 PLC からの信

図－１ 自動打設システムの概要 
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号を受けて稼働する。ただし、いずれも緊急時を考慮し

直接操作が可能である。操作用 PC モニタには施工管理

用のユーザーインターフェースが表示され、施工の進捗

確認だけでなく制御設定の変更、緊急停止などの手動操

作が行える。また、制御用 PC を外部ネットワークに接

続することで、現地に不在でも工事事務所の PC など遠

隔地での確認が可能である。 
 本システムによるコンクリートの打込み方法は、セン

トルの左右同時の打込みと圧入併用を標準としている。

圧送ポンプは 1 台もしくは 2 台配置され、2 台の場合は

それぞれから圧送されるコンクリートがセントルの前後

に打ち込まれる。配管は途中Y字管で分岐し、左右の打

込み口に接続しており、1 系統から左右同時にコンク

リートが供給される。一般的なセントル延長である

10.5m～12.5m に対し左右同時に打ち込むことで、左右

の偏りを削減でき、時間あたりの圧送量の増加による作

業時間の短縮が期待できる。 
 圧入併用とは、打込み口から下方にコンクリートを流

し込んだ後、同じ打込み口から上方の空間に圧送により

押し上げるように打ち込む手法である。一つの打込み口

からコンクリートを打ち込む範囲を拡大することで配管

切替え回数が削減され、省力化および作業時間の短縮が

期待できる。 
 本システムの制御フローを図－２に示す。施工前の準

備として、計画図面に基づき覆工コンクリートの寸法と、

圧力計の設置位置から型枠バイブレータの稼働や配管を

切り替えるための打上り高さを設定する。この他に、時

間あたりの圧送量や打込み完了判断時の圧力、左右の打

上り高さが異なる際に圧送停止する打上り高さの左右差

の閾値が設定できる。 
コンクリートの打込みにおいては、本システムの操作

PC に表示される「圧送開始」ボタンを押下することで

ポンプ圧送が開始され、コンクリートの圧力はセントル

に設置した圧力計で常時測定される。 
コンクリートの打上り高さは、圧力計が測定する値を

液圧として用いて式（1）から連続的に算出する。 

ℎ௖௧௘ ൌ ℎ௣௚೙ ൅
௣೙
ఘ

                       式（1） 

ここで、ℎ௖௧௘：打上り高さ算出値(m)、ℎ௣௚೙：No.n の

圧力計の設置高さ(m)、𝑝௡：No.n の圧力計が測定する圧

力(kPa）、ρ：コンクリートの単位体積重量(kＮ/m3) 
 
ただし、傾斜した形状の型枠への圧力は理論値よりも

小さくなるとされていることから3) 、圧力計の設置間隔

は実験結果 2) において精度が確認された 1.5m 以内とす

ることが理想である。打上り高さ算出値は、コンクリー

トの天端から 1.5m 以内にある圧力計となるよう、コン

クリートの圧力を受ける圧力計のうち最も上部に位置す

るものから算出した（以下、打上り高さ算出値）。 

打上り高さ算出値が設定値に達すると、ポンプ圧送の

停止、バイブレータの稼働、ポンプ圧送の再開が自動で

制御される。なお、本システムでは最初の圧送開始、配

管切替え、配管切替え後の圧送の再開を手動作業とした。 
 
３． 自動打設システムによる実大施工実験 

 
3.1 実験概要 

 実大規模のトンネルを模擬した覆工コンクリートの施

工実験を技術研究所内で実施し、本システムの動作確認

と実用性について検証した。 
ａ．覆工コンクリートとセントルの仕様 
 実験に用いたトンネルの形状とセントルを図－３に示

す。内空断面積は約 61m2、覆工コンクリートの厚さは

350mm、主鉄筋は D19＠250mm、配力鉄筋は D16＠
300mm、セントルの延長は 3.0m、コンクリートの打込

み口は下から両側に SL 口と肩口、天端中央に吹上げ口

の計 5 箇所とした。1 ブロックあたりの施工数量は約

21m3 である。圧力計は文献 2）を参考に、セントル付帯

設備の配置を考慮し周長方向 1.5m 程度の間隔で、セン

トルの下端から打込み口の肩口の近くにあるスキンプ

レートのヒンジ（以下、肩部）付近までは鉛直距離で

1.5m 以内、肩部以降は 0.8m 程度以内となるよう片側 6
箇所、天端中央に 1 箇所の計 13 個配置した。型枠バイ

ブレータは片側に 7 箇所の計 14 台設置した。また、実

験では地山の代わりとなる組立式の鋼製型枠を設置した。 
実験に用いたコンクリートの配合を表－１に示す。覆

工コンクリートに適用されることの多い中流動コンク

リートを使用した。 
ｂ．実験ケース 
 実験のケースを表－２に示す。圧送ポンプ種、配管系

統、配管切替え回数、圧送ポンプ制御方法、打込み完了

の判断方法をパラメータとして 4 ケースを設定した。本

システムが多様な圧送ポンプに対応するか確認するため、

 
  図－２ 本システムの制御フロー 
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圧送ポンプはメーカーが異なる 2 機種を選定し、リモコ

ン端子から有線で制御用 PLC に接続した。ケース 1、2、
4 の配管系統は、圧送ポンプ 1 台から Y 字管による左右

分岐配管とし、左右同時にコンクリートを打ち込んだ。

ケース 3 では、実際の圧送系統を模擬するため左右別配

管とし、圧送ポンプ 2 台を用いて左右それぞれにコンク

リートを打ち込んだ。配管切替え回数は、ケース 1 と 4
は SL 口から肩口への 1 回とし、実際の施工では天端中

央部の吹上げ口が使用されることから、ケース 2 と 3 で

は SL 口から肩口と、肩口から吹上げ口の 2 回とした。

打込み完了は、ケース 1 では手動で設計圧力（8kPa）ま

での充てんを確認するのに対し、ケース 2 と 3 は地山替

わりの鋼製型枠への負荷を考慮し 10kPa、ケース 4 では

設計の約 2 倍となる 15kPa で圧送を停止する制御とした。

また、セントル横断方向でコンクリートの偏圧が生じな

いよう、打上り高さの左右差が 300mm を超えた場合に

自動停止する制御とし、復旧には左右分岐後の配管途中

にある流量調整ピンを使用した。なお、打上り高さ算出

値の導出において、コンクリートの単位体積重量に

22.54kN/m3（コンクリートの単位容積質量 2.3t/m3、重力

加速度 9.8m/s2）を用いた。 
ｃ．測定項目 
本システムによる圧力、打込み状況の確認のほか、検

知センサを用いて実際のコンクリートの打上り高さを記

録した。また、打上り高さ算出値の精度確認を目的に、

セントルに設けた高さが既知の検知センサがコンクリー

トを検出した時刻と、同じ時刻に記録された打上り高さ

算出値との比較を行った。セントル脱型後には表層評価

を目的に表透気試験（トレント法）と目視評価を行った。 
3.2 実験結果 

 実験の全景を写真－１に、コンクリート受入試験の結

果を表－３に示す。実験は 2024 年 2 月から 5 月の間で

実施し、表－１に示す管理値を満足することを確認した。 
ａ．本システムによる打込みの制御と省力化 
ケース 2 を施工中の操作 PC モニタを図－４に示す。

コンクリートが打ち込まれた範囲は左右異なる色でハッ

  

図－３ 実験に用いたトンネル構造図とセントル設備配置図 
 

表－１ コンクリート配合 

スランプ 
フロー(cm) 

空気量 
(％) 

水セメント比 
W/C (％) 

細骨材率 
s/a (％) 

粗骨材 
最大寸法(mm)

単位量(kg/m3) 
Ad 

W C S G 

50(±7.5)※ 4.5(±1.5)※ 48.5 51.7 20 175 361 891 837 C×1.5％
※管理値、材齢28日における圧縮強度=24N/mm2、W：地下水、C：普通ポルトランドセメント、密度 3.16g/m3、比表面積 3260cm2/g、S：細骨材、栃木
県宇都宮市東木代町、表乾密度2.59g/cm3、粗粒率 3.00、吸水率 2.08％、G：粗骨材、栃木県宇都宮市東木代町（砕石）、表乾密度 2.60g/cm3、吸水率
1.88％、Ad：高性能AE減水剤、標準型Ⅰ種、密度 1.06g/㎝ 3 

 

表－２ 実験ケース 
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チングされ、打上り高さ算出値の推移と左右差は中央上

部、稼働する型枠バイブレータは赤枠で強調表示される

仕様となっており、これら制御と稼働の終始はデータと

して記録される。本実験では 5 秒に 1 回の頻度でデータ

を取得しており、打上り高さ算出値の推移も同頻度で更

新される。これらの表示と型枠バイブレータおよびポン

プ圧送の稼働が不具合なく連動し、管理用表示から打込

みの管理が可能であることを確認した。 
ケース 2 における右側に設置した各圧力計の測定値と

打上り高さ算出値の関係を図－５に示す。打上り高さ算

出値は、初めに圧力計 No.1 で測定した圧力に基づき算

出され、高さ 2350mm に設置された圧力計 No.2 で圧力

を検出した後は圧力計 No.2 に基づき算出される。圧力

計 No.1 は、圧力計 No.2 が設置された鉛直距離 1450mm
の間では打上り高さ算出値と理論値はほぼ同じ値で推移

し、それ以降は理論値に対し打上り高さ算出値の方が大

きくなる傾向がみられた。圧力計 No.2 から No.6 につい

ても、ひとつ上に位置する圧力計までは理論値とほぼ同

じ値で推移したが、その鉛直距離は上部になるほど短く

なる傾向となった。これは、時間の経過による流動性の

低下と、セントルの上方ほど傾斜形状となるため理論値

よりも圧力が小さくなった3) ことが原因と推察された。 
コンクリート打込み時の各圧力計の打上り高さ算出値

の推移と検知センサおよび型枠バイブレータ、配管切替

えの施工記録を図－６に示す。打込み完了時間は開始か

ら 4時間 20分後、打上がり速さは 1.56m/hとなり、現場

で施工する際の打上り速さと同程度であった。 
検知センサが反応した打上り高さと、同じ時刻の打上

り高さ算出値は、施工開始から完了まで大きな差はみら

れなかった。打込み開始から約 70 分後に打上り高さ算

出値の左右差が設定した閾値の 300mm を超えポンプ圧

送が停止した。このときに点検窓からコンクリート天端

の高さを実測したところ左右で約 300mm の差が生じて

おり、打上り高さ算出値と実測に差異はみられなかった。 
ポンプ圧送と型枠バイブレータは、打上り高さ算出値

に基づいて予め設定した手順の通りに、自動制御で稼働

した。技能労働者はポンプ圧送と型枠バイブレータの稼

働状況を監視し、施工時の主な作業は配管切替え、片付

け、清掃などであった。 
コンクリートの打込みは、天端頂部に設置した圧力計

（図－３の No.7）が設定した値の 10kPa（図－６の

6625mm に相当）に到達した後、自動で圧送が停止する

ことで完了した。 
点検窓からの目視により、圧入されたコンクリートは

打込み口から垂直に上昇し、コンクリートの天端面をわ

ずかに盛り上げながら延長方向の両端に向かって流れる

動きがみられた。配管切替え時の打込み口の閉塞や圧入

途中で圧送が困難となるなどの不具合は生じなかった。 
4 ケース全てにおいて、本システムに起因する打込み

不可となるトラブルなく施工でき、本システムによる打

込みの管理が可能であることを確認した。覆工コンク

リートの打込み作業は圧送ポンプの管理を含めて一般的

に 8 名程度で行われるが、圧送ポンプに関わる技能労働

 

写真－１ 実験の全景 
 

表－３ 施工日およびコンクリート受入試験の結果
ケース 1 2 3 4 

施工日（2024年） 2/13 2/26 4/25 5/31 
スランプフロー(mm) 485 560 515 450 

空気量(％) 3.8 4.6 4.0 3.3 
コンクリート温度(℃) 14 15 23 26 

 

 
図－４ 施工中の操作PCモニタの表示例 

        （左右は切羽に向かっての表記） 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

図－５ 圧力計の測定値と打上り高さ算出値の関係
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－６ 打上り高さ算出値の推移 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

0 20 40 60 80
圧力（kPa）

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

0 1 2 3 4
経過時間（h）

 高さ(mm) 

SL口→ 

 肩口 

打上り速さ1.56m/h 

左右差 
300mm以上

肩口→ 

 吹上げ口 

6625mm

完了 

 バイブレータ 
稼働 

    
   打上り高さ 

算出値(右側) 
    
   打上り高さ 

算出値(左側) 
    

打上り高さ 
算出値(天端) 

    
配管切替え 

    
検知センサ位置
(右側) 

    
検知センサ位置
(左側)

図－４のモニタ表示
における施工状況

左側面 右側面

型枠バイブレータ 
の稼働表示 

  理論値      圧力計No.1    圧力計No.2    圧力計No.3    圧力計No.4
  圧力計No.5     圧力計No.6    圧力計No.7    圧力計設置位置 

打上り高さ算出値（mm）

圧力計
No.1

No.2

No.6

No.5

No.4

No.3

No.7

- 41 -



 
 
 

 

者は不要であり、2 人程度の省人化が図れる。また、型

枠バイブレータに関わる作業は操作用 PC の操作および

監視が主な業務となり、締固め作業に熟練度は問われず

負荷が低減されるため、技能労働者の省力化が図れる。 
ｂ．打上り高さ検出値の精度 
 縦軸に検知センサの設置高さを、横軸に検知センサが

反応した同時刻の打上り高さ算出値をプロットした図を

図－７に、検知センサを真値としたときの打上り高さ算

出値の差の絶対値（以下、絶対誤差）の平均と標準偏差

を表－４に示す。全てのケースで得られた絶対誤差の平

均は 78mm、標準偏差 70mm（n=70）となった。しかし、

検知センサ No.10 と No.11 の絶対誤差が相対的に大きい

傾向がみられ、吹上げ口を使用したケース 3 では約

231mm が生じ、吹上げ口を使用していないケース 1 で

は 98mm で最も小さく、およそ 2.4 倍の差がみられた。 
ケース 3 施工時の本システムの記録を調べた結果、検

知センサ No.9 までが反応し打上り高さ算出値が配管切

替え高さに到達し、配管を吹上げ口に切り替え打ち込み

始めた直後に、検知センサが No.11、No.10 の順に連続

して反応した。これは、吹上げ口から流れ込むコンク

リートに反応したためであり、実際の打上り高さと異な

る値である。そのため、吹上げ口を使用したケース 2 と

3 の検知センサ No.10 と No.11 を除いた補正後と打上り

高さ算出値を比較した結果、誤差の絶対値の平均は

67mm、標準偏差 60mm（n=63）となった。本システム

による打上り高さ算出値は、真値に対し±187mm 以内

に約95%が収まる精度である。本システムによる施工で

打上がり高さ算出値に起因するトラブルは生じなかった

ことから、本システムは施工管理に必要な打上がり高さ

算出値の精度を有すると考える。本実験で使用した規模

のセントルの場合、セントルの他付帯設備を考慮したう

えで、圧力計は周長方向 1.5m、鉛直距離は最大で 1.5m
程度以内の間隔で設置する必要がある。 
ｃ．表層評価 
 打ち重ね最大時間は配管切替え時の約 60 分であり、

セントル脱型後のコンクリート内空側の目視確認では、

ひび割れや未充てんはみられなかったことから、コール

ドジョイントなどの施工不良は生じてないと判断した。 
材齢 28 日に表層透気試験を実施した。測定箇所と評

価基準 4) を図－８に示す。透気係数は一般的なコンク

リートの場合、1.0×10-16m2（一般）以下が求められる。

測定箇所はケースごとに内空側のスパン中央において

SL、天端、肩部付近の圧入範囲と流込み範囲、SL とし、

SL と天端は妻側も測定した。 
測定の結果を図－９に示す。ケース別の平均は全て

「一般」の評価となった。実際の覆工コンクリートでは

通常よりも小さい値が求められることから、同等の評価

が得られたといえる。測定位置別の平均では、SL が

「一般」の評価であったのに対し、天端頂部は「良」の

評価が得られ有意差が認められた。SL 部は型枠バイブ

レータ間の中央に位置するため、締固めの効果が最も小

さくなることで相対的に透気係数が大きくなり、天端頂

部はコンクリートの底面に位置するため表面で気泡が生

じにくく、締固めによりエントラップドエアが上昇しコ

ンクリートの表層が密実になったことで透気係数が小さ

くなったと推察された。打込み方法別でも測定位置別と

同様に、SL が「一般」の評価に対し天端頂部は「良」

の評価が得られ有意差が認められた。 
圧入はエントラップドエアが発生しにくいため気泡が

少なく、コンクリート表面が比較的緻密になっていると

 
図－７ 打上り高さ算出値と検知センサ 

 

表－４ 打上り高さ算出値と検知センサの差 
ケース 吹上げ口

使用
測点 
(箇所) 

誤差の絶対値
の平均(mm) 

標準偏差
σ(mm)

１ 

無し

16 77 

80 検知センサNo.1～9  12  71 

検知センサNo.10、11  4  98 

２ 

有り

18 74 

61 検知センサNo.1～9  14  56 

検知センサNo.10、11  4  136 

３ 

有り

19 80 

81 検知センサNo.1～9  16  52 

検知センサNo.10、11  3  231 

４ 

無し

17 81 

53 検知センサNo.1～9  14  73 

検知センサNo.10、11  3  123 

全体 － 70 78 70 

補正後 無し  63  67 60 
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図－８ 透気試験の測点とグレーディング 4) 
     

 
 

図－９ 透気試験の結果 
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推察された。以上より、コンクリートを打込み口から圧

入することで、流込みよりも品質向上が期待できる。 
施工後の覆工コンクリートを内空側から撮影した写真

を図－10に示す。初めに施工実験を行ったケース1にお

いて、コンクリートが SL 部の打込み口から上方に向

かってコンクリートの流動跡（以下、すじ模様）が確認

された。覆工コンクリートは仕上がり面であるため美観

を損なう現象といえる。すじ模様の形状から圧入が原因

と推測されたため、施工記録を見直し改善を図った。 
ケース 1 では、コンクリートの打上り高さの推移に伴

い、打上り面の下部に位置する最上段の型枠バイブレー

タを No.1 から順に 30 秒稼働させた（図－10 ケース 1
の型枠バイブレータ制御手順）。圧入範囲において、す

でに打ち込まれたコンクリートと打込み口から新しく圧

入され上部方向に打ち込まれるコンクリートの境目にお

いて、型枠バイブレータから離れた位置ほど一体化の効

果が小さくなったため、すじ模様が残ったと推定した。

そのためケース 2 では、配管切替えの位置までは同じ手

順で行い、配管切替え後に SL 部の打込み口から打上り

面以下にある型枠バイブレータ No.1 と No.2 を下から順

に再度 30 秒ずつ稼働させる手順に変更した（図－10 

ケース 2 の型枠バイブレータ制御手順）。その結果、

ケース 1 でみられたすじ模様は発生せず、その他目立つ

模様は認められなかったことから、型枠バイブレータの

稼働を工夫することで、圧入によって打込み口から上方

に生じるすじ模様を改善できることがわかった。 
 

４． 結論 

 
 覆工コンクリートの自動打設システムを開発し、実大

規模の施工実験を行った。得られた結果を以下に示す。 
ⅰ．実大規模で型枠バイブレータと圧送ポンプの自動

制御による打込みができ、施工管理において本シ

ステムが実用性を有することを確認した 
ⅱ．圧送ポンプを常時操作する技能労働者は不要とな

り、締固めは自動制御により作業負荷が低減でき

るため、省人化および省力化に寄与する 
ⅲ．コンクリートの打上り高さ算出値の精度は、平均

誤差 67mm、標準偏差 60mm となったが、圧力計

を直壁形状部で 1.5m、傾斜部で 1.0m 程度以内に

据え付けることで、施工管理に差し支えない精度

で本システムを運用できる 
ⅳ．圧入した範囲の表層透気試験で、通常の流込み範

囲より評価の高い「良」が得られた一方で、コン

クリート表面には圧入に起因するすじ模様が生じ

る場合があるが、型枠バイブレータの稼働方法の

工夫によって目立たなくすることが可能である 
 
５． おわりに 

 
本システムは、定量的なコンクリートの打上り高さに

基づき高い再現性で打込み管理ができるため、技能労働

者の熟練度に依存することなく安定した品質の確保と施

工が可能である。実現場へ適用し実績を積み重ね、より

実用性の高い技術となるよう開発を進める。 
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 

プレキャストＰＣ床版による道路橋更新技術の開発 

－ループ継手工法の施工性を改善した新たな継手工法の開発－ 

Method for Renewing Precast Prestressed Concrete Slabs Applicable 
 to Highways 

- A New Joining Method for Improved Efficiency vs. the Loop Joint Method - 
川口昇平＊ 守屋裕兄＊＊ 藤井伸介＊＊＊ 三澤孝史＊＊＊＊  

 
要 旨 

道路橋のプレキャスト PC 床版の施工性向上を目的として、PC 床版の継手部の鉄筋を矩形のスパ

イラル筋で拘束することにより在来工法のループ継手工法と同等の性能をもつ接合工法を開発した。

このループ継手工法では、ループ筋の内側に側方より橋軸直角方向の鉄筋を挿入する作業が必要で

あるが、矩形スパイラル筋は床版上面から挿入が可能なため、配筋作業の効率性が高い。今回、こ

の新たな継手工法について、静的曲げ載荷試験ならびに輪荷重走行試験を実施し、耐荷性能と 100
年相当の交通荷重に対する疲労耐久性を確認した。加えて、実物大の試験体を用いた施工試験を行

い、ループ継手工法に比べて、接合部の配筋にかかる作業時間を 75%低減できることを確認した。  

キーワード：プレキャスト PC 床版、継手構造、輪荷重走行試験、疲労耐久性、半断面施工  
 
１． まえがき 

 
近年、高速道路が果たす役割はますます重要となって

おり、高速自動車国道などの幹線道路網は、物流用に一

定の通行量を確保することが求められる。そのため、道

路網の更新工事においては、車線減少や片側通行など、

完全通行止めとならないように施工されることが多い。

複数車線の一部車線を開放する半断面施工の場合、PC
床版の継手箇所および延長が増えることから、継手の施

工性の向上が課題となっている。このような背景から、

道路橋のプレキャスト PC 床版の取替工事（写真－１）

の施工性向上を目的として、PC 床版の継手部の鉄筋を

矩形のスパイラル筋（以下、矩形スパイラル筋）で拘束

することにより継手部の接合力を高める新たな接合工法

を開発した。この工法について、試験により耐荷性と耐

久性、施工性について検証した結果を報告する。 
 

２．PC床版の継手の要求性能 

 
PC 床版の継手に要求される性能について、NEXCO 3

社は、接合構造の疲労耐久性について、耐用年数 100 年

以上が確保できることを確認するため、2019 年より、

動的載荷による輪荷重走行試験（写真－２）行い、その

性能証明書の提出を求めている。耐用年数 100 年間に相

 
＊技術本部技術研究所新領域研究グループ ＊＊土木本部土木技術部 ＊＊＊土木本部土木設計部 ＊＊＊＊技術本部技術研究所 

当する疲労耐久性として、荷重（250kN）と繰り返し載

荷回数（10 万回）の事例が設計要領 1) の解説に示され

ており、その条件をクリアした接合構造が、実際の床版

取替工事で適用されている。 
 

 
写真－１ PC床版の取替工事における新床版架設の状況 

 
 写真－２ 輪荷重走行試験の状況(土木研究所) 
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３．Zスパイラル工法の特徴 

 
橋軸方向（車両走行方向）の接合構造の標準工法とし

て NEXCO 3 社が採用しているループ継手工法と、当社

と昭和コンクリート工業株式会社が共同開発したループ

筋と矩形スパイラル筋を組み合わせた継手工法（以下、

Z スパイラル工法）の配筋の比較を図－１に示す。標準

工法であるループ継手工法では、ループ筋の中へ橋軸直

角方向に 6 本の鉄筋（以下、通し筋）を後挿入し組み立

てることで接合部のループ筋同士を一体化させる。しか

し、図－２のようにループ筋の一部の曲げ半径を変更し

たり、足場を設置したり、通し筋を挿入するための作業

スペースを確保することが施工上の課題となっている。

一方、Z スパイラル工法は、ループ筋の構造的なメリッ

トを生かしつつ、矩形スパイラル筋を上から挿入するだ

けなので、通し筋の配筋および結束作業を大幅に省力化

できる。ループ継手の場合、図－３のようにループ筋の

直線部が付着力で抵抗し、曲線部が内側のコンクリート

からの支圧力により抵抗することで、直鉄筋の場合より

短い継手長で、左右の PC 床版に応力を伝達することが

できる。しかし、ループ筋に囲われたコンクリート（以

下、コアコンクリート）の応力状態については十分に明

らかにはなっていない。一方、Z スパイラル工法につい

ても、ループ筋を用いており、直線部には付着力と曲線

部には支圧力が発生する。その上で、矩形スパイラル筋

が果たす役割について、以下 3 つの機構があると考える。 
ⅰ．矩形スパイラル筋の下側の鉄筋が橋軸方向に補強

効果を発揮し（図－３Ⅱ、Ⅲの ）、接合部の橋

軸方向の抵抗性が高まる 
ⅱ．ループ筋が引張力により引き抜けようとする際に、

コアコンクリートが水平方向の圧縮を受け、挟ま

れたコンクリートが鉛直方向に膨らもうとする

(図－３Ⅱの→)のに対し、矩形スパイラル筋が変

形を拘束し（図－３Ⅱの ）、ループ筋の引き抜

け抵抗性が増す 
ⅲ.ループ筋が引き抜けようとする際に、ループ筋の

先端から斜め方向に発生するせん断力（図－３Ⅲ
の破線‐‐‐）に対し、矩形スパイラル筋が継手部に

生じる曲げ応力に対して抵抗するブリッジ効果が

生じる。 
 なお、ⅱでコアコンクリートが水平方向の圧縮を受け

る際、挟まれたコンクリートは鉛直方向だけでなく、水

平奥行き方向にも膨らもうとするが、実際の床版は十分

に奥行き方向に長く、応力が分散するため、局所的に載

荷する輪荷重が奥行き方向の膨張に及ぼす影響は小さい

と予想される。そのため、矩形スパイラル筋はループ継

手における通し筋が果たす機能のうち、ループ筋の支圧

力に抵抗し、膨張を抑制する機能を代替する効果を有し

ていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

＜Z スパイラル工法＞ 

 

 

 

 

 

図－１ Zスパイラル工法とループ継手の接合部配筋の比較

図－３ ループ継手とZスパイラルの引き抜き抵抗の 

イメージ 

図－２ ループ継手の通し筋と矩形スパイラル筋の配筋の違い 2） 

通し筋(D19) 

図中の矢印←は青いループ筋に作用する力 

引張力 支圧力 

付着力 

【ループ継手工法（断面図）】 

I

支圧力 

矩形ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋(D10) 

付着力 

引張力 

【Z スパイラル工法（断面図)】 

図中の矢印←は青いループ筋に作用する力 

Ⅱ

矩形ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋(D10) 

引張力 

【Z スパイラル工法（平面図）】 

せん断力 

Ⅲ

(ループ継手工法）

【標準工法（ループ継手工法）】 
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４．継手構造の性能確認 

 

4.1 静的曲げ載荷試験 

載荷時の接合部の補強鉄筋ならびにループ筋に作用す

る応力の把握を目的に、静的曲げ載荷試験（写真－３）

を実施した2) 。試験体は、矩形スパイラル筋による継手

構造（Type-A）と標準工法であるループ継手（Type-B）

の 2 ケースを実施した。図－４に試験体の概要を示す。

パネル部および接合部のコンクリートは、床版取替の標

準工法の仕様（設計基準強度：50N/mm2）とし、パネル

部には普通コンクリート、接合部には膨張材を添加した

早強コンクリートを用いた。 
ａ．試験方法  

図－５に載荷方法を示す。載荷試験は、油圧ジャッ

キ（容量 1MN）により、支間 2,800mm、載荷幅 800mm、

二点支持の単調増加で載荷した。配力筋の降伏までは荷

重制御により、配力筋降伏後は変位制御により載荷した。 

     

 

ｂ．試験結果 

載荷荷重と変位の関係を図－６に示す。図中の降伏荷

重及び設計荷重は、床版部の断面計算で引張鉄筋が降伏

強度及び許容応力度（140N/mm2）に達する荷重である。

なお、材料試験の結果から、引張鉄筋（D19（SD345））
の降伏応力は 384N/mm2、その時のひずみは 2163μ で

あった。また、最初に配力筋が降伏した時の載荷荷重を

丸印で示した。荷重と変位の関係が比例関係にある荷重

40kN 以下の初期剛性については、Type-A と Type-B は

ほぼ同等であった。 
図－７に載荷荷重と矩形スパイラル筋のひずみの関係

を示す。下側（引張側）の計測点SP3では、曲げモーメ

ントによる引張ひずみが発生し、80kN を超えて急激に

引張ひずみが増加した。側部の SP2、SP4 については、

小さな荷重の段階から引張ひずみが発生し、変形に伴い

引張ひずみが増加した。これは、接合部のループ筋が左

右に引っ張られる際に、配力筋の曲線部の外側に配置し

た矩形スパイラル筋が、内部のコンクリートの変形（特

に上下への膨張）を拘束するため、引張ひずみが生じた

ものと考えられる。 

 

写真－３ 静的曲げ載荷試験の様子（Type-A） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

パネル部 
接合部 パネル部

図－５ 静的曲げ載荷試験の載荷条件 2) 

パネル部 パネル部接合部 

図－６ 載荷荷重と変位の関係 2） 

配力筋 

配力筋 

配力筋 

主筋  

D10 SD345

主筋  

D10 SD345

パネル部
接合部 

パネル部 

図－４ 静的曲げ載荷試験体の配筋図 2) 

   ＜平面配筋図＞ 

   ＜側面配筋図＞ 
配力筋 

単位：㎜ 

単位：㎜ 
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4.2 輪荷重走行試験 

ａ．試験体の概要 
道路全幅に渡る一括取替を想定した横目地のみの場合

（以下、横目地試験体）と、半断面施工を想定した横目

地＋縦目地の場合（以下、縦横目地試験体）の 2 種類の

試験体に対し輪荷重走行試験を行った。試験体の製作な

らびに試験方法は NEXCO 試験方法 1)に準じて行った。

試験体の形状を図－８、図－９に、試験体の主要諸元と

使用材料を表－１に示す。横目地試験体と縦横目地試験

体の寸法はともに、長さ 4,500mm、幅 2,800mm、厚さ

220mm である。横目地試験体は別々に製作したプレ

キャスト PC パネル 2 枚（A パネル、B パネル）の継手

部にZスパイラル工法を用いて接合して製作した。一方、

縦横目地試験体は半断面施工を想定し、1 次施工分を模

して A パネルと B パネルを Z スパイラル工法で接合し

た後、2次施工分を模したCパネルとDパネルをZスパ

イラル工法で接合した。その後接合した AB パネルと

CD パネルが接する縦目地に無収縮モルタルを充填し、

硬化後に PC 鋼棒 1 本あたり 570kN のポストテンション

方式のプレストレスを導入して一体化した。なお、接合

部の各鉄筋はエポキシ樹脂塗装を施した。試験体は床版

支間長 2,500mm で単純支持し、橋軸方向は弾性支持し

た。輪荷重走行試験は載荷範囲 500mm×3,000mm（図－

８、図－９中の破線）に対し、直径 700mm、幅 500mm
の鉄輪を走行させて行った。 
ｂ．輪荷重試験の載荷方法 

横目地試験体については、NEXCO 試験方法 1) に、耐

用年数 100 年相当の評価試験として示されている

250kN×10 万回の載荷を実施し、除荷後に漏水確認試験

を行った。一方、縦横目地試験体については、

250kN×10 万回を前後に 5 万回ずつに分け、250kN の荷

重をセンターライン（A ライン）から 250mm ずつオフ

セットした載荷範囲（B ライン、B’ライン）に各 3 万回、

合計 16 万回の載荷を実施し、除荷後に漏水確認試験を

行った。これは、センターラインに曲げとせん断の両方

を組み合わせて載荷する目的で行っている。その後、い

ずれの試験体も破壊時までの性状を把握するため、荷重

を漸増して 31 万回まで載荷を行った（表－２参照）。 
ｃ．輪荷重走行試験の結果 

横目地試験体の 10 万回載荷後のひび割れの状況を図

－10 に示す。パネル部の載荷範囲を中心に、300mm 程

度の幅で梁状化し、一部で横方向に梯子状にひび割れが

進展しているものの、接合部はひび割れの進展が限定的

であることが分かる。次に縦横目地試験体の 16 万回載 

 

 

 

 

 

表－２ 輪荷重走行試験の載荷荷重と載荷回数 

 仕 様 
寸 法 L:4,500mm×W:2,800mm×d:220mm 
床版材 普通コンクリート（設計強度 50N/mm2） 

横目地材 
早強コンクリート（設計強度 50N/mm2） 
膨張材 20kg/m3 

縦目地材 無収縮モルタル（設計強度 50N/mm2） 
鉄

筋 
床版部 主筋 D13、配力筋 D19（SD345） 
横目地 矩形スパイラル筋 D10（SD295） 

PC 鋼線 
SBPR B 種φ23mm（横目地試験体） 
SBPR B 種φ32mm（縦横目地試験体） 

図－８ 輪荷重試験体平面図および断面図（横目地）

図－９ 輪荷重試験体平面図および断面図（縦横目地） 

表－１ 輪荷重走行試験体の主要諸元と使用材料 

Aライン走行

Bライン走行

B’ライン走行

平 面 図 

A-A断面図 

B-B断面図 

B-B断面図 

平 面 図 

A-A断面図 

単位：㎜ 

単位：㎜ 

300kN 350kN 490kN
横⽬地
試験体

Aライン 4万回 4万回 9万回 31万回

Aライン 5万回 5万回 4万回 4万回 4万回 1万回
Bライン 3万回 1万回
Bʼライン 3万回 1万回

延べ
⾛⾏回数

31万回

10万回

250kN 400kN

縦横⽬地
試験体

4万回

載荷荷重
載荷位置試験体名

図－７ 載荷荷重と矩形スパイラル筋のひずみの関係 2)
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荷後のひび割れの状況を図－11に示す。5 万回（A コー

ス 1 回目終了）までは、支間中央付近から橋軸直角方向

ひび割れが進展した。走行コースを B もしくは B’に変

更すると主にそれぞれの走行コースの周囲までひび割れ

が進展する傾向が見られた。なお、除荷時のひび割れ幅

は表－３の通りである。いずれの試験体も輪荷重走行試

験後に実施する漏水試験において漏水は発生しなかった。

なお、縦横目地試験体については、途中で走行路をオフ

セットしているため、A ラインでの走行回数が 10 万回

に達する 16 万回で漏水試験を行った。250kN×10 万回走

行後の試験結果を整理すると以下のようになる。 
ⅰ．横目地試験体および縦横目地試験体について、載

荷終了後の漏水確認試験で下面からの漏水は確認

されず、100 年相当の耐久性を有している 
ⅱ．250kN 載荷条件下での載荷開始時からのたわみ増

加は、横目地試験体で 0.38mm、縦横目地試験体

では 0.03mm であり、いずれもたわみ増加量は微

小であった 
ⅲ．250kN 載荷条件下での最大ひび割れ幅は、横目地

試験体のパネル部 0.10mm、接合部 0.08mm と差

がなく、縦横目地試験体ではパネル部 0.10mm、

接合部はひび割れがなかったことから、接合部は

床版部と同等以上の疲労耐久性を有している 
 
５．Ｚスパイラル工法の施工性確認試験 

 
5.1 施工性確認試験の概要 

ａ．試験条件 
Z スパイラル工法とループ継手工法の実物大模擬床版

を製作し、施工性の比較を行った。床版幅を 1.0m、長

さを 10.2m とし、この床版を橋軸方向に 4 枚架設するこ

とで接合部を 3 列構築した（図－12 参照）。作業員 4 名

で鉄筋の地組み、挿入、結束線による緊結（以下、結束）

までの配筋作業を行った。矩形スパイラル筋の延長は約

1m/本であり、挿入前に 1 巻き分ラップさせて地組みし、

床版上面から挿入後、ループ筋の上筋と矩形スパイラル

筋の交差部を結束した。ループ継手では、床版端部から

クレーンを利用して 1 本 3.5m の通し筋を順に挿入し仮

固定の後、床版上面からループ筋との交点で結束した。 
ｂ．鉄筋挿入時間 
模擬床版 3 列の配筋作業にかかる施工時間を計測し、

Z スパイラル工法とループ継手の施工時間を比較した。

ループ継手工法では、通し筋の挿入時にループ筋と干渉

しないよう写真－４のように 3～4 名の作業員が連携し、

奥まで通し筋を挿入し、仮固定するまでに 15 分を要し

た。一方、Z スパイラル工法では、1 人の作業員約 30 秒

で挿入し、補強筋の仮固定までの作業を 3 分で完了した。

なお、矩形スパイラル筋の配置位置の調整には、写真－

５に示すセンタリングスペーサーを使用した。 

 

表－３ 輪荷重走行試験後のひび割れ幅 

試験体名 パネル部 接合部(横目地部)
横目地試験体 

(10 万回走行後) 0.10mm 0.08mm 

縦横目地試験体

(16 万回走行後) 0.10mm ひび割れなし 

 

 

図－11 床版下面のひび割れ状況 (縦横目地試験体)

図－10 下面ひび割れ発生状況（横目地試験体）3)

平 面 図 

A-A断 面 図 

B-B断面図 

A A 

B 

B 

図－12 施工性確認試験体の概要図
単位：㎜ 
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ｃ．鉄筋結束時間 
 矩形スパイラル筋は、下筋は結束せず、上筋のみ 1 カ

所と 2 カ所で交互に結束する（写真－６の赤丸）だけで、

らせん形状により鉄筋が一体化され、安定した状態で固

定することが可能である。このため、労力のかかるルー

プ継手の中段・下段鉄筋の結束が不要となり、結束時間

はループ継手で 25 分を要したのに対し、Z スパイラル

工法では 7 分に短縮できた。 
ｄ．タッチアップ作業時間 
ループ継手工法については、写真－４に示すように通

し筋（φ19mm、L＝3.5m）を床版側面から挿入する際

に、鉄筋間の接触により鉄筋のエポキシ塗装に擦り傷が

つく。通常、このような場合はタッチアップ材による補

修を行うことになる。一方、Z スパイラル工法では、矩

形スパイラル鉄筋を床版上面から挿入するだけのため、

タッチアップが必要な塗膜の損傷は発生しなかった。 
ｅ．配筋作業時間 

1 列（10.2m）あたりの施工時間を図－13 に示す。鉄

筋の地組みから結束までの作業時間は、ループ継手では

40 分であるのに対し、Z スパイラル工法では 10 分とな

り、接合部の配筋にかかる作業時間を75%短縮できた。 
 

６．まとめ 

 
道路橋更新工事の省力化ならびに省人化に繋がる技術

として新たな継手工法を開発した。各種試験の結果、Z
スパイラル工法について、十分な構造性能に加え、非常

に優れた施工性を確認することができた。 
 

７．あとがき 

 
 本件は 2022 年度より開発プロジェクトとして取り組

んできた成果である。PC 床版については、ほぼ施工実

績がなく、知見もない状況から、約 3 年間で現場に適用

可能なレベルにまで技術開発を進められたのは、社外連

携の賜物と考えている。まずは、プロジェクト全般に渡

りご指導頂いた大阪大学名誉教授の松井繁之先生に謝意

を表します。また、プレキャストメーカーの昭和コンク

リート工業株式会社と共同研究として開発を進められた

こともスピードアップに繋がったことから、今後も、知

見や技術を持つ大学・企業との連携を図り、効率的かつ

効果的な研究開発を推進していきたい。 
 

【参考文献】 

1) 東日本高速道路会社㈱、中日本高速道路会社㈱、西

日本高速道路会社㈱、設計要領第二集 橋梁保全編 

2024.7 
2) 御器谷直子、守屋裕兄、三澤孝史、川口昇平、坂井

悟、吉田辰也、岩山健治、国井優嗣、松井繁之、PC 

 
 

床版の新しい接合工法（Z スパイラル工法）の開発

その1〈静的載荷試験〉、土木学会全国大会第79回年

次学術講演会、Ⅵ-526、2024.9 
3) 坂井 悟、吉田辰也、岩山健治、国井優嗣、守屋裕

兄、三澤孝史、川口昇平、藤井伸介、松井繁之、PC 
床版の新しい接合工法（Z スパイラル工法）の開発 
その 2〈輪荷重走行試験〉、土木学会第 79 回年次学

術講演会 VI-527、2024.9 

 

写真－５ 矩形スパイラル筋の位置調整方法 

写真－６ 矩形スパイラル筋の結束状況 

写真－４ ループ継手工法の鉄筋挿入状況 

鉄筋端部

センタリングスペーサー

図－13 接合部の配筋にかかる作業時間の比較 

Zスパイラル筋 
地組み 2分30秒 
挿入        30秒 

センタリングスペーサー 
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 

チルトローテータを搭載した油圧ショベルによる 

自動掘削システムの開発 

－自律施工技術基盤 OPERA を利用したシステム概要および実証実験－ 

Development of Automated Excavation System Based  
on Tiltrotator-Equipped Hydraulic Excavator  

- System Overview and Verification - 
藤沼花奈＊ 三澤孝史＊＊ 川澄悠馬＊＊＊ 松田顕伍＊＊＊＊ 

 
 

要 旨 

 近年、建設業において、生産性向上のために建設機械の自動化技術の開発、実用化が意欲的に進

められている。筆者らは、効率的な施工が可能なチルトローテータを搭載した油圧ショベルを用い

た自動掘削システムを開発した。本システムは、計画掘削形状を基にしてチルトローテータのバ

ケットの回転角度およびチルト角度を変えられる特徴を生かした掘削軌道の掘削計画を作成し、そ

れに従った遠隔操作で効率的に自動掘削を行う。本システムのソフトウェアは、（国研）土木研究

所が整備している自律施工技術基盤 OPERA を利用している。斜面の配置等を変えた計画掘削形状 3
ケースについて実証実験を行い、概ね設計通りに自動掘削できることを確認した。  

キーワード：油圧ショベル、チルトローテータ、自動掘削、OPERA、3D-LiDAR 

 
１． まえがき 

 
生産性向上のために、建設機械の自動化技術の開発が

各機関で進められている。建設機械の自動化の取り組み

を促進すべく、国立研究開発法人土木研究所は自律施工

技術基盤 OPERA（Open Platform for Earthwork with 
Robotics and Autonomy）1)（以下、OPERA）を整備した。

OPERA は、共通制御信号をコアとした OSS（Open 
Source Software）ベースの開発環境であるオープンプ

ラットフォームである。本開発は、OPERA を活用した

機械土工の一環として、バケットの回転角度およびチル

ト角度を変えられるチルトローテータを搭載した油圧

ショベルの自動掘削システムの完成を目指している２）。

チルトローテータを使用することにより、機体の旋回や

移動が難しい狭隘な箇所等においても効率的に施工でき

る利点がある。また、チルトローテータは北欧では大半

の建機に搭載されている。国内においても、国交省の i-
Construction2.0 の省人化 3 割を目指す取り組みに資する

建設機械の普及促進のため、ICT 建設機械等認定制度

において令和 7 年 1 月にチルトローテータ機能を有する

バックホウが省人化建設機械に追加された。今後、さら

にチルトローテータの普及が進むと思われる。 
 
＊東日本支社機電部 ＊＊技術本部技術研究所 ＊＊＊技術本部技術研究所土木研究グループ ＊＊＊＊東日本支社土木第一部 

 本報では、開発した自動掘削システムの概要およびシ

ステムを実証するために実施した実証実験結果について

述べる。なお、本開発は、土木研究所の「自律施工技術

基盤 OPERA を活用した機械土工の生産性向上に関する

共同研究」として取り組んだ。 
  
２．自動掘削システムの概要 
 

2.1 自動化した油圧ショベルのハードウェア構成 
 自動掘削システムは、日本キャタピラー㈱の電子制御

された油圧ショベル（0.45m3 級、型式 CAT315）をベー

スマシンとして構築した。チルトローテータは、同社の

型式：TRS10（チルト角：±40°、ローテート角：0～
360°）を使用した。図－１に使用した計測機器の配置

を、表－１に計測機器の一覧を示す。 

 油圧ショベル本体の自己位置、旋回中心の認識には

トータルステーション（TS）を用いた。油圧ショベル

の各関節角度および車体姿勢の認識には、ICT 建機で一

般的に用いられている IMU（慣性計測装置）を使用し、

旋回角度は磁気式のリニアエンコーダーシステムにより

把握した。チルトローテータのチルト角度および回転角

度の把握には油圧ショベルより出力される信号を使用し
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図－３ 自動掘削システムのソフトウェア構成

および概略フロー 

た。土砂の掘削状況の認識にはキャビン上に設置した

3D-LiDAR を用いた。 

図－２に、システムのハード構成の概略図を示す。遠

隔操作用 PC から、Wi-Fi により油圧ショベルのキャビ

ン内に設置した自動制御 PC に制御指示を送ることによ

り遠隔で自動掘削できる。自動制御 PC からは、リアル

タイムに遠隔操作用 PC に、油圧ショベルの関節角度等

のセンサ信号が送られ、GUI（Graphical User Interface）
上で油圧ショベルの動作状況を把握することができる。 

2.2 システムのソフトウェアの概要 

本システムのソフトウェア構成および概略フローを図

－３に示す。ソフトウェア構成は、OPERA の共通指令

信号に準じた指令信号を、ROS（Robot Operating System）

を介してハードウェアに送っている。ROS とは、ロ

ボットのソフトウェア開発を効率化するためのロボット

用ソフトウェアプラットフォームである。 

本システムでは計画掘削形状データ（LandXML 形式）

より、油圧ショベルの掘削計画を設定する。 

掘削計画は、掘削時間の短縮と精度向上のため、掘削

動作を粗掘削と仕上げ掘削の 2 段階で設定した。粗掘削

では、掘削精度よりも掘削時間の短縮を優先し、バケッ

トの貫入量を大きく設定した。仕上げ掘削では、掘削精

度を重視した掘削動作とした。 

バケットの刃先位置の制御は、角度偏差を目標角速度

とした角速度偏差に基づくPID制御（フィードフォワー

ド（F/F）含む）による角速度制御を適用した。図－４

に使用した角速度制御ブロック線図を示す。図中の△は

入出力関係における伝達関数を、「＋」「－」は、各入力

がプラスあるいはマイナスとして重ね合わされることを

表している。各関節角度を IMU から取得しているが、

IMU は加速度から角度を検出しているため、振動の影

響を受けやすい。ブーム等を動かした際の振動により制

御精度への影響が大きかったため、カルマンフィルタに

よるフィルタ処理を行い、影響削減を図った。

図－２ システムのハード構成の概略図 

表－１ 計測機器一覧 

センサ メーカー 型番 用途 

IMU ACEINNA, Inc. OpenIMU300RI 各関節角度、 
車体姿勢の測定 

リニアエンコー

ダーシステム ㈱マコメ研究所 

SAE-200 
（読取ヘッド） 
SAS-200 
（磁気スケール） 

旋回角度の測定 

トータルステー

ション ㈱トプコン GT-1001 自己位置の測定 

3D-LiDAR Livox Technology 
Co., Ltd. Horizon 土砂の掘削状況の認

識 

図－１ 自動化した油圧ショベルおよび計測機器 

バケットを左右40°、360°回転可能な専用 

アタッチメント 

チルトローテータ 
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自動掘削時の軌道アルゴリズムの概略を図－５に示す。

これは計画掘削形状として、油圧ショベルから見て右側

に斜面がある場合である。平坦部はチルトローテータに

よりバケットの角度を調整し、左側の鉛直面に対し平行

となるように水平に掘削する。斜面の掘削ではまず階段

状に大まかに掘削した後、チルトローテータによりバ

ケットを斜面に沿って動かし掘削する。計画した仕上げ

掘削が終了したら、最終的に 3D-LiDAR計測により出来

形と計画掘削形状との差を把握(以下、土砂認識機能)し、

設定値よりも差が大きければその箇所の掘削を行う。図

－６に土砂認識機能の概念図を示す。3D-LiDAR により

得られる施工領域の点群データを辺長 100mm のグリッ

ドで分割し、グリッド毎の平均値と計画掘削深さの差を

算出する。その結果、その差が設定値よりも大きければ、

最も差の大きな箇所から再掘削する。なお、3D-LiDAR
の死角となり確実な土砂認識が難しい範囲等は再掘削の

対象外としている。具体的には、掘削範囲の油圧ショベ

ル手前側の 1000mm と掘削範囲境界から 200mm の範囲

である。また、現時点では斜面も範囲外とした。 

 
３．実証実験 
 

3.1 実験概要 

ａ．実験方法 
 奥村組技術研究所敷地内において、自動掘削システム

により、設定した計画形状を掘削し、出来形を 3D ス

キャナー（㈱トプコン、GLS-2000）等で計測した。掘

削状況の動画を記録するとともに、掘削時間を把握した。

自動掘削を行った実験ヤードの土質性状を表－２に示す。 
 実験では、自動掘削時に油圧ショベル本体を移動させ

ずに、チルトローテータを活用することで斜面を有する

計画掘削形状を掘削した。掘削した土砂は、旋回して油

圧ショベルの横に排土させた。 
ｂ．実験ケース 
 実験は、図－７に示すように、斜面の配置と数をパラ

メータとした 3 ケースとした。まず、チルトローテータ

の特長を活かした自動掘削システムの実証として、油圧

ショベル側から見て右側に斜面があるケース 1 の形状を

中心にシステムの開発、検証に取り組んだ。それに加え

て、左右に斜面を有するケース 2、正面に斜面を有する

ケース 3 についても自動掘削を実施した。斜面の勾配は

全て 1.2：1（約 40°）とした。 

 実験では、実験ヤードに実験用の座標系を設定し、こ

の座標系で作成した計画掘削形状データを読み込ませ自

動掘削した。全ケースにおいて計画掘削深さは、座標系

のＺ軸（鉛直方向）のGL ±0mmより1000mmとした。 
掘削地点によっては、設定した座標系のGL 0mm より部

図－４ バケット刃先制御の角速度制御ブロック線図

図－６ 土砂認識機能の概念図 
※最も差が大きい箇所が赤色で表示される 

図－５ 軌道アルゴリズムの概略 

〔平坦部の掘削〕

〔斜面の掘削〕

・壁面に沿って水平に掘削 

① 斜面を大まかに階段状に掘削 

② 斜面に沿って掘削

  表－２ 実験ヤードの土質性状 
土粒子密度 g/cm3 2.628 
自然含水比 ％ 28.6 
粒

度

分

布

礫分 ％ 35.2 
砂分 ％ 25.5 
シルト分 ％ 17.8 
粘土分 ％ 21.5 

最大粒径 mm 37.5 
50%粒径 D50  mm 0.2009 
液性限界 ％ 72.3 
塑性限界 ％ 38.6 
塑性指数 33.7 

地盤材料の分類名 細粒分質砂質礫 
（GFS) 

コーン貫入抵抗 

qckN/m2 

約 400 
（掘削底面において）

〔平坦部の掘削〕

①斜面を大まかに階段状に掘削 

②斜面に沿って掘削 

図－６ 土砂認識機能の概念図 
※最も差が大きい箇所が赤色で表示される 
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分的に地表面が 100mm 程度高くなっている箇所もあっ

た。 
3.2 実験結果 

ａ．動作確認 
 実験状況を写真－１に示す。写真－２は、斜面掘削時

にチルトローテータによりバケットを回転させて斜面に

沿ってバケットを動かしている状況を示す。 
図－８に掘削中の GUI 画面例を示す。油圧ショベル

の動きおよび 3D-LiDARにより、掘削状況をリアルタイ

ムに表示させ現在の状況を確認することができる。 
開発した自動掘削システムは設計通りに作動し、掘削

を完了することができた。 
ｂ．出来形 
(a)ケース1：右斜面 

 写真－３に自動掘削後の出来形を、図－９に 3D ス

キャナー計測により取得した点群データを示す。これら

より、右側に斜面が形成されていることが確認できる。 
 点群データより、水平 2 軸（X、Y 軸）に対し、直交

する断面のポリラインを 500mm 毎に抽出した。図－10

にY軸に直交する断面のポリラインを示す。図中には計

画掘削形状を併記した。図－10 より、斜面と平坦部が

交差する近傍を除くと、斜面はほぼ計画掘削形状通りに

掘削できている。それに対し、平坦部では、斜面と反対

側の鉛直面近傍は計画掘削形状に比べ、比較的差異が大

きくなっている。これは、本検証においては、3D-
LiDAR による掘り残し判定において、掘削範囲の油圧

ショベル手前側の 1000mm と掘削範囲境界から 200mm
の範囲は判定範囲に含めていないため、掘削時に崩れた

土砂が残置されたためと考える。 
表－３に、抽出したポリラインについて、計画掘削形

状に対する出来形の鉛直方向の差の平均値μ、標準偏差

σ、信頼度 95%の精度（μ±2σ）を示す。なお、表－

３中の平坦部については、3D-LiDAR による掘り残し判

定の設定範囲外の区間である、左側の鉛直面から

200mm の範囲と手前の鉛直面から 1000mm の範囲を除

いて算出した。鉛直方向の掘削精度の評価指標として、

「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」（平成 30 年

3 月、国土交通省）では、掘削工において、レーザース

キャナー等による面管理の場合での規格値は、平場では

平均値±50mm かつ個々の計測値±150mm、法面では平

均値±70mm、個々の計測値±160mm となっている。こ

の規格値に沿って今回の実験結果を評価した。 
 表－３より、平坦部、斜面ともそれぞれの規格値であ

る平均値±50mm、±70mm 以内であり、高い掘削精度

を示している。ただし、平坦部の信頼度95%の精度（μ

±2σ）は-199～115mm であり、規格値の個々の計測値

±150mm に対するとばらつきが大きいことがわかる。 
(b)ケース2：左右斜面 

写真－４に自動掘削後の出来形を示す。手前が油圧

ショベル側である。左右に斜面が形成されていることが

わかる。 
図－11 に、ケース 1 と同じく Y 軸に直交する断面の

ポリラインを示す。両側の斜面では、平坦部と交差する

近傍は計画掘削形状に比べ少し差が大きいが、それより

上部は概ね計画掘削形状に合っている。 
表－４に、抽出したポリラインについて、計画掘削形

状に対する出来形の鉛直方向の差の平均値等を示す。

ケース 1 と同様に、平坦部、斜面ともそれぞれの規格値

である平均値±50mm、±70mm 以内であり、計画深さ

との差は小さく、高い掘削精度を示している。ただし、

信頼度 95%の精度（μ±2σ）は、平坦部、斜面とも規

格値の個々の計測値±150mm、±170mm に対してばら

つきが大きいことがわかる。 
 

図－８ ＧＵＩ画面例 写真－１ 実証実験状況 

ケース1：右斜面 

掘削量13.60m3 

ケース2：左右斜面 

掘削量11.55m3 

ケース3：正面斜面 

掘削量13.60m3 

図－７ 実験ケース 

（単位：mm） 

写真－２ チルトローテータを使用
した斜面掘削状況 
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 (c)ケース3：正面斜面 

写真－５に自動掘削後の出来形を示す。油圧ショベル

の正面側に斜面が形成されていることがわかる。 
図－12に、X軸に直交する断面のポリラインを示す。 

計画掘削形状に比べ、斜面部では全体的に深く掘り過ぎ

ていることがわかる。 
表－５に、抽出したポリラインについて、計画掘削形

状に対する出来形の鉛直方向の差の平均値等を示す。な

お、同表では、3D-LiDAR による掘り残し判定の設定範

囲外である手前の鉛直面から 1000mm の範囲を除いて算

出した。平均値は、平坦部および斜面とも規格値を超え

ている。特に、平坦部に比べ斜面における計画掘削深さ

に対する差が大きく、深く掘り過ぎている傾向がみられ

る。また、信頼度 95%の精度（μ±2σ）においても、

平坦部および斜面とも規格値の個々の計測値±150mm、

±170mm に対してばらつきが大きいことがわかる。

ケース 1、2 と比べ掘削精度が低いが、この要因の一つ

として、油圧ショベル本体の位置ずれが考えられる。バ

ケットの貫入時等に、その反力で油圧ショベル本体の位

置がずれる場合があることが観察された。これは全ての

ケースにおいて生じたが、特に正面斜面のケースでは、

油圧ショベルから最も遠い位置に斜面を形成するため、

作業半径が長くなり油圧ショベル本体のずれによるバ

ケット先端の位置精度への影響が大きくなったと推察す

る。この対策としては、油圧ショベルの自己位置把握を

適宜行う等の対応を検討する予定である。 

ｃ．掘削時間 
 図－13 に各ケースの掘削時間を示す。同図中には、

自動掘削と同じ条件で、ケース 1 の掘削形状をオペレー

タにより掘削した場合の掘削時間も併せて示している。

図－12 X軸直交断面における掘削深さ分布（ケース3） 

写真－５ 自動掘削による出来形（ケース3） 

 平均値 
μ (mm) 

標準偏差 
σ (mm) 

μ±2σ 
(mm) 

平坦部 -91 43 -177～-5 
斜面 -168 68 -304～-32 

表－５ 計画形状に対する掘削深さの差（ケース3） 

写真－４ 自動掘削による出来形 
（ケース2） 

写真－３ 自動掘削による出来形 
（ケース1） 

図－９ 出来形の点群データ 
（ケース1） 

図－10 Y軸直交断面における掘削深さ分布（ケース1） 

 平均値 
μ (mm) 

標準偏差 
σ (mm) 

μ±2σ 
(mm) 

平坦部 -42 79 -199～115 
斜面 43 39 -35～121 

表－３ 計画形状に対する掘削深さの差（ケース1）

図－11 Y軸直交断面における掘削深さ分布（ケース2） 

 平均値 
μ (mm) 

標準偏差 
σ (mm) 

μ±2σ 
(mm) 

平坦部 -26 74 -174～122 
斜面 14 95 -176～204 

表－４ 計画形状に対する掘削深さの差（ケース2）
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図中の「掘削時間」は、油圧ショベルのバケットが動作

を開始し、バケットを引いて土砂をすくい、旋回して排

土、という掘削に要する合計時間を示している。「その

他」は、自動掘削では油圧ショベルの自己位置把握の動

作時間、オペレータによる掘削では地均しやバケットで

土砂をかき集める動作に要した時間である。オペレータ

掘削の「レベル計測」は、オペレータへ残りの掘削量や

掘削位置を指示するために、掘削途中で 1 回行ったレベ

ル測量時間である。 
(a)自動掘削とオペレータによる比較 
ケース 1 において、自動掘削とオペレータ掘削を比較

する。図中に示すように、「掘削時間」は、自動掘削で

は、オペレータの操作による掘削と比較し、49 分多く

の時間がかかった。 
バケットを引いて土砂をすくい、旋回排土して次の掘

削位置までバケットを移動させる一連の動きを 1 回当た

りの掘削動作として、それに要した時間と回数を表－６

に示す。オペレータ掘削の場合が平均 41 秒に対し、自

動掘削では平均 52 秒である。特に排土時のバケット操

作に、オペレータの操作時よりも時間を要していた。ま

た、掘削回数においては、オペレータ掘削では 33 回に

対し、自動掘削では53回と約1.6倍多くなっている。オ

ペレータ掘削では、特に掘削の終盤において土砂をかき

集めてバケットにできるだけ多くの土砂をすくった状態

で旋回、排土動作をしている。これに対し、自動掘削で

は、バケット内に十分な土砂がない状態でも設定した掘

削計画に従い、旋回、排土動作をしている場合がある。

このように 1 回当たりの掘削動作の時間および回数が増

えたことが、自動掘削の全体の掘削時間がオペレータ掘

削よりも多くなった要因の一つと考える。しかし、オペ

レータ掘削では「その他」の時間が長いため、レベル測

量分も合わせると、全体としては自動掘削が 73 分間に

対し、オペレータ掘削は 67 分と微差であった。オペ

レータ掘削には事前に丁張（施工を行う上で基準となる

位置や高さを示す目印）に要する時間が別途発生するた

め、この時間も考慮すると、オペレータ掘削に要する時

間はさらに増えることになる。 
(b)自動掘削における 3 ケースの比較 
 ケース別の掘削時間は、ケース 1 が 73 分、ケース 2
が 55 分、ケース 3 が 86 分となった。計画掘削土量が他

ケースの約85％であるケース2が、左右に斜面を形成す

る必要があっても全体の掘削時間は最も短かった。また、

掘削土量 1m3 当たりの掘削時間で比較しても、ケース 1
が 5.4分/m3、ケース 2が 4.8分/m3、ケース 3が 6.3分/m3

とケース 2 が最も短い時間となった。このように、掘削

土量が少ないとともに、油圧ショベルからの最遠の掘削

距離が短く、ブーム、アームを伸ばす動作にかかる時間

が短縮されることが、ケース 2 の全体の掘削時間が最も

短い要因として考えられる。 

 計画掘削土量が同じケースでは、斜面が油圧ショベル

の正面にあるケース 3 の方が全体の掘削時間が 13 分多

くなっている。斜面が側部にある場合は、平坦部や斜面

を階段状に掘削する際に、一度に水平引きできる距離を

長くできる。これに対し、正面にある場合ではその距離

が短くなり、バケット刃先を移動させるポイントが増え、

掘削動作の回数が増えるためと考えられる。 

 

４．まとめ 

  
チルトローテータを装備した油圧ショベルの自動掘削

システムを開発した。斜面の配置および数を変えた 3
ケースの計画掘削形状を設定し、本システムの動作確認

を行った。得られた知見を以下に示す。 
ⅰ．出来形の異なる 3 ケースの掘削において概ね計画

形状通りに掘削できた 
ⅱ．オペレータ掘削と同等の時間で掘削が可能で、丁

張の作業、レベル計測が不要のため省力化が可能 
 

５．おわりに 

 
今後は、本システムのさらなる施工精度向上や施工時

間短縮等のブラッシュアップを図るとともに、油圧ショ

ベル本体の自走についても機能拡張したいと考える。シ

ステムの性能向上を図り、現場適用できるように取り組

んでいく予定である。 
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図－13 全体の掘削時間 

表－６ 掘削動作1回当たりの掘削時間と掘削回数 

 自動掘削 オペレータ掘削 

1 回当たりの平均掘削時間 52 秒 41 秒 
掘削回数 53 回 33 回 
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既製杭埋込み方式による杭頭接合部の設計合理化 

のための実験的研究 

Experimental Study on Rationalization of Design for Pile Cap Using 

Precast Pile Embedment Method 

和田湧気＊ 山上 聡＊ 岸本 剛＊＊ 反町 敦＊＊＊ 
 

要 旨 

既製杭埋込み方式による杭頭接合部の合理的な設計を目指し、従来よりも縮小したパイルキャッ

プの試験体による曲げせん断実験を行った。実験結果より、荷重変形関係と、ひび割れや鉄筋降伏

などのパイルキャップの損傷過程を把握し、従来よりも縮小したパイルキャップでも、杭からの水

平荷重の伝達を十分に行えることを確認した。また、各試験体のパラメータが構造性能に与える影

響を整理して示した。さらに、実験結果の検討をもとに、杭頭埋込み部における安全限界状態の設

計用限界値の評価式を提案し、同式により各試験体の最大耐力を精度良く評価できることを示した。  

キーワード：既製杭、パイルキャップ、杭頭埋込み部、曲げせん断実験、せん断補強筋 

 

１． まえがき 

 

日本建築学会「基礎部材の強度と変形性能 1)」（以下、

「文献 1）」）によると、既製杭の杭頭接合法には、杭頭

部に接合した定着筋をパイルキャップに定着する接合方

法（定着筋方式）と、杭頭部をパイルキャップに埋め込

む接合方法（埋込み方式）がある。文献 1)には、杭頭

接合部の設計用限界値の評価式が示されており、その適

用範囲は図－１に示す通り、杭表面からパイルキャップ

側面までの距離 c が 0.75D 以上（D：杭外径）となる形

状である。すなわち、パイルキャップ辺長 Dpは 2.5D 以

上となる。それに加え、埋込み方式とする場合は、杭頭

部をパイルキャップ内に 1.0D 以上埋め込むことも適用

範囲として示されている。なお、文献 1)によると、既

往の実験データが少なく、杭頭埋込み部の応力伝達や破

壊機構は必ずしも明確とはいえない。また、埋込み部の

設計用限界値の評価式について、現状ではパイルキャッ

プの配筋のせん断抵抗への寄与は考慮されず、実験デー

タや研究の蓄積による精度の向上が望まれている。 

埋込み方式、あるいは埋込み方式と定着筋の併用を対

象とした近年の研究においては、埋込み長さを 1.0D 未

満とした試験体による実験 2)～5)や、パイルキャップの配

筋による影響を確認する実験 4)の事例はあるものの、Dp

を 2.5D 以上とした試験体を基本としており、2.5D 未満

とした試験体による実験 5)の事例は少ない。 

以上より、従来の Dp = 2.5D よりも縮小したパイル
 
 ＊技術本部技術研究所建築研究グループ ＊＊技術本部技術戦略部技術戦略課 ＊＊＊東日本支社建築設計部 

キャップの実現、およびせん断補強筋の効果を考慮した

評価式の確立により、合理的な杭頭接合部の設計が可能

になると考えられる。そこで本研究では、既製杭の杭頭

接合法に埋込み方式（定着筋の併用含む）を用いた場合

のパイルキャップを対象とし、従来よりも小さい Dp = 

2.0D の試験体による曲げせん断実験を行った。なお、

本実験では、パイルキャップのせん断補強筋量をパラ

メータのひとつとして試験体を計画した。 

本報では、実験より得られたパイルキャップの損傷過

程や、最大耐力に対する各パラメータの影響を整理して

示す。また、実験結果の検討をもとに、せん断補強筋の

効果を考慮し、高い精度で本実験の埋込み部の最大耐力

を評価できる提案式を示す。 

 

図－１ 埋込み方式の場合の杭頭接合部 

（文献 1）解説図 5.3をもとに作成） 
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２． 曲げせん断実験の概要 

 

2.1 試験体仕様･形状 

試験体仕様の一覧を表－１に、代表的な試験体形状･

配筋を図－２、図－３に示す。試験体は全 8 体であり、

寸法は縮尺 1/2.5 を想定した。本実験の試験体は、図－

２、図－３に示すように、パイルキャップを模擬した鉄

筋コンクリート部に杭を埋め込み、パイルキャップの曲

げ主筋によりスタブに固定した形状であり、実際の建物

内での状態に対して上下反転させている。なお、以降で

は、試験体の位置関係を想定して上下の位置について記

述する。また、いずれの試験体も杭の破壊を先行させな

いために、外径 400mm、厚さ 65mm（鋼管厚 14mm）、

鋼管の材質 SKK490 の SC 杭を用い、パイルキャップ上

端から+200mm まで、パイルキャップのコンクリートと

同強度の中詰めコンクリートを打設した。 

表－１より、標準とした試験体 No.1 は、定着筋を設

けておらず、杭頭埋込み長さ h = 1.0D、パイルキャップ

辺長 Dp = 2.0D、コンクリートの設計基準強度 Fc = 

36N/mm2とした。本実験での主なパラメータは、定着筋

の有無、杭頭埋込み長さ、パイルキャップ辺長、パイル

キャップのコンクリート強度、パイルキャップのせん断

補強筋量とした。なお、本研究におけるせん断補強筋と

は、図－２、図－３中に赤色で示すパイルキャップ内の

横筋のことを指し、上端の 1 段目のせん断補強筋は端部

を溶接閉鎖、2 段目以降は 135°フックの形状としてい

る。また、杭からパイルキャップへの荷重伝達を確実に

行うために、パイルキャップ上端には、かんざし筋を配

筋している。 

ここで、材料試験結果より、試験体に用いた主な材料

の物性値を表－２～表－４に示す。なお、SC 杭につい

ては、納品時に杭メーカー提供の報告書より確認した物

性値である。

表－１ 試験体仕様の一覧 

No. 

定着筋 杭頭 

埋込み長さ 

h 

パイル 

キャップ 

辺長 

Dp 

コンクリート 

設計基準強度 

Fc 

パイルキャップ配筋 

せん断補強筋 曲げ主筋 かんざし筋 

本数－呼び径 

材質 

本数－呼び径 

ピッチ 
材質 

せん断補強筋比※ 

pw 

本数－呼び径 

材質 
本数－呼び径 材質 

1 ― 
400mm 

（1.0D） 800mm 

（2.0D） 
36N/mm2 

4－D10 

＠50mm 

SD345 

0.71% 
8－D19 

SD390 

X･Y 方向：4－D16 

斜め方向：4－D10 

SD345 

2 
8－D22 

SD490 

3 

― 

200mm 

（0.5D） 

4 

400mm 

（1.0D） 

1000mm 

（2.5D） 
0.57% 

9－D19 

SD390 

5 

800mm 

（2.0D） 

24N/mm2 

0.71% 

8－D19 

SD390 

6 48N/mm2 

7 

36N/mm2 

4－D10 

＠100mm 
0.36% 

X･Y 方向：2－D16 

斜め方向：なし 

8 
4－D13 

＠60mm 
1.06% 

X･Y 方向：4－D16 

斜め方向：4－D10 

※せん断補強筋比 pw = (n･as)／(Dp･x)  n：1 段のせん断補強筋本数 as：せん断補強筋の 1 本あたりの断面積 x：せん断補強筋のピッチ 

  

 

（a）試験体 No.1、2、5、6の立面        （b）試験体 No.3の立面   

図－２ 試験体 No.1、2、3、5、6の形状･配筋（単位：mm） 

   

（c）試験体 No.1、2、3、5、6 

の平面 

C
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C
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No.2のみ鋼管にフレア溶接
定着筋 8-D22(SD490)

スタブ
スタブ

A-A 矢示図

A-A 矢示図

C-C 矢示図

B-B 矢示図 C-C 矢示図

加力
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スタブ

B

C

B

C

C
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C

A

A
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A

A A

A A

- 57 -



 

 

 
奥村組技術研究年報 No.51  2025 年 9 月 

 

 

 

図－３ 試験体 No.4の形状･配筋（単位：mm） 

表－２ コンクリートの材料試験結果（実験当日） 

試験体 
設計基準強度 

Fc (N/mm2) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

ヤング係数 

(N/mm2) 

No.1 

36 

37.53 3.446×104 

No.2 36.63 3.167×104 

No.3 34.37 2.864×104 

No.4 35.03 3.041×104 

No.5 24 26.40 2.790×104 

No.6 48 59.63 3.770×104 

No.7 
36 

34.63 2.968×104 

No.8 38.90 3.223×104 

表－３ 鉄筋の材料試験結果 

試験体 使用部位 呼び径 材質 
降伏強度 

(N/mm2) 

ヤング係数 

(N/mm2) 

降伏ひずみ 

εy (μ) 

No.1～8 
せん断補強筋 

かんざし筋 
D10 SD345 400.3 1.852×105 2161 

No.8 せん断補強筋 D13 SD345 399.4 1.899×105 2103 

No.1～8 かんざし筋 D16 SD345 372.6 1.913×105 1948 

No.1～8 曲げ主筋 D19 SD390 447.5 1.922×105 2328 

No.2 定着筋 D22 SD490 535.9 1.933×105 2772 

表－４ SC杭の材料試験結果（製品出荷前） 
コンクリート 鋼管 

設計基準強度 

Fc (N/mm2) 

圧縮強度 

(N/mm2) 
材質 

降伏強度 

(N/mm2) 

105 116 SKK490 418 

 

2.2 加力方法 

加力装置の概要を図－４に示す。地震時の杭の反曲点

位置を想定し、いずれの試験体もパイルキャップ上端か

ら+1200mm（3.0D）の位置に取り付けた水平ジャッキ

により、正負交番の繰り返し加力を行った。なお、前述

の通り、既往の実験事例が少ない Dp = 2.0D の試験体の

水平荷重に対する基本的特性の把握、および埋込み部の

最大耐力の評価式の検討が主な目的のため、いずれの試

験体も杭に軸力は作用させていない。 

加力時には、PC 鋼棒によりスタブを反力床に固定し、

試験体の浮き上がりを防止した。また、杭上端には振れ

止め装置を取り付け、面外方向の変形を防止した。加力

サイクルは部材角 R により制御し、R = ±0.25%、±

0.5%、±1.0%、±1.5%、±2.0%、±3.0%、±4.0%を 2

サイクルずつ繰り返し、その後、 R = +10%まで一方向

単調加力を行う計画とした。ここで部材角Rは、図－４

に示すように、加力点からパイルキャップ下端までの距

離 H と、加力点の水平変位 δ から、R = δ／H とした。 

 

図－４ 加力装置の概要 

 

３． 実験結果 

 

3.1 荷重変形関係と損傷過程 

試験体No.1、2を例として、加力点の荷重Qと部材角

R の関係（以下、「Q－R 関係」）を図－５、図－６に示

す。図には損傷過程として、加力によるパイルキャップ

のコンクリート表面へのひび割れ発生時、各鉄筋の降伏

時、および最大荷重時の点を示す。その他の試験体

No.3～8 の Q－R 関係については、既報の文献 6)を参照

されたい。また、試験体 No.1 を例として、R = +10%

ピーク時の上面と加力方向前面の破壊状況を写真－１、

写真－２に示す。 

いずれの試験体も、概ね R = +0.1%を超えた段階でコ

ンクリート表面にひび割れが発生した。最初に発生した

のは、いずれの試験体もパイルキャップ上面（写真－１）

であり、杭近傍の位置に、加力方向に対して斜め前方向

に発生する傾向があった。その後、上面に生じたひび割

れが進展していき、加力方向前面（写真－２）に縦ひび

割れが発生した。また、後面には水平方向に曲げひび割

れが、側面には斜めにせん断ひび割れが発生したが、ひ

び割れ幅は上面が最も大きくなる傾向があった。 

定着筋（試験体No.2のみ）は、他の鉄筋に先行してR 

= +0.46%時に引張降伏した。せん断補強筋は、試験体

No.3 でのみ弾性域に留まり、その他の試験体では最大

荷重時より前に降伏した。 

いずれの試験体も、杭前方のパイルキャップのコンク

リートが、杭により押し出される破壊状況が顕著に見ら

れ、正方向加力時は R = +3.0%のサイクルピーク時に概

C
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ね最大荷重となった。それ以降では荷重の低下が生じた

が、いずれの試験体も急激な水平抵抗の喪失は生じず、

一方向単調加力を R = +10%まで行い、加力を終了した。 

試験体 No.2 を除いて、いずれの試験体も図－５に示

すように、除荷～逆方向加力に移行する際にスリップす

るような Q－R 関係となった。これは、加力方向に対し

て杭の後面とパイルキャップのコンクリートとの間に隙

間が生じるためである（写真－１参照）。試験体 No.2 で

は、定着筋により曲げ抵抗が生じ、杭は水平荷重を負担

するため、図－６に示すようにやや膨らみのある形状の

Q－R 関係となった。 

 

図－５ 試験体 No.1の Q－R関係と損傷過程 

 

図－６ 試験体 No.2の Q－R関係と損傷過程 

 

写真－１ 試験体 No.1上面の破壊状況（R = +10％時） 

 

写真－２ 試験体 No.1前面の破壊状況（R = +10％時） 

 

3.2 荷重変形関係の包絡線の比較 

各試験体について、正方向加力時の Q－R 関係の包絡

線の比較を図－７～図－９に示す。 

図－７の試験体 No.1 と No.2 の比較より、定着筋の有

無で水平抵抗に顕著な差が生じた。Dp = 2.0D のパイル

キャップで埋込み方式と定着筋の併用を想定した場合に

も、定着筋は埋込み部と複合して抵抗を発揮しているこ

とがわかる。同様に、試験体 No.1 と No.3 の比較より、

埋込み長さ h に応じても水平抵抗に顕著な差が生じた。

さらに、試験体 No.1 と No.4 の比較より、パイルキャッ

プ辺長 Dp によっても差が生じた。ただし、本実験のよ

うに、配筋を変えずにパイルキャップの辺長のみ Dp = 

2.5D（試験体 No.4）から Dp = 2.0D（試験体 No.1）に縮

小しても、水平抵抗が大幅に損なわれることはなかった。 

図－８より、Fcの大きさに応じて水平抵抗に差が生じ

たが、試験体 No.1（Fc = 36N/mm2）と試験体 No.6（Fc = 

48N/mm2）の差に対して、試験体 No.1 と試験体 No.5

（Fc = 24N/mm2）の差は小さかった。これは、表－２に

示す通り、Fc = 48N/mm2のコンクリート実強度が大きく

発現したこと、また、Fcの値と埋込み部のせん断抵抗の

間に比例関係が成立しないことが影響していると考えら

れる。 

図－９より、pw の大きさに応じて水平抵抗に差が生

じた。これらの試験体では、前述の通りせん断補強筋が

降伏しており、パイルキャップのせん断抵抗に対して効

果を発揮していることがわかる。 

 

図－７ Q－R関係の包絡線（試験体 No.1～4） 
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図－８ Q－R関係の包絡線（試験体 No.1、5、6） 

 

図－９ Q－R関係の包絡線（試験体 No.1、7、8） 

 

４． 設計用限界値の検討 

 

4.1 評価式の提案 

本研究では、実験結果の検討をもとに、杭頭埋込み部

における安全限界状態の設計用限界値の評価式を提案す

る。ここでは、埋込み部の安全限界曲げモーメント時の

杭頭せん断力を uQm、埋込み部の安全限界せん断力を

uQsとし、計算値 Qcal = min(uQm , uQs)により、各試験体の

加力点の正方向最大荷重 Qmaxを評価する。 

埋込み部の安全限界曲げモーメント uM は、式(1)によ

り算定する。これは、日本建築学会「鋼構造接合部設計

指針 7）」（以下、「接合部指針」）に示される、埋込み柱

脚の最大曲げ耐力式を杭頭埋込み部に適用したものであ

る。接合部指針によると、埋込み柱脚を対象とした既往

の実験の最大耐力を安全側に評価できるとされている。

また、その時の杭頭せん断力 uQmは、式(2)により算定す

る。 

 ( ) ( ) 2 22 2u cM F D L L h h L h=   + + − +   (1) 

 u
u m

M
Q

L
=                (2) 

Fc：コンクリートの設計基準強度(N/mm2)で、 

ここでは表－２の実強度を用いる。 

D：杭外径(mm)   L：加力スパン(mm) 

h：杭頭埋込み長さ(mm) 

埋込み部の安全限界せん断力 uQsは、文献 1)に示され

る安全限界せん断力の式に、せん断補強筋による抵抗

aw･σwyを累加した式(3)により表すことができると仮定す

る。式(3)の両辺を Asで除すと、式(4)となる。 

 0.335u s c s w wyQ F A a =  +          (3) 

 0.335
w wyu s

c

s s

aQ
F

A A


= +          (4) 

As：せん断破壊面の水平投影面積(mm2)で、 

As = c×(c +D) 

c：杭表面からパイルキャップ側面までの距離(mm) 

aw：せん断抵抗に有効なせん断補強筋の全断面積

(mm2) 

σwy：せん断補強筋の降伏強度(N/mm2) 

ここで、せん断補強筋量による最大荷重の差（図－９

参照）が確認された試験体 No.1、7、8 から、せん断補

強筋による抵抗について検討する。 

そのために、式(4)を式(5)のように置く。なお、式(5)

における p’w は、式(4)においてせん断破壊面の水平投影

面積 As を用いていることから、このせん断破壊面の平

均幅(c+D)を用いたせん断補強筋比として式(6)のように

定義した。 

0.335u s
c w wy

s

Q
F k p

A
= +  ’         (5) 

( )
s

w

n a
p

c D x


=

+ 
’              (6) 

k：実験値より定めるせん断補強筋の有効係数 

n：1 段のせん断補強筋本数 

as：せん断補強筋の 1 本あたりの断面積(mm2) 

x：せん断補強筋のピッチ(mm) 

続いて、せん断補強筋の有効係数 k を実験値より設定

する。試験体 No.1、7、8 について、式(5)の uQs に Qmax

を代入して得られるせん断補強筋による抵抗 k･p’w･σwy

と、試験体の配筋により決まる p’w･σwy の関係を図－10

に示す。以降において、σwy には表－３の実強度を用い

る。図－10 より、試験体 No.1、7、8 の 3 点には直線的

な関係が見て取れる。そこで、原点を通る回帰直線を求

めると、その傾きより k = 0.28 が得られた。 

 

図－10 せん断補強筋の有効係数 kの設定 
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以上の検討より、安全限界せん断力 uQsは、k = 0.28を

用いた式(7)により算定する。 

 ( )0.335 0.28u s c w wy sQ F p A= +   ’      (7) 

4.2 提案式と実験値の比較 

各試験体の実験値 Qmax と式(1)、(2)、(7)を用いた計算

値Qcalの比較を表－５、図－11に示す。なお、定着筋を

設けた試験体 No.2 では、杭下端位置での安全限界曲げ

モーメントを算定し、加力点の荷重に換算した uQ0 を

min(uQm , uQs)に累加した。なお、この安全限界曲げモー

メントは、定着筋とコンクリートから成る仮想円形断面

を考え、平面保持を仮定した断面の曲げ解析により算定

した。詳細は文献 6)を参照されたい。 

表－５、図－11 より、Qcal = uQm となる試験体は計算

値が安全側の評価となることが確認でき、接合部指針に

よる埋込み柱脚の評価式である式(1)を、杭頭埋込み部

にも適用可能であると考えられる。Qcal = uQsとなる試験

体は Qmax／Qcal が 1.0 付近に分布し、高い精度で実験値

を評価できることがわかる。ただし、実際の設計での適

用にあたっては、十分な余裕度を確保できるよう配慮す

る必要があると考えられる。また、軸力を作用させてい

ない条件での検証に限られるものの、試験体 No.2 の比

較より、杭下端位置での安全限界曲げモーメントを考慮

することにより、定着筋を設けることによる最大荷重の

増加を評価できることがわかる。 

表－５ 実験値 Qmaxと計算値 Qcalの一覧 

No. 

実験値 計算値 実験値／計算値 

Qmax 

(kN) 

uQ0 

(kN) 

式(1),(2) 

uQm 

(kN) 

式(7) 

uQs 

(kN) 

Qcal  

(kN) 

Qmax／Qcal 

最小値を太字で記す 

1 379 ― 427 374 374 1.01 

2 630 170 417 371 541 1.17 

3 161 

― 

106 364 106 1.53 

4 438 398 608 398 1.10 

5 358 300 334 300 1.19 

6 461 678 438 438 1.05 

7 290 394 301 301 0.97 

8 444 442 440 440 1.01 

 

図－11 実験値 Qmaxと計算値 Qcalの関係 

５． まとめ 

 

本研究では、埋込み方式を用いた既製杭のパイル

キャップの試験体による曲げせん断実験を行った。本実

験より、従来よりも縮小したDp = 2.0Dの試験体のQ－R

関係、ひび割れや鉄筋の降伏時点などのパイルキャップ

の損傷過程を把握した。いずれの試験体においても水平

抵抗の急激な低下は見られず、本実験の範囲において、

Dp = 2.0D の場合も、杭からの水平荷重の伝達を十分に

行えることを確認した。また、接合部指針に基づく安全

限界曲げモーメント（式(1)）、および本実験の最大荷重

との関係をもとに、せん断補強筋量をパラメータに加え

た安全限界せん断力（式(7)）を用い、高い精度で各試

験体の埋込み部の安全限界状態を評価できることを示し

た。 
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 

高炉スラグ微粉末を使用した再生骨材コンクリートの

開発 

Recycled Concrete Aggregate Incorporating Blast Furnace Slag 

伊藤 淳＊ 河野政典＊＊ 
 

要 旨 

解体コンクリート塊から製造された再生骨材は、構造物解体後の再資源化の過程において CO2 を

吸収し、固定化している。高炉セメント C 種相当の低炭素コンクリートに再生骨材を使用すること

で、低炭素性と資源循環性を兼ね備えたコンクリートの製造が可能となる。本開発では、セメント

の 70%を高炉スラグ微粉末に置き換えた再生骨材コンクリートの実用化に向けた実機実験を実施し、

フレッシュ性状や圧縮強度などの品質を確認した。さらに、同再生骨材コンクリートの材料由来の

CO2 排出量と削減効果を試算した。その結果、フレッシュ性状および所要の品質基準を十分満足し

た。また、普通コンクリートと比べて 65～71%の CO2 削減効果が期待できることを確認した。  

キーワード：再生骨材、高炉スラグ微粉末、環境配慮型コンクリート、CO2 排出量 

 
１． まえがき 

 
持続可能な社会の実現に向け、全産業において資源の

再利用や二酸化炭素(以下、CO2)の排出量を抑えた活動

が求められている。これまで、著者らは、コンクリート

工事における資源の有効活用と環境負荷の軽減を図るた

め、再生骨材を用いたコンクリートを場所打ち杭や基礎

スラブ・フーチングに、高炉スラグ微粉末(以下、BF)
を高含有したコンクリートを基礎・地中梁に適用 1)して

きた。 
昨今では、カーボンニュートラルの実現に向けて、コ

ンクリートや他の材料にCO2を吸収・固定化させる技術

開発が進められている 2)、3)。再生骨材は、コンクリート

構造物の解体、破砕、粒度調整などの過程を経て製造さ

れる。この過程で新しく大気に接する表面積が増えるこ

とから、CO2 の吸収・固定化が進むと考えられている。

再生骨材は、コンクリート用骨材としてのリサイクル材

料のみならず、CO2 回収材としての利用も期待されてい

る。この再生骨材を、セメントの 70%を BF で置き換え

た高炉セメント C 種相当の低炭素コンクリートに使用

し、再生骨材におけるCO2の吸収・固定量を評価するこ

とで、さらに CO2 削減効果が高まると期待できる。BF
および再生骨材を使用したコンクリートは、2022 年 11 
月に改定された日本建築学会「建築工事標準仕様書・同

解説 JASS 5 鉄筋コンクリート工事」(以下、JASS 5 )に
示されている資源循環性と低炭素性 4)を兼ね備えたコン

クリートである。一方、再生骨材を用いたコンクリート

 
＊技術本部技術研究所建築研究グループ ＊＊技術本部技術研究所企画・管理グループ  

を構造物に適用するためには、フレッシュコンクリート

の性状や圧縮強度だけでなく、「再生骨材およびコンク

リートの塩化物量管理」や「アルカリシリカ反応への対

策」等の再生骨材コンクリートとしての品質管理が重要

となる。 
今回、BF を用いた再生骨材コンクリートの実用化を

目指し、基本的な性状について検討するため、BF を使

用した再生骨材コンクリートの実機実験を行った。また、

実機実験の結果に基づき、呼び強度 24～42 の範囲につ

いて CO2排出量を算定した。 
本報では、それらの結果について報告する。なお、本

開発は表－１に示す 13 社で構成された「再生骨材を用

いた CELBIC の実用化に関する研究会」において実施

したものである。 
 

２． 実機実験 
 

2.1  実験計画 

再生骨材の種類と特徴を表－２に示す。再生骨材は、

製造過程で骨材に付着しているモルタルを取り除く量に

よってその品質が決まり、再生骨材 H、M、L の 3 クラ

表－１ 研究会の参加企業 
青木あすなろ建設○淺沼組 ○安藤ハザマ 

奥村組 熊谷組 鴻池組 

◎五洋建設 鉄建建設 東急建設 

東京テクノ 東洋建設 長谷工コーポレーション

矢作建設工業 (五十音順 ◎：主査，○：幹事) 
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スに分類される。本実験では、JIS A 5022 附属書 A に適

合するコンクリート用再生骨材 M(以下、再生骨材 M)

および JIS A 5023 附属書 A に適合するコンクリート用再

生骨材 L(以下、再生骨材 L)を、普通骨材と混合して用

いた。 
一方、出所が不特定である再生骨材を用いたコンク

リートを構造物に使用する場合、アルカリシリカ反応性

への対策が重要な管理項目の一つとなる。再生骨材コン

クリートのアルカリシリカ反応の抑制対策は JIS A 5022
附属書Cに示されており、その一つとしてポルトランド

セメントを使用する場合は、JIS A 6206に適合するBFを

質量比で50%以上用いることに加えて、コンクリート中

のアルカリ総量を 4.2kg/m3以下にすることが示されてい

る。本実験では、結合材として普通ポルトランドセメン

ト(以下、C)に BF を質量比で 70%使用した高炉セメン

トC種相当を用いた。本結合材の使用により、アルカリ

シリカ反応の抑制対策となると考えられる。 
実験の組合せ条件を表－３に示す。水結合材比(W/B)

は、呼び強度 21 から 42 を満足するように 55%、40%、

30%の 3 水準とした。再生骨材の組合せを実験要因の一

つとし、再生骨材 M の細骨材(以下、RMS)と再生骨材

M の粗骨材(以下、RMG)の組合せ、RMS と再生骨材 L
の粗骨材(以下、RLG)に普通粗骨材の砕石 2005(以下、

G)を容積比で 50%混合した組合せの 2 水準とした。打

込み時期は、冬期(W)、標準期(S)、夏期(H)の 3 シー

ズンとした。 
2.2  コンクリートの調合および使用材料 

コンクリートの調合および使用材料を表－４に示す。

RMS と RMG の組合せを MM 調合、RMS と RLG に G
を混合した組合せを ML 調合と称す。粗骨材かさ容積は、

W/B55% で 0.570m3/m3 、W/B40% および W/B30% で

0.560m3/m3 として、骨材の組合せに関わらず一定とした。 
BF は、JIS A 6206 に適合するせっこう添加タイプと

し、再生骨材は 24 時間以上プレウェッティングをした

後に使用した。化学混和剤は、W/B55%で AE 減水剤を、

W/B40%と W/B30%で高性能 AE 減水剤を使用した。ま

た、化学混和剤の使用量は、実際の運搬時間を考慮し、

経時 60 分でスランプの管理値 18±2.5cm または 23±
2.0cm、空気量の管理値4.5±1.5%に収まるよう調整した。 
2.3  試験項目および試験方法 

試験項目および試験方法を表－５に示す。フレッシュ

コンクリート試験は、スランプ、空気量、コンクリート温

度を練上がり直後、経過 30、60、90、120 分に測定した。

塩化物量は経時 60 分のみ測定した。フレッシュコンク

リートの塩化物量は、JIS A 5022 を参考にして、以下に

示す項目の総和とした。 
ⅰ．JASS5T-502 により求めたフレッシュコンクリー

ト中の水の塩化物イオン濃度と調合設計に用いた

単位水量との積 

ⅱ．再生骨材 M の塩化物量(ここでは塩化物イオン

量)と調合設計に用いた再生骨材 M の単位量との

積 
ⅲ．再生骨材Lの塩化物量(ここでは塩化物イオン量)

と調合設計に用いた再生骨材 L の単位量との積 
なお、再生骨材の塩化物イオン量は JIS A 1154 により

求めた。 

表－２ 再生骨材の種類と特徴 
種類 特徴 適用部位 

再生骨材 H
JIS A 5021

加熱擦り揉み処理等により付着モル

タルはほとんどない。普通骨材と同

様の取扱いができて適用範囲は広い

が、製造時のエネルギー消費が大き

く、コストが高い。 

普通骨材と同じ 
(制限なし) 

再生骨材 M
JIS A5022
附属書 A

擦り揉み等により付着モルタルはあ

る程度除去される。ＨとＬの中間の

品質で、コストはＨより安い。 

杭、基礎、乾燥収縮・

凍結融解の影響を受け

にくい部位 

再生骨材 L
JIS A5023
附属書 A

破砕・分級するだけで付着モルタル

は除去されない。製造時の副産物の

発生が少なく製造コストも最も安い

が、品質の面から再生骨材 L のみで

は RC 造の構造体には使用できな

い。 

捨てコン等の高い強度

や耐久性を要求されな

い部位 

 
表－３ 実験の組合せ条件 

結合材 W/B(%)
再生骨材 

打込み時期
細骨材 粗骨材 

普通セメント+BF
(質量比 30:70)

55 
40 
30 

再生骨材 M 
再生骨材 M 冬期(W)

標準期(S)
夏期(H)

再生骨材 L+普通骨材

(容積比 50:50) 
 

表－４ コンクリートの調合および使用材料 
打込み

時期

 調合*1

記号 
W/B
(%)

単位量(kg/m3) Ad/SP*2

(B×%)
AE*3

W C BF RMS G RMG RLG 

標準期

(S)

55MM-S 55 180 98 229 755 － 908 － 1.2 3.0A
40MM-S 40 170 128 298 714 － 893 － 0.9 2.5A
30MM-S 30 170 170 397 597 － 893 － 0.95 4.5A
55ML-S 55 180 98 229 790 455 － 413 1.15 3.0A
40ML-S 40 170 128 298 749 447 － 405 0.85 2.5A
30ML-S 30 170 170 397 632 447 － 405 0.95 4.0A

夏期

(H)

55MM-H 55 180 98 229 795 － 923 － 1.2 1.5A
40MM-H 40 170 128 298 752 － 907 － 0.95 2.5A
30MM-H 30 170 170 397 629 － 907 － 1 4.0A
55ML-H 55 180 98 229 832 455 － 416 1 1.25A
40ML-H 40 170 128 298 788 447 － 408 0.85 3.5A
30ML-H 30 170 170 397 665 447 － 408 0.9 3.5A

冬期

(W)

55MM-W 55 180 98 229 786 － 919 － 0.95 1.5A
40MM-W 40 170 128 298 744 － 903 － 0.65 2.5A
30MM-W 30 170 170 397 622 － 903 － 0.675 4.0A
55ML-W 55 180 98 229 823 455 － 422 0.85 2.0A
40ML-W 40 170 128 298 779 447 － 415 0.6 2.0A
30ML-W 30 170 170 397 657 447 － 415 0.8 4.0A

C：普通ポルトランドセメント(密度 3.15 g/cm3) 
BF ：高炉スラグ微粉末 4000 (密度 2.89 g/cm3せっこう添加品) 

RMS：再生骨材 M の細骨材(絶乾密度 2.47～2.52g/cm3、吸水率 2.65～
3.22%、微粒分量 0.1～0.4%) 

G：砕石 2005 (絶乾密度 2.64～2.65g/cm3、吸水率 0.68～0.72%) 
RMG：再生骨材 M の粗骨材 (絶乾密度 2.47～2.52g/ cm3、吸水率 2.65～

3.22%、微粒分量 0.1～0.4%) 
RLG：再生骨材 L の粗骨材(絶乾密度 2.26～2.35g/ cm3、吸水率 5.09～

6.72%、微粒分量 0.2～0.6%) 
Ad：AE 減水剤(高機能タイプ)ポリカルボン酸系化合物 
SP：高性能 AE 減水剤(高炉スラグ高含有用)ポリカルボン酸系化合物

*1 調合記号：水結合材比・骨材組合せ－打込み時期 
*2 W/B=55%：Ad、W/B=40%および 30%：SP 

夏期は遅延形、標準期および冬期は標準形を使用 
*3 空気量調整剤 1.0A=B×0.002% 
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圧縮強度試験は、標準養生および簡易断熱養生の供試

体とコア供試体で実施した。簡易断熱養生は、発泡スチ

ロール製の簡易断熱養生槽に材齢 7 日まで存置し、試験

材齢まで封かん養生とした。また、コア供試体は、模擬

柱試験体 1000×1000×1000mmのブロックから採取し、

中央部および端部から 2 本ずつ、上下端を除いて約

200mm 間隔で切断した 8 本とした。なお、管理用供試

体の採取と模擬柱試験体の打込みは、練上がりから 60
分後に実施した。 

BF の使用率を 70%とし、アルカリシリカ反応の抑制

対策とする際、再生骨材の付着ペーストやアルカリシリ

カゲルの存在により、コンクリートのアルカリ量が増加

すると予想されるため、JIS A 5022 附属書 E のアルカリ

シリカ反応性迅速試験を実施した。また、再生骨材には、

セメントの水和により固定された塩化物イオンと可溶性

の塩化物イオンが混在しており、固定および可溶性の塩

化物イオンを合わせた全塩化物イオン量(全塩分量)を把

握するため、硬化コンクリート中の塩化物イオン量は、

JIS A 1154 の試験方法に従って測定した。測定対象は、

各打込み時期において水結合材比が最も小さい 30MM
と 30ML の 2 調合および 3 シーズンの計 6 調合とした。

なお、アルカリシリカ反応性迅速試験は、実適用の際の

品質管理の一つとして実施するものである。 
2.4  実験結果 
ａ．再生骨材 
再生骨材の塩化物量の試験結果を図－１に、ペースト

付着率の測定結果を図－２に示す。NaCl 換算の塩化物

量は、自主管理基準である 0.010%以下を十分に満足し

た。なお、自主管理基準は、JIS A 5022 附属書 A の規定

値 0.04%よりも厳しい値を設定している。ペースト付着

率は RMS、RLG、RMG の順に小さくなった。RMG と

RLG を比較すると、付着ペースト率では RLG が大きく

なっているものの、塩化物量の値には差は殆ど見られな

かった。 
ｂ．フレッシュコンクリート 

フレッシュ性状の経時変化の一例として、40MMおよ

び 40ML の試験結果を図－３に示す。スランプおよび空

気量ともに、現場での荷卸しを想定した経過 60 分にお

いて管理値を満足した。スランプは、時間の経過ととも

に低下する傾向にあったものの、コンクリート温度が高

い夏期においても、経過 120 分まで管理値を満足した。

空気量は、40MM-S および 40MM-H において撹拌によ

る巻込みと思われる空気量の増加傾向が見られたが、経

過 120 分まで管理値内となった。なお、結果を示しては

いないが、W/B55%は経過 90 分まで、W/B30%と

W/B40%は経時 120 分まで、スランプおよび空気量とも

に管理値を満足した。 
フレッシュコンクリートの塩化物量の試験結果を図－

４に示す。MM 調合およびML 調合ともに、夏期の値が

表－５ 試験項目および試験方法 
対象 試験項目 試験方法 

再生骨材 
塩化物量 JIS A 1154 管理値：NaCl 換算で 0.010%

以下 

ペースト付着率
塩酸溶解 
・塩酸濃度 5%、約 1kg×2 回平均 

フレッシュ

コンクリート

スランプ 

JIS A 1101：運搬時間を考慮し、練り混ぜ

から 60 分後を管理値とし、 
W/B55%で 18±2.5cm、W/B40%および

W/B30%で 23±2.0cm とした 
空気量 JIS A 1128 管理値：4.5±1.5% 

コンクリート温度 JIS A 1156 

塩化物量 JASS5T-502 
管理値：塩化物イオン量で 0.30kg/m3以下

硬化 
コンクリート

圧縮強度 

JIS A 1108、1107 
・標準養生(材齢 7、28、56、91 日) 
・簡易断熱養生(材齢 28、56、91 日) 
・コア供試体(材齢 28、56、91 日) 

アルカリシリカ

反応性 

JIS A 5022 附属書 E 
アルカリシリカ反応性迅速試験 
管理値：80%以上 

塩化物量 

JIS A 1154 
水結合材比が最も小さい 30MM および

30ML の 2 調合を対象 
管理値：塩化物イオン量で 0.30kg/m3以下

 

図－１ 再生骨材の塩化 
    物量の試験結果 

図－２ ペースト付着

    率の測定結果

 

図－３ フレッシュコンクリートの経時変化の

一例(40MM、40ML) 
 

 
図－４ フレッシュコンクリートの 

  塩化物量の試験結果 
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図－３ フレッシュコンクリートの経時変化の
一例(40MM、40ML) 

図－４ フレッシュコンクリートの
塩化物量の試験結果 

図－１ 再生骨材の塩化 
物量の試験結果 

図－２ ペースト付着
率の測定結果
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大きくなる傾向が見られた。これは、再生粗骨材の塩化

物量が標準期や冬期と比較して、やや大きいことが影響

したと考えられる。しかし、いずれの調合も管理値であ

る 0.30kg/m3 以下を十分に満足した。MM 調合と ML 調

合を比較すると、再生骨材の使用量が少ない ML 調合の

値がやや小さくなる傾向が見られた。 
ｃ．硬化コンクリート 

MM 調合とML 調合の圧縮強度の比較を図－５に示す。

各養生において、ML 調合の圧縮強度よりもMM 調合の

方が大きくなる傾向にあった。しかし、夏期を除いた冬

期と標準期でみると、ほぼ同等の結果であった。材齢

91 日のコア供試体の圧縮強度と構造体強度補正値 28S91

の関係を図－６に示す。構造体強度補正値は、材齢 28
日の標準養生の圧縮強度と材齢 91 日のコア供試体の圧

縮強度の差から算出した。なお、図中には JASS 54)およ

び高炉指針 5)に示されている S 値を表記した。本検討に

おける構造体強度補正値は、冬期＜標準期≒夏期となる

結果であった。骨材の組合せによる影響に着目すると、

標準期において MM 調合の方が大きくなっているもの

の、冬期や夏期では概ね同程度の値であった。この結果

から、本実験における BF を使用した再生骨材コンク

リートの 28S91 は、設計基準強度 36N/mm2 以下の場合、

JASS 5 に示される高炉セメント C 種相当と同様に構造

体強度補正値を 3N/mm2 または 6N/mm2 として設定でき

ることを確認した。また、設計基準強度 36N/mm2 を超

え 48N/mm2以下の場合は高炉指針に示される 9N/mm2以

下となり、48N/mm2を超える場合においても 9N/mm2に

設定できる可能性が示唆された。 
アルカリシリカ反応性迅速試験結果を図－７に示す。

相対動弾性係数は、対象としたすべての調合において

80%以上となり、「反応性なし(A)」の結果であった。 
各打込み時期において、W/B30%の調合を対象に実施

した硬化コンクリートの塩化物量の試験結果を図－８に

示す。塩化物イオン量は、すべての調合で管理値である

0.30kg/m3 を大きく下回り、骨材の組合せによる影響は

小さいと考えられる。 
各調合のアルカリ総量を確認するため、JIS A 5022附属

書Cに倣って各使用材料の全アルカリ量の総和で算出し

た。アルカリ総量算定結果を図－９に示す。アルカリ総

量の大部分が再生骨材由来となっている。再生骨材の全

アルカリ量は、セメントペーストに含まれる水量をゼロ

とし、原コンクリートに用いたセメントのアルカリ量を

過去の最大値と仮定しており、抑制対策の評価として安

全側の数値を採用した。本実験における各調合のアルカ

リ総量は、JIS A 5022 の管理値である 4.2kg/m3以下を満

足した。また、再生骨材の使用量が多い MM 調合の方

が ML 調合よりもアルカリ総量が大きく、水結合材比が

小さくなるにつれてアルカリ総量が大きくなる傾向にあ

るが、その差は小さいことを確認した。 

図－５ MM調合とML調合の圧縮強度の比較 
 

図－６ 材齢91日のコア供試体の圧縮強度と 

構造体強度補正値 28S91の関係 

 

図－７ アルカリシリカ反

応性迅速試験の結果

図－８ 硬化コンクリート

  の塩化物量の試験結果

 

図－９ アルカリ総量算定の結果 
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図－６ 材齢91日のコア供試体の圧縮強度と

構構体強度補正値 28S91の関係 
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３． CO2排出量および削減効果の検討 
 
3.1  呼び強度に対応する水結合材比の算定 

BF を用いた再生骨材コンクリートの材料由来の CO2

排出量および削減効果を検討するにあたり、材齢 28 日

の圧縮強度の実験結果に基づき、呼び強度 24 から 42 に

対応する結合材水比(B/W)を算出した。B/Wと圧縮強度

の一例を図－10 に示す。B/W の算定式には、実験デー

タの回帰式をもとに、データ全体を包括できるように負

側に平行移動した式を用いた。標準偏差は呼び強度の

10%とし、調合強度は式(1)および式(2)を満足するよう

に定めた。 
F=SL+2σ     (1) 
F=0.85SL+3σ   (2) 

F：調合強度(N/mm2)、SL：呼び強度(N/mm2) 
σ：標準偏差(N/mm2) 

3.2  CO2排出量の算定と削減効果の試算 

CO2 排出量の算定に用いた調合条件を表－６に示す。

また、各材料のCO2排出量原単位を表－７に、再生骨材

の CO2固定量を表－８に示す。 
材料由来のCO2排出量、再生骨材によるCO2削減量、

および BF を使用した再生骨材コンクリートにおける

CO2削減効果を呼び強度ごとに表－９および図－11に示

す。普通コンクリートと比較して BF を使用した再生骨

材コンクリートのCO2削減効果は、再生骨材の組合せや

呼び強度にも拠るが、65～71％程度期待できることが示

された。CO2 排出量の削減には、BF を使用したことに

よる効果が大きく、169～217kg-CO2/m3 程度の CO2 排出

量が削減された。さらに再生骨材を使用することにより、

18～24kg-CO2/m3程度の CO2排出量が削減された。 
 
４． まとめ 

 
本開発では、セメントの 70%を BF に置き換えた再生

骨材コンクリートの実用化に向けて実機実験を実施し、

フレッシュ性状や圧縮強度等を確認した。また、再生骨

図－10 結合材水比(B/W)と圧縮強度の一例 
  (標準養生、材齢 28 日) 

 
表－６ 調合条件 

項目 条件 
単位粗骨材かさ容積 0.570m3/m3(スランプ 18cm)

化学混和剤 W/B≦50%：高性能 AE 減水剤
W/B＞50%：AE 減水剤 

単位水量 W/B≦50%：170kg/m3 
W/B＞50%：180kg/m3 

 
表－７ 各材料のCO2

      排出量原単位 5)

材料
CO2排出量原単位

(kg-CO2/t)
C 772

BF 35.6
砕石 3.90
砕砂 3.90
砂 4.90

C：普通ポルトランドセメン

ト 

表－８ 再生骨材の 
    CO2固定量 6)

種類 CO2固定量(kg-CO2/t)

RLS 41.8
RLG 11.7
RMS 19.9 
RMG 10.2
再生骨材の製造時と保管 4 週

間(屋外に存置、1日 1回散水)

 
表－９ CO2排出量および削減効果の試算結果

呼び

強度

W/B 
(%) 

CO2排出量(kg-CO2/m3) 
[再生骨材による削減量] 

(kg-CO2/m3) 

CO2削減効果

(%) 

普通 MM ML 普通 MM ML MM ML

24 58.4 50.7 51.9 245.0 74.1[24.6] 75.4[20.8] 69.8 69.2

27 54.7 47.5 48.2 261.2 73.9[24.9] 76.8[21.0] 71.7 70.6

30 51.3 44.6 44.9 278.1 80.1[24.5] 83.9[20.6] 71.2 69.8

33 48.7 41.9 42.0 276.6 87.2[24.3] 91.1[20.4] 68.5 67.1

36 45.9 39.6 39.4 292.8 93.5[23.9] 97.5[20.0] 68.1 66.7

40 43.6 36.9 37.1 308.1 101.7[23.4] 107.3[19.5] 67.0 65.2

42 41.5 35.6 35.1 323.5 106.1[23.2] 111.8[19.2] 66.8 65.4
※普通コンクリートの W/B は、生コン工場の調合表を参考に

した 
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図－11 CO2排出量と再生骨材のCO2固定量および再生骨材コンクリートのCO2削減効果 
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材コンクリートにおける材料由来のCO2排出量および削

減効果を試算した。その結果から得られた知見を以下に

示す。 
ⅰ．フレッシュ性状は、再生骨材の組合せにかかわら

ず、運搬時のスランプの低下などを適切に見込む

ことで、良好なフレッシュ性状を確保できる 
ⅱ．アルカリシリカ反応性迅速試験の結果は「反応性

なし」であり、また、JIS A 5022 附属書 C に従っ

て算出したアルカリ総量は W/B30%までの範囲で

あれば管理値である 4.2kg/m3以下を満足する 
ⅲ．フレッシュコンクリートと硬化コンクリートでの

塩化物イオン量は、ともに管理値である

0.30kg/m3以下を十分に満足する 
ⅳ．設計基準強度 36N/mm2 以下の場合、JASS 5 に示

される高炉セメント C 種相当と同様に 3N/mm2ま

たは 6N/mm2 として設定でき、また、設計基準強

度 36N/mm2 を超え 48N/mm2 以下の場合は高炉指

針に示される 9N/mm2 以下となり、48N/mm2 を超

える場合においても 9N/mm2 に設定できる可能性

が示唆された 
ⅴ．セメントの70%を高炉スラグ微粉末に置き換えた

再生骨材コンクリートは、65～71%の CO2削減効

果が期待できる 
 
５． あとがき 

 
再生骨材を用いたコンクリートは、JIS A 5022 の規格

があるものの、建築基準法上、構造躯体に使用する材料

規格に認められていない。また、再生骨材 M を用いた

コンクリートは、塩化物量やアルカリシリカ反応などの

慎重な管理が必要である。開発したコンクリートは、再

生骨材コンクリートの規格を十分に満足する結果であり、

実験結果に基づき定めた再生骨材コンクリートの製造・

品質管理基準により、生コン工場と共同で第三者機関の

建築材料の性能評価を受け、国土交通大臣認定(MCON-
4754・4755)を取得した。 
大臣認定を取得した再生骨材コンクリートの適用範囲

を表－10 に示す。設計基準強度は、普通コンクリート

の強度範囲である 18～42N/mm2とし、BF 使用率は 60～
70%の高炉セメント C 種相当である。また、適用例とし

て、場所打ち杭や基礎および居室に接しない地下躯体、

CFT造の鋼管充填コンクリート等に適用することが可能

である。 

今後は、コンクリート塊のリサイクルの一層の推進を

図るとともに、持続可能な社会の実現を目指し、CO2 削

減に寄与するコンクリートの研究を進めていきたい。 
 

 
【参考文献】 
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実適用」、土木施工、pp101-104、2024.11 
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ト工学年次論文集、Vol.46、No.1、pp.1093-1098、
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3) 黒田泰弘、菊地俊文、「コンクリート塊による二酸化

炭素の固定化に関する研究」、清水建設研究報告、第

86号、pp.29-36、2007 
4) 日本建築学会、「建築工事標準仕様書・同解説 JASS 
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末を用いた鉄筋コンクリート造建築物の設計・施工
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表－10 高炉スラグ微粉末を使用した再生骨材

コンクリートの適用範囲 
項 目 適用範囲 

BF の種類 高炉スラグ微粉末 4000(JIS A 6206) 

BF の使用率 70%(高炉セメント C 種相当) 

再生骨材の品質と

組合せ 

・再生細骨材 M、・再生粗骨材 M 2005 

・再生細骨材 M、 
・再生粗骨材 L 2005 + 砕石 2005 

設計基準強度 
管理材齢 28 日：18～42N/mm2 
管理材齢 56 日：18～45N/mm2 

スランプ 15cm・18cm・21cm・23cm 
(呼び強度に応じて設定) 

スランプフロー
 45cm・50cm・55cm・60cm 
(呼び強度に応じて設定) 
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 

中高層木造建築の設計と施工 
－CLT 耐震壁の構造実験と実大モックアップを用いた施工性の検証－ 

Design and Construction of Large Timber Structure 
- Experiments of CLT seismic walls and Verification of Constructability - 

富田直樹＊ 佐藤太輝＊＊ 小妻靖知＊＊ 山際 創＊＊ 秋竹壮哉＊ 伊藤 淳＊ 
 

要  旨  
地上 8 階建ての中高層木造建築の設計と施工に取り組み、木造と鉄筋コンクリート造の混合構造

となる建物を計画した。木造の構造体には CLT 耐震壁を採用し、躯体への接合は一般的に用いられ

る鋼板挿入型ドリフトピン接合と、新たに考案したせん断コッター接合を併用して、高い初期剛性

を実現した。採用にあたっては、各種構造実験を行い、CLT 耐震壁の設計方法を確立した。施工面

では、工期短縮のために鉄筋コンクリート造躯体と木造躯体を各階同時に構築する計画とした。実

大のモックアップを用いて、木造躯体構築時の施工性を検証し、実施工に取り組んだ。建物に木材

を使用したことによる CO2 の固定量および環境配慮型 BF コンクリートを使用したことによる CO2

排出量の削減を確認した。  

キーワード：中高層木造建築、混合構造、CLT 耐震壁、実大モックアップ、  
環境配慮型 BF コンクリート  

１． まえがき 
 
近年、脱炭素社会の実現に向け、CO2 を固定化する木

材の利用が着目され、建築においては低層建物だけでな

く、中高層建物の木造建築事例も報告 1)されている。当

社においても、ESG・SDGs の取り組みの一環として、

建築物の木造化･木質化を推進するため、自社寮を対象

として、木造と鉄筋コンクリート造との混合構造からな

る中高層木造建築の実現に取り組んだ。 
木造の耐震壁に CLT を採用するために CLT の接合方

法に関する要素実験と壁構面実験を行い、その構造性能

を確認した。実施工にあたり、実大のモックアップを用

いて木造部分の雨養生方法や躯体工事の施工手順を確認

 
＊技術本部技術研究所建築研究グループ ＊＊東日本支社建築設計部 

した。また、実施工では、CO2 排出量削減の観点から、

普通ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末に

置き換えた環境配慮型 BF コンクリート 2)を基礎躯体に

適用し、CO2 排出量の削減を確認した。本報では、これ

らの取り組みについて報告する。 

 
２．建物概要 
 
建物は、埼玉県川口市に計画された地上 8 階建ての自

社寮である。写真－１に外観および内観写真、図－１に

構造構成ダイヤグラムを示す。計画地が荒川の浸水域に

位置していることから、地震や水害時に高い安全性を確

保するために中間階免震構造を採用した。架構形式は、

写真－１ 外観および内観写真 図－１ 構造構成ダイヤグラム 

寮室

食堂
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両方向とも耐震壁付きラーメン架構である。耐震要素と

して CLT 耐震壁を用いると共に、木造と鉄筋コンク

リート造の混合構造を計画した。 
構造種別は、図－１に示すように免震層上下階となる

1～2 階をRC 造とし、免震効果を十分に発揮させるため

に高い剛性と耐力を確保した。基準階は、図－２に示す

ように、寮としての居住性および耐震性能を確保するた

め、木造と RC 造（コア部）の混合構造とした。そのた

め、床は面内剛性を確保して水平力をコア部の RC 架構

まで伝達する必要がある。また木質系床構造では、遮音

性能を確保するためスラブが厚くなり、階高が高くなる。

そこで、RC スラブを採用することで、必要な面内剛性

と遮音性を確保しつつ階高を抑えている。 
3～8 階の混合構造階には、耐震要素としてRC 造の耐

震壁と木造の CLT 耐震壁および筋交いを設けた。木造

架構は軸組み工法とし、柱および梁、筋交いは、集成材

E105‒F300 を用い、接合部は鋼板挿入型ドリフトピン接

合とした。CLT 耐震壁の仕様については、3 章に記す。 
 

３．CLT耐震壁の構造実験 
 

3.1 実験概要 
CLT耐震壁全体の構造性能を確認するための壁構面実

験と、各接合部の構造性能を確認するための要素実験を

行った。図－３に CLT 壁構面の試験体を、図－４にせ

ん断コッター接合部の試験体を示す。表－１に試験体一

覧を示す。壁構面試験体は、加力装置の性能の関係上、

2/3 縮小試験体とした。接合部の要素試験は、壁構面試

験が縮小試験体となるため、実大と 2/3 縮小試験体の 2
パターンで実施した。CLT耐震壁は、上部を木梁、下部

を RC スラブと接合する。その接合には、鋼板挿入型ド

リフトピンと新たに考案したせん断コッターを用いる。

CLT は、国産スギ S60 同一等級構成、5 層 5 プライの厚

み 150mm を用いた。四隅の軸方向接合部は、鋼板挿入

型ドリフトピン接合とし、中央のせん断接合部にはH形

鋼を挿入し、コッターの支圧によりせん断力を負担する

仕様とした。ドリフトピンには、鋼板の施工クリアラン

スがあるのに対し、せん断コッターではグラウトを充填

することにより隙間をなくしている。これは、軸方向力

とせん断力を明確に分けて CLT 耐震壁に負担させ、荷

重変形関係においてスリップ挙動の生じない高い初期剛

性を得ることを意図している。なお、図－４に示す試験

体は、鉛直一方向の単調載荷実験としたため、せん断

コッターには CT 形鋼を用いた。 

図－２ 基準階伏図 
［単位：mm］ 
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表－１ 試験体一覧 

試験体数載荷⽅法スケール接合形式対象部位
1

実⼤
鋼板挿⼊ドリフトピン

要素

6
1せん断コッター 6
1

2/3縮⼩
鋼板挿⼊ドリフトピン 6

1せん断コッター 6
1

2/3縮⼩壁全体構⾯
3

漸増

単調

漸増

単調

漸増

単調

漸増

単調

漸増

単調

図－３ CLT  壁構面試験体（2/3縮小モデル） 図－４ せん断コッター接合部試験体(実大モデル) 

［単位：mm］ 【立面図】 【A断面図】 ［単位：mm］ 
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3.2 加力計画 
せん断コッター接合部の要素実験では、圧縮方向の

繰り返し加力を 6 体実施した。加力は、最大荷重に達し

た後、最大荷重の 80%に荷重が低下するか、接合部の

機能が失われるまで行った。壁構面試験は、既往文献 3)

に基づき正負交番繰り返し載荷を 3 体実施した。加力は、

最大荷重の 80%に荷重が低下するか、見かけのせん断

変形角 3)が 1/15rad を超えるまで行った。 
3.3 実験結果 
図－５にせん断コッター試験体の荷重変形関係の一例

と破壊状況（解体後）を示す。せん断コッターにグラウ

トを充填した効果により、最大耐力以前の荷重変形関係

において初期のスリップ性状は見られず、高い剛性の発

現を確認した。終局状態では、グラウト部の圧壊は生じ

ず、木部で接合部境界部分の圧縮変形が進み、CLTパネ

ルが中央付近から縦に割れるように破壊した。なお、割

裂破壊は、接着面でなく中央の直交層の界面（図－５の

紫矢印部ラミナの両側面）において発生した。 
図－６に、壁構面試験体の荷重変形関係と破壊状況

（終局状態の試験体の全景および接合部近傍）の一例を

示す。終局状態において、せん断コッター接合部に損傷

はなく、ドリフトピン接合部の引張側に割裂が集中し、

破壊に至った。 
3.4 CLT耐震壁の短期許容せん断耐力評価 
実験結果より得られた短期基準耐力の評価値を表－２

に示す。せん断コッター試験体を含む要素試験では、全

ての降伏耐力 Py により短期基準接合耐力が決定した。

壁構面試験では、せん断変形角が 1/120 rad 時点での耐

力により短期基準せん断耐力が決定した。 
実大スケールの CLT 耐震壁の短期許容せん断耐力は、

実験で得られた短期基準耐力を基に設定した。2/3 ス

ケール壁構面の短期せん断耐力の実験値は 42.1kN で、

終局状態はドリフトピン接合部の破壊となった。この結

果から、ドリフトピン接合部の実大スケールの耐力と

2/3 スケールの耐力比 2.54 倍を乗じた 106.9kN を実大ス

ケールの短期せん断耐力と推定した。しかし、せん断

コッター接合部における実大スケール要素試験の短期基

準耐力 92.2kN の方が推定値 106.9kN よりも小さく、ま

た実大スケールの壁構面実験を実施していないことなど

を踏まえ、実施設計では、せん断コッター接合部の短期

基準耐力を CLT 耐震壁の短期許容せん断耐力とした。 

3.5 CLT耐震壁の剛性評価 
接合部を含む CLT 耐震壁全体のせん断剛性を把握す

るため、弾塑性解析ソフト SNAP（構造システム）を用

いて静的増分解析を行った。実大スケールの CLT 耐震

壁の水平剛性は、解析により求めた。モデル化にあたり、

せん断コッター接合部の剛性は、前述した要素実験の結

果を用いた。CLT側接合部は要素実験結果を、梁側接合

直
交
層 

図－５ せん断コッター試験体の 

    荷重変形関係と破壊状況 

図－６ 壁構面試験体の荷重変形関係と破壊状況

表－２ 各試験体の短期許容せん断耐力一覧 

Py：降伏耐力 Pmax：最大耐力  
Pu：終局耐力 Pa  ：短期許容せん断耐力 

Pa
［kN］

1/120rad
P［kN］

Pu(0.2Ds)
［kN］

Pu
［kN］

2/3Pmax

［kN］
Py

［kN］
スケール接合形式

156.3207.5167.3156.3
実大

鋼板挿入
ドリフトピン

92.2138.197.392.2せん断コッター

61.481.577.661.4

2/3縮小

鋼板挿入
ドリフトピン

36.056.643.736.0せん断コッター

42.142.145.0103.079.4壁全体
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部は鋼材の物性データや既往のデータを用いた。接合部

剛性は、CLT側接合部と梁側接合部の直列ばねとした。 

図－７に、CLT耐震壁の解析モデルを示す。解析モデ

ルにおいて、梁は線材剛体要素とし、CLT耐震壁要素は

線材弾性要素とした。また、CLT頂部はローラー支持、

脚部はピン支持とした。CLT耐震壁の接合部は、CLT側

接合部と梁側接合部の剛性を鉛直バネおよびせん断バネ

に置き換えて考慮した。なお、壁構面実験では、CLT側

接合部までの評価であったが、解析では CLT と梁部材

を接続する梁側接合部（アンカーボルトや構造金物留め

用ビス）についても考慮した。CLT耐震壁の壁長は、壁

構面実験において対象とした壁長 1400mm の他に、

2445mm および 2625mm が存在する。壁長 2445mm と

2625mm の解析によるせん断剛性の算定にあたり、接合

部は壁長 1400mmと同一とし、CLT耐震壁の壁長とドリ

フトピン接合部の位置を変えた解析モデルを用いた。 

図－８に、壁長を変えた実大スケールの解析モデルの

荷重変形関係を示す。せん断コッター接合部は弾性とし

ているため、最大耐力が壁長により異なる結果となって

いるが、せん断コッター部のディテールを同一とし、短

期許容せん断耐力は壁長によらず、壁構面実験において

対象とした壁長 1400mm の耐力により評価した。 

短期許容せん断耐力となる時点において、ドリフトピ

ン接合部に生じる力が実大スケール要素試験の耐力値

156.3kN 以下であることを各モデルにて確認している。

建物全体の架構検討において、CLT耐震壁は上記より得

られたせん断剛性と等価となるように鉄骨ブレースとし

て評価した。 

 
４．木造工事の事前検証と実施工 
 
4.1 木質材料の養生 
中高層木造建築の施工では、屋根や外壁が完成するま

でに数カ月程度の期間を要することが多い。そのため、

木材への雨水の影響が懸念される。特に、木材表面を仕

上げ材とする場合、雨水等による汚れの付着が美観性に

大きく影響する。そこで、木質材料の養生方法の検討を

目的に、茨城県つくば市にて屋外の曝露試験を実施した。

写真－２に実大スケールの CLT 壁の曝露試験体を、表

－３に曝露試験の仕様一覧を示す。内装材となる木質部

材の輸送・組立時における汚れを防止する塗布剤の仕様

を検討するにあたり、木材の質感を維持することを重視

し、試験体 A・C には含浸系の塗料をそれぞれ選定した。

なお比較のため試験体Bについては無塗装としている。

屋外での曝露期間は、建物の雨仕舞が完了するまでを想

定し、約 6 カ月とした。 

曝露試験の結果、木材に大きな変色がないことから、

撥水性の高い汚れ防止専用の仕様（No. C）を採用する

こととした。実施工では、加工工場にて木質材料に保護

図－７ CLT耐震壁の解析モデル 

写真－２ CLT壁の曝露試験体（撮影時期：塗布直後） 

表－３ 曝露試験の仕様一覧 

図－８ 解析モデルの荷重変形関係 

CBA試験体No.

内装用/油性/含浸無塗装外装用/水性/含浸塗布材の仕様

A B C 
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塗料を塗布し、それを現場に運搬して、木造建て方を

行った。その結果、建物の雨仕舞が完了するまでに木質

材料が大きく変色することはなく、美観性を確保できた。 

4.2 木造躯体の建て方 
図－９に平面混合構造（木造＋鉄筋コンクリート造）

の施工手順を示す。一般的な施工手順は、図－９の上段

に示すように、RC 柱のコンクリートを打設し、次に木

造躯体の建て方、床スラブの打設となる。この場合、同

一階のコンクリート躯体を 2 回に分けて打設する必要が

あるため、施工手順の増加と十分な工期の確保が課題と

なる。 

実施工では、躯体工事の工期短縮を目的に RC 躯体と

木造躯体を各階同時に施工する計画とした。図－10 に

実大モックアップの検討部位を示す。モックアップ施工

により、躯体工事全体の施工手順や木造躯体の建て方時

の精度管理方法を確認すると共に、コンクリート打設時

のノロ漏れ対策が必要な部位を把握した。 

図－11にパネルゾーンでの木質梁接合部（鋼板とアン

カーボルトを事前に一体化させた状態）の施工精度を確

保するために考案した施工手順の模式図と試験施工状況

を示す。木質梁接合部の施工では、その誤差が木質梁の

建て方精度に大きく影響を及ぼすため、高い精度が要求

される。そこで、RC 柱の型枠建込みまでに木質梁接合

部の設置が完了する以下の施工手順を考案した。 

手順 1：ベースプレート部に桟木を固定する。 

手順 2：ベースプレートの設置位置に開孔を設けた柱型

枠を建込む。 

手順 3：柱型枠にベースプレートを設置する。 

実施工では、手順 3 でのベースプレートの設置精度を

確保することで、木質梁の落とし込みがスムーズに行え

ることを確認した。この施工手順とすることで、柱・床

スラブのコンクリートを同時に打設できることを確認し

た。また、当初想定していた一般的な施工手順と比較し

て、今回採用した施工方法（図－９の下段）を用いるこ

とで、4日／階、木造躯体 6階分の合計 24日の工期短縮

を確認した。 

写真－３に実施工での鋼板挿入部のノロ漏れ対策状況

を示す。木質梁接合部の鋼板挿入部に生じる隙間には、

止水処理等を施すことでノロ漏れに対応した。その結果、

現場での柱・床スラブのコンクリート躯体打設時には、

大きなノロ漏れが生じていないことを確認した。 

 

５．CO2の固定化と排出量削減効果 
 
5.1 木材使用によるCO2の固定化 
本計画では、建物に約 208m3の木材を使用した。林野

庁の「建築物に利用した木材に係る炭素貯蔵量の表示に

関するガイドライン」にて換算した結果、炭素貯蔵量

（CO2固定量）は、約 148t になることを確認した。 

 

木質梁 
RC柱 

写真－３ 鋼板挿入部でのノロ漏れ対策状況 

図－10 実大モックアップの検討部位 

 

図－９ 平面混合構造 

（木造＋鉄筋コンクリート造）の施工手順 

１）柱型枠 3）木造建て方 4）床スラブ 2）柱コンクリート 

 
打設、脱型 コンクリート 

■一般的な施工手順 

打設 

打設、脱型 建込み 

１）柱型枠 3）柱・床スラブコンクリート 2）木造建て方 

■今回採用した施工手順 

図－11 パネルゾーン施工手順の 

   模式図と試験施工状況 

 

木質梁 

木質梁 
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5.2 環境配慮型BFコンクリートによるCO2排出量の削

減効果 
本計画において基礎地中梁に使用した環境配慮型 BF

コンクリートは、コンクリート材料の普通ポルトランド

セメントの一部を「高炉スラグ微粉末」で代替すること

で、セメントの製造過程におけるCO2の排出を削減する

低炭素型コンクリートである。本コンクリートの概要を

表－４に示す。建物の部位によって高炉スラグ微粉末の

使用率を10～70%の範囲で使い分けることができる。高

炉スラグ微粉末の使用率を最大の70%とした場合、普通

ポルトランドセメントを使用したコンクリートに比べて、

約 63%の CO2排出量の削減効果が得られる。 
表－５に今回適用したコンクリートの仕様を示す。基

礎地中梁へのコンクリート打設は、約 100m3ずつ 2 回に

分けた。打設方法は、ポンプ圧送により行った。呼び強

度 42 の一般的なコンクリートの水セメント比は 40%程

度であるが、今回採用したコンクリートは 35.5%と

36.0%であり一般的な水結合材比よりも小さい。そのた

め、ポンプの圧送負荷がやや大きかったものの、スラン

プ 21cm とすることで、打設は十分可能なことを確認し

た。受け入れ試験は打設ごとに 3 回、圧縮強度試験につ

いても 3 回実施した。受け入れ試験におけるスランプと

材齢 28 日の圧縮強度試験結果を図－12 に示す。受け入

れ試験は、練り上がりから 40～60 分程度で行い、スラ

ンプはいずれも管理値を満足した。また、圧縮強度につ

いても、調合管理強度 42N/mm2を全て満足した。 
今回の基礎地中梁における環境配慮型 BF コンクリー

ト打込み総数量は 214m3であり、普通ポルトランドセメ

ントを使用したコンクリートと比較して、CO2 排出量を

約 45t 削減することができた。 
 
６．まとめ 
 
 今回、木造と鉄筋コンクリート造の混合構造となる地

上 8 階建て建物の設計および施工を実現するため、CLT
耐震壁の構造実験、実大モックアップによる施工性の検

証実験を実施した。これらの実験から得られた知見を以

下に示す。 
ⅰ．せん断コッター接合部の構造性能を確認するため

の要素実験と、CLT耐震壁全体の構造性能を確認

するための壁構面実験を行った結果、せん断接合

部にグラウトを充填した新たなコッター形式を有

する CLT 耐震壁は、構造要素として高い初期剛

性を有することを確認した 
ⅱ．実験結果を踏まえて、せん断コッターを用いた

CLT耐震壁の許容耐力および剛性の評価方法を提

案し、免震建物における耐震要素として必要な性

能を満足する CLT 耐震壁の設計方法を確立した 

ⅲ．実大モックアップの曝露試験に基づき木質部材の

保護塗料を選定し実施工で用いた結果、現場施工

中における木質部材の美観性を確保した 
ⅳ．RC 柱の型枠に木質梁を設置する施工法を実大

モックアップで検証し、混合構造の躯体工事の工

期短縮が可能であることを確認した 
ⅴ．建物に木材を約 208m3 使用することで、約 148t 

のCO2固定量になることを確認した。基礎地中梁

に環境配慮型 BF コンクリートを 214m3 採用した

ことで、CO2排出量を約 45t 削減した 
 
７．あとがき 
 
 今回の取り組みを反映し、木造と鉄筋コンクリート造

の混合構造となる自社寮を構築することが出来た。今後、

得られた知見を活かし、木造ハイブリッド構造をはじめ

とする木造建築を積極的に推進していきたい。 
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表－５ 適用したコンクリートの仕様 

表－４ 環境配慮型BFコンクリートの概要 
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図－12 スランプと圧縮強度試験結果 
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A種クラス：10％以上、30％以下
B種クラス：30％超、60％以下
C種クラス：60％超、70％以下

高炉スラグ微粉末の
使用率とクラス分け

A・B種クラス：地下および地上構造物
C 種クラス：地下構造物または直接外気と接しない

部位･部材､かつ､厚さが200mm 以上
適用部位・部材

高炉スラグ微粉末4000
（JIS A 6206適合品、せっこう添加あり）

使用する高炉スラグ
微粉末の種類

18～36 N/mm2設計基準強度

短期、標準、長期計画共用期間の級＊

普通ポルトランドセメントを使用したコンクリートに
比べ9～63％

CO2の排出削減量

＊JASS5の計画供用期間の級に対する期間
：短期はおよそ30年､標準はおよそ65年､長期はおよそ100年

空気量スランプ水結合材比
A・Bプラント

高炉スラグ
微粉末の使用率

設計基準強度
［調合管理強度］

適用
部位

4.5％21cm
A:36.0％
B:35.5％70％36N/mm2

［42N/mm2］

基礎
地中梁
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 

災害廃棄物処理機械の選定・配置システムの開発 

－遺伝的アルゴリズムによる多目的最適化－ 

System for Selecting and Positioning Disaster Waste Treatment 

Machinery 
- Multi-objective Optimization Based on Genetic Algorithms - 

羽渕博臣＊ 今井亮介＊ 鈴木奨士＊ 大角藤子＊＊ 
 

要 旨 

近い将来、南海トラフ巨大地震、根室半島沖地震、富士山噴火等の大規模な自然災害の発生が予

想されている。一方で、突如として発生する自然災害に対して、発災後、その最前線で災害廃棄物

処理を行う当該地域の地方公共団体職員や建設会社職員等の多くは、未経験の事象に対処しなけれ

ばならなくなる。そのため、これまでは災害の渦中、不慣れな処理計画策定に労力を費やすことに

なり、着手の遅れ、処理費用・期間の増加等の問題が生じていた。そのことから平時のうちに、次

の災害時に効果を発揮できる仕組み、対応策の検討を行い備えることが、初動対応の迅速化および

適正化にもつながると考える。  
そこで今回、災害廃棄物処理において最適な処理機械の選定と配置計画を迅速に行うためのシス

テムを開発し、本システムが処理期間、処理費用、CO2 排出量の 3 つの目的に対して最適化ができ

ることを確認した。  

キーワード：仮置場、選別、処理期間、処理費用、CO2 排出量 

 

 
＊技術本部環境ソリューション部 ＊＊ＩＣＴ統括センターイノベーション部  

１． はじめに 

 
我が国は、その位置、地形、地質、気象等の自然的条

件から、台風、豪雨、豪雪、洪水、土砂災害、地震、津

波等による災害が発生しやすい国土であり、従来から多

くの自然災害を経験してきた。そのため、平常時から対

策を講じ、災害発生への備え 1)、災害時に防災関係機関

が連携して対応するタイムライン 2)、富士山等の噴火に

伴う降灰対策 3)といった各種指針、地方公共団体向けの

手引き等が整備されている。 
一方、災害発生時は、短時間で膨大な災害廃棄物が発

生する。この災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理す

るためには、既存の廃棄物処理施設の有効活用や災害廃

棄物の広域処理に加え、仮設処理施設による破砕・選

別・焼却等の処理が不可欠である。例えば、平成 23 年

3 月の東日本大震災をはじめ、平成 26 年 8 月の広島県

土砂災害、平成 30 年 7 月の岡山県豪雨、令和 6 年 1 月

の能登半島地震においても、被災地に仮設処理施設を設

置して、リサイクルのための破砕・選別等を行っている

4)。これら仮設処理施設の計画、発注、建設、運営等に

係る事例、留意点等については、環境省の災害廃棄物対

策指針 5)（以下、指針）、地方公共団体向け仮設処理施

設の検討手引き 6)等でも示されているものの、具体的で

はない事項も多く存在する。通常、仮設処理施設での災

害廃棄物処理は、次の工程で実施される。まず発災後、

仮置場と称する被災地付近の用地に災害廃棄物が一時的

に集積・保管される。その後、仮置場において、重機、

選別機械等を用いて災害廃棄物が種類ごとに分けられる。

具体的には、バックホウでの粗選別、破砕機でのサイズ

調整、磁選機での金属除去、回転篩機での土砂除去、風

力選別機での可燃物分離、人力での手選別等が行われ、

これらの分類処理を経て、再資源化施設や最終処分場に

運ばれる。しかしながら、これら仮置場での処理機械の

選定および配置については、実務担当者の経験に基づく

知見や裁量、機械設備会社の見解等に委ねられている。

事前に災害や被害の規模等が想定できれば、準備時間が

確保できるが、多くの自然災害は予測や準備が困難であ

るため、発災後、迅速で適正な災害廃棄物処理が求めら

れる。 
このような背景の下、発災後、その最前線で災害廃棄

物処理を行う地方公共団体職員や建設会社職員等の多く

は、未経験の事象に対処しなければならなくなる。その
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ため、不慣れな処理計画の策定に時間と労力を費やすこ

とになり、災害廃棄物処理が遅れ、復旧の遅延につなが

り、ひいては当該地域の経済活動に対して支障をきたす

ことが懸念される。そこで、本稿では、災害廃棄物の種

類、数量、仮置場等の情報を入力することで、3 つの目

的（処理期間、処理費用、CO2 排出量）の最適解を探す

多目的最適化の手法を用いて、災害廃棄物の処理機械の

選定および配置計画を行う「災害廃棄物処理機械の選

定・配置システム」を開発したので、報告する。 
 

２． 災害廃棄物処理機械の選定・配置システムの概要 

 
2.1 先行事例 

災害廃棄物処理の分野では、発生量予測の研究 7)、8)、

リモートセンシング、ICT を活用した技術開発 9)、災害

廃棄物処理の全プロセスを最適化するための研究 10)等

の先行事例が数多くある。また、国立環境研究所の仮置

場配置図自動作成ツール（Kari-hai）11)では、仮置場の

敷地の形状や災害の種類、配置する品目等を入力すると、

発災後に持ち込まれる廃棄物の配置計画図が自動的に作

成される。指針の技術資料 12)においては、仮置場に設

置する仮設処理施設の代表的なレイアウト図（基本ユ

ニット）が示されている。一方、選別・処理機械や重機

等についての選定、配置計画立案の事例（指針、手引き、

研究・開発、システム）はない。 
2.2 適用範囲 

表－１に仮置場の定義 13)、図－１に災害廃棄物の流

れ 13)、図－２に本システムの適用範囲 14)を示す。本シ

ステムは、災害廃棄物処理における仮置場での仮設処理

機械の選定および配置計画の立案を支援する。特に、二

次仮置場においての破砕、選別処理等の中間処理（仮設

焼却施設の設置は含まず）に係る業務での利用を主な適

用範囲としている。仮置場は、災害廃棄物を分別、保管、

処理するために一時的に集積する場所であり、被災した

家財を含む災害廃棄物の速やかな撤去、処理・処分を行

うために設置される。また、仮置場は機能に応じて、

「一次仮置場」および「二次仮置場」に区分されている。 
2.3 本システムの操作手順 

操作手順を図－３に示す。「フローの新規作成」では、

まず当該仮置場で処理する災害廃棄物の種類、数量等の 

表－１ 仮置場の定義 
一次仮置場 

 道路啓開や住居等の片付け等により発生した災害廃棄物を被災現場か

ら集積するために一時的に設置する場所 

 別の仮置場から災害廃棄物を一時的に横持ちした場所 

 粗選別を効率的に行うために設けた複数の仮置場を集約した場所 

 重機や展開選別により、後の再資源化等を念頭に粗選別する場所 
二次仮置場 

 一次仮置場において完結しない場合に、さらに破砕、細選別、焼却等

の中間処理を行う場所 

 処理後物を一時的に集積、保管するために設置する場所 

 

 

 

 

 

 

図－１ 災害廃棄物の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 本システムの適用範囲 

 

情報を入力する（図－４）。次に、「ノード配置と接続」

では、工程ごとのノード（図－５）、選別後の廃棄物

（図－６）および保管場所に至るまでの各ノードを工程

順に作成・接続することで、一連の災害廃棄物処理フ

ロー（以下、処理フロー）を作成する。各ノードは、必

要に応じて「ノードのパラメータ編集」を行い、処理フ

ローの「最適化実施」を行う。本システムの最適化は、

災害廃棄物の仮置場における、①機械の選定（機種と数

量）と②機械の配置を対象とし、計画立案を支援する。

なお、本システムでいうノードとは、一連の災害廃棄物

処理における各要素（選別前の廃棄物の保管場所、場内

運搬、機械選別、選別後の廃棄物の保管場所等）を指す。

各ノードと主な機械の一覧表を表－２に、作成した処理

フローの例を図－７に示す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 本システムの操作手順 

二次仮置場
（適用範囲）

被災現場 受入先 一次仮置場 二次仮置場 

本システムの適用範囲 

災害廃棄物

の撤去 

再資源化

集積

一時保管

粗選別

場合によって破砕

処分

焼却

広域処理

破砕・細選別 

焼却 

再生資材 

仮置きヤード 

① 機械の選定（機種と数量） 

② 機械の配置 

スタート

終了 

保存したフロー呼び出し

図－１ 災害廃棄物の流れ 

図－２ 本システムの適用範囲 

二次仮置場
（適用範囲）
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図－４ 災害廃棄物の処理数量の入力 

 
 
 
 
 

図－５ 工程ごとのノード 

 
 
 
 
 
 
 

図－６ 選別後の廃棄物のノード 

表－２ ノードと主な機械一覧表 

No. ノード 主な機械等 機種データ数*

1 仮置場 全体の廃棄物の情報 － 
2 保管場所 選別前保管、選別後保管 － 
3 木質粗破砕 自走式二軸破砕機 10 
4 木質細破砕 自走式木材破砕機 16 
5 コンガラ破砕 自走式破砕機 13 
6 選別（ふるい） 振動式選別機 12 

回転式選別機 3 
7 選別（精選別） 風力・比重差選別機 2 

可燃分離装置 1 
風力選別機 1 

8 磁力選別 磁選機 1 
9 手選別 ベルトコンベア 1 
10 掘削・積込 バックホウ 9 
11 粗選別 バックホウ 3 

振動式選別機 10 
12 運搬 ダンプトラック 9 

パッカー車 2 
13 場内運搬 ダンプトラック 4 

ベルトコンベア 3 
14 廃棄物 個別の廃棄物の情報 － 
*2025 年 3 月末時点のデフォルト 
 
 
 
 
 
 
 

図－７ 処理フローの例 

2.4 機械情報データベース 

 機械情報データベース例を図－８に示す。このデータ

ベースにおける各ノードの機械の処理能力や処理費用、

CO2 排出量が後述する最適化計算の基礎データになる。

デフォルト版は、土木工事標準積算基準 15)や建設機械

レンタル会社による積算等をもとに作成され、100 個の

機種データを収録している。なお、本システムの処理費

用は、直接工事費（機械損料、燃料、労務費）と共通仮

設費（機械運搬費、組立解体費）の積上げであるため、

現場管理費や一般管理費等の経費や現場状況、価格変動

等に応じて、適宜更新する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－８ 機械情報データベース例 

2.5 多目的最適化 

 次に、災害廃棄物処理の総合的・多角的な評価やシス

テム利用者に応じた“最適”を求めるため、多目的最適

化を行う。2.3 節で示した処理フローを作成後、計算を

実行すると、複数個の結果が表示される。また、任意の

行を選択すると、処理フローの機器等、その行の結果の

詳細が確認できる（図－９）。これらの結果により、「処

理期間」「処理費用」「CO2 排出量」の評価軸から定量的

に優劣が判断される。例えば、「費用は高いが、期間は

短い」「費用は安いが、期間は長い」「費用と期間のバラ

ンスをとる」といった選択肢を見つけることができる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－９ 処理期間と処理費用の最適化結果例 
*分配ノードは廃棄物を複数の出力先へ分岐させるために使用 

仮置場 
運搬・積込 

場内運搬 
選別 

(精選別) 

可燃物

不燃物

分配* 

名称や規格、外観写真等の
基本的事項、当該機械の処
理能力、処理費用、CO2 排出
量等の基礎データを掲載 

作
業
日
数
（
日
）
 

コスト（万円） 
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2.6 遺伝的アルゴリズム 

多目的最適化の手法として、遺伝的アルゴリズム

（Genetic Algorithms、GA）の一種である多目的遺伝的

アルゴリズム（NSGA-II：Non-dominated Sorting Genetic 
Algorithms Ⅱ）を採用した。GA とは、生物の進化の仕

組みに着想を得て作られた最適化のためのアルゴリズム

のことで、計算を経て、より優秀な個体（パラメータ）

を見つけていくという仕組みである 16)。本システムで

は、災害廃棄物処理工程における一連の選別・処理機械

の構成（処理フロー）を最適化の対象にしている点が類

似事例のない試みである。最適化を実行すると、図－10

のように①～⑤のループを経て世代が進み、より優秀な

処理フローが選抜される。また、遺伝的アルゴリズムに

は、選抜の過程で二つの親フローが次の世代の子フロー

に引き継がれる際、一定確率での突然変異、クロスオー

バー（交叉）の設計がシステムに組み込まれている。な

お、本システムの適用場面は、仮置場内の災害廃棄物処

理を想定しているため、最適化計算には処理機械の選定

における機械の性能や台数、配分、配置計画における仮

置場の形状や一時保管場所の数、出入口の位置など離散

的なデータを多く扱う。このような離散的なデータや制

約条件の多い問題に対し、GA の研究は古くから多くの

実績がある 17)ため採用した。 
 
 
 
 
 
 
 

図－10 遺伝的アルゴリズムの全体図 

2.7 多目的最適化の解 

複数の目的関数を同時に最適化すると、最適化の解が

唯一ではなくなり、複数の解集合（パレート解）が存在

する（図－11）。パレート解とは、複数の目的関数の最

適化の結果、「他のどの解候補にも優越されていない」

解候補を指す。そして、パレートフロントと呼ばれる解

集合を見つけることが最適化の目的であり、本システム

では遺伝的アルゴリズムによってパレートフロントを近

似し、世代ごとにその近似を改善し、最終的に理論上の

パレートフロント（=パレート境界）に近い近似を導出

できる（図－12）。最終的に見つけたパレートフロント

の近似が多目的最適化の結果となる（図－13）。 
 
 
 
 
 

図－11 パレート解の概念 

 
 
 
 
 
 

図－12 パレートフロントの導出 

 
 
 
 
 
 
 
 

図－13 多目的最適化の解 

 

2.8 機械配置の最適化 

 処理フローの最適化結果が得られた後、必要に応じて、

機械配置の最適化を行う。遺伝的アルゴリズムは、図－

14 に示す①～⑩が実行され、前節までの操作により選

定された機械が仮置場に収まり、できるだけスペースを

使わないことが配置最適化の評価項目となる。処理フ

ローの 10 個の結果に対して、配置最適化を実行すると

ベストな配置を選抜する。機械間が接続される時の入出

力位置は、図－15 のように機械毎に設定し、配置方法

は、図－16 のように処理フローをもとに候補を生成す

る。配置の最適化においてもクロスオーバーの設計は組

み込まれており、二つの配置（親）をもとに、新しい配

置候補（子）が作られる（図－17）。なお、機械配置に

際しては、国土地理院の地図データ（図－18）とオンラ

インで接続しているため、地図上から任意の仮置場の位

置を選定し、敷地範囲と出入口の位置を入力（図－19）

することで、タイルマップの地図上に機械が自動的に配

置される（図－20）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－14 遺伝的アルゴリズムの全体図（配置の最適化） 

各フローの評価 

（コスト、時間） 

現世（親）内のクロス

オーバー（交叉）に

よって、新しいフロー

（子）候補生成 

③ 

処理フローのパラメー

タの初期生成 世代ごとに実行されるメインループ

ベストフローYY 個の

選抜（＝次の世代候補

に追加） 

現世代の XX 個の処理

フロー集合作成 

① 

② 

⑤ 

④ 

フ
ロ
ー
候
補 

 例：XA の左下の長方形に XB が存在する（＝XB の

ほうが良い）。XB が「優越されて」、XA はパレート

解ではない。 

 例：XC の右下の長方形に他の候補が存在するた

め、XC が一つの「パレート解」。XB はもう一つのパ

レート解。 

処理フロー（最適化の対象）

最終出力：最適化された配置付きのトップ１０のフロー 

各フローの評価 

（コスト、時間） 

現世（親）内のクロス

オーバー（交叉）に

よって、新しいフロー

（子）候補生成 

③ 

処理フローのパラメー

タの初期生成 世代ごとに実行されるメインループ 

ベストフローYY 個の

選抜（＝次の世代候補

に追加） 

現世代の XX 個の処理

フロー集合作成 

① 

② 

最終的に見つかったトップ１０のフローについて 

配置の最適化を行う 

⑥ 

ランダムな配置に

よって配置スペー

スが足りるかの

チェック 

機器フロー候補に対す

る配置候補集合作成 

配置のクロスオーバーによっ

て、新しい配置候補生成 

各配置の評価 

（必要なスペース） 
ベスト配置の選抜

⑤ 

④ 

⑦ ⑧ 

⑨ 
⑩ 

本システムで算出される結果

- 77-



 
 
 

奥村組技術研究年報 No.51  2025 年 9 月 
 

 
 
 
 
 
 

図－15 機械入出力位置の例 18) 

 
 
 
 
 
 
 

図－16 配置候補の生成の例 

 
 
 
 
 
 
 
 

図－17 配置のクロスオーバー 

 
 
 
 
 
 
 

図－18 国土地理院地図との連携 

 
 
 
 
 
 

図－19 仮置場の敷地範囲と出入口の設定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－20 機械の配置例（拡大図） 

３．過去の事例との比較検証 

当社が実施した東日本大震災の岩手県久慈地区災害廃

棄物処理業務 19)における米田地区の仮置場（以下、米

田仮置場）での実績（表－３、図－21～図－23）を本シ

ステムに適用した。その結果、処理費用、処理期間の 2
つの評価軸において 10 個の最適化結果が得られた（表

－４）。そのうち、No.2 の結果では、実績の処理期間 33
日から計算では 29 日、処理費用が 3,397 万円から最安

の 2,757 万円（約 11%低減）となった。このときの機械

配置が図－24 である。なお、実績は、実績報告書 19)お

よび土木工事工事費積算要領・基準に準じた当時の積算

資料（当初設計）であるのに対し、本システムは、機械

会社の標準的な処理能力および標準価格がもとになって

いるため目安の試算ではある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－21 処理数量の入力（本システム） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－22 米田仮置場（左：実績、右：本システム） 

 
 
 
 
 
 
 

図－23 米田仮置場の配置計画（実績） 

「配置システムを開始する」と 
処理機械が配置される 

地図上で仮置場の位置を設定する

出入口 

敷地範囲 

表－３ 処理数量（実績） 

No 災害廃棄物の組成名 
処理量(t) 備考 

本システム 実績 
1 木くず 柱材・角材 79.64  
2 可燃物 可燃・不燃混合物 1,409.60  

3 不燃物 不燃系混合物 
不燃物

1,649.94  

4 金属くず 金属くず 136.73  
5 コンクリートがら コンクリートがら 70.13  
6 分別土 津波堆積土 31.72  
7 その他 その他 146.25  
※2012 年 5 月 21 日～2013 年 12 月 24 日（実作業日数：310 日間、約 19 ヶ月）

米田 

不燃物 不燃物 

可燃物 可燃物 

木くず 
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既往業務と当該システムを適用した場合との比較 
あるいは 
以下のような検証結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－24 生成された機械の配置例 

 
４．まとめ 

 
本開発において、以下の実装をすることができた。 
ⅰ．災害廃棄物処理機械の選定および配置システムに

おける遺伝的アルゴリズムの使用 
ⅱ．災害廃棄物処理に要する期間、費用、CO2 排出量

の 3 つの目的に対する多目的最適化 
 
５．あとがき 

 
災害廃棄物処理業務は、仮置場での中間処理だけでな

く、運搬や運営管理までを含むため、本システムの機械

を配置するだけでは十分ではない。例えば、電気が通っ

ていない場所に仮置場を設置する場合の電灯、発電機、

災害廃棄物の受入・搬出時のトラックスケール、重機等

が走行できるようにするための敷鉄板などが必要となる。

その他にも、土砂の付着や性状によって分別効率が異な

るといった知見を蓄積・承継することが重要であり、こ

れらをシステム化することで、被災地以外からの支援お

よび対応力強化につなげていきたい。 
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表－４ 実績と最適化結果の比較 

No 費用 
（万円） 

期間 
（日） 

CO2 

（g/h） 機械総数 備考 

－ 3,397 33 － 9 実績 
1 3,030 15 17,014 12 日数最短 
2 2,757 29 17,164 6 費用最安 
3 3,054 15 15,764 12  
4 2,863 29 12,922 6  
5 3,094 15 15,062 12  
6 2,919 29 11,293 6  
7 3,212 15 11,738 12  
8 2,952 29 11,502 6  
9 3,217 15 14,668 12 費用最高 
10 2,968 29 13,880 6  

不燃物 

可燃物 

木くず 

可燃物

不燃物

可燃物

BM883F
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 

オフィスの知的生産性・環境満足度に関する研究 

－オフィス等におけるウェルネス設計提案手法の研究－ 

Research on Intellectual Productivity and Environmental Satisfaction  
in Innovation Hubs  

- Methods for Wellness Design in Offices - 
矢野香里＊ 稲留康一＊ 作野祐子＊＊ 小川洋行＊＊＊ 神長侑磨＊＊＊＊  

 
要 旨 

ウェルビーイングや健康経営、働き方改革を背景に、知的生産性や環境満足度の高いオフィスへ

の転換ニーズが高まっている。交流や技術連携、知識の融合によるイノベーションを生み出す新し

いオフィスとして奥村組が開設した「クロスイノベーションセンター」では、執務者のウェルビー

イング実現に寄与する空間づくりを試行した。本オフィスの室内環境が執務者のウェルネスや満足

度、知的生産性に与える影響を把握するためにアンケート調査を実施した結果、高い満足度が得ら

れるオフィス空間環境が構築できていることを確認した。  

キーワード：ウェルネス、CASBEE ウェルネスオフィス、知的生産性、オフィス環境満足度 

 
１．まえがき 

 
 近年、SDGs や働き方改革への取り組みが進められ、

またコロナ禍を経て、オフィスの在り方や役割が再定義

されるなど新しいオフィスモデルへの転換ニーズが高

まっている。その中でも、オフィス執務者の快適性や心

理的健康を考えたウェルネスオフィスは、オフィス環境

への満足度を高めるだけではなく、知的生産性や従業員

のエンゲージメントを向上させる1) と考えられており注

目されている。 
奥村組でも、技術の優位性向上、新規事業の拡大、働

き方改革の推進といった 2030 年に向けたビジョンの実

現に向け、大学や企業との技術交流や連携、知識の融合

によるイノベーションを推進する拠点として、東京丸の

内に、2023 年 10 月にクロスイノベーションセンター

（以下、クロスアイ）を開設し、新たな技術や事業の創

出を目指す部門を移転した。この拠点整備では、イノ

ベーションの創出だけではなく、執務者のウェルビーイ

 
＊技術本部技術戦略部 ＊＊西日本支社建築設計部 ＊＊＊建築本部 ＊＊＊＊技術本部技術研究所新領域研究グループ 

ングの実現に寄与する空間づくりを目指した。 

本報では、クロスアイの設計概要を示すとともに、室

内環境がウェルネスや満足度、知的生産性に与える影響

についてのアンケート調査を行ったので、その分析、考

察について報告する。 

 
２．オフィスの概要、設計コンセプト 

 
クロスアイのオフィス概要を表－１、全体概要を図－

１、平面図を図－２に示す。クロスアイは、東京駅の景

色が広がる北側から「イノベート」「クリエイト」「ワー

ク」の 3 つのエリアにゾーニングしている。これらのエ

リアをシームレスにつなぐことで、一体感のある開放的

な空間を実現している。 
執務者の座席は、一部を除いてフリーアドレスとして

おり、業務内容に応じて自由に選択でき、多様なワーク

表－１ オフィス概要 

名称 
クロスイノベーションセンター 

（略称：クロスアイ） 

所在地 
東京都千代田区丸の内2丁目7-2 

JPタワー22階 

開設日 2023年 10月 12日 

床面積 1,150㎡（348坪） 

N

図－１ 全体概要 

Work
Area 

Create
Area 

Innovate
Area 

東京駅方面 

- 80 -



 
 
 

奥村組技術研究年報 No.51  2025 年 9 月 
 

プレイスで効率的に業務を行えるよう計画した。各エリ

アおよび設計上のポイントは以下の通りである。 
ａ．イノベートエリア 
 イノベートエリアの状況を写真－１に示す。クロスア

イの開設目的であるイノベーションの創出の中心的な役

割を果たすエリアである。多様な活動が行える場として

用途に応じて什器を容易に組み換えられ、フレキシブル

な対応が可能な空間としており、明るく開放的な空間を

実現するため、内装は白を基調としている。床材はロ

ボットの走行ができるように一般的に採用されるタイル

カーペットよりも摩擦の少ないフロアタイルを採用する

とともに、床コンセントを埋め込み型とし、段差が生じ

ないように配慮した。 
また、様々なイベントに対応できるように、2 面スク

リーンや 162 インチ大型 LED モニターを設置するなど

ICT 機器を充実させた。さらに、拡声装置はイベントの

際に他のエリアへの音の拡散を軽減するため、指向性ス

ピーカーとした。 
ｂ．クリエイトエリア 
 クリエイトエリアの状況を写真－２に示す。グループ

でのクリエイティブな活動を誘発・創出する場として設

けている。やぐら状のフレームに簡易な仕切りやスク

リーンを設置することで、グループの人数に応じた境界

を設けることができ、複数のグループ活動を可能にした。 
ｃ．ワークエリア 
 ワークエリアの状況を写真－３に示す。個々の執務者

が効率的かつ快適に作業できる場として設けた。業務内

容に応じて、2 人で共同作業ができるテーブルや、簡易

な衝立で机が仕切られているハイテーブル、カフェのよ

うなソファ席、大人数で利用可能なビッグテーブル（12
人用）など多種多様な什器を配置している。 
 壁面にはコミュニケーションの促進やストレスの減少、

モチベーションの向上などの効果が期待できると言われ

ているウォールアート2) として、障がい者自立推進機構

のパラリンアート 3) を設置した。 
ｄ．３つのエリアをつなぐ動線 
 人の交流を促すことを目的に動線計画を行った。主動

線を図－２中に示す。主動線は 3 つのエリアをシームレ

スにつなぐ通路とし、写真－４に示す天井ルーバーで視

覚的に表現した。シームレスにつなぐことにより、どの

エリアからも全体の雰囲気を感じることができる。たと

えば、イノベートエリアでイベントを開催したときに、

他のエリアの人が目視できるためイベントへの参加や人

との交流などの意欲向上が期待される。また、主動線上

には偶発的なコミュニケーションの創出を狙い、後述す

る木材活用コーナーやオープンな打合せスペース、事務

用品や郵便物等を集約するマグネットエリアを設けた。 
ｅ．天然木を活用した「ならもくコーナー」 
 脱炭素社会実現に向け、炭素固定できる木材の利活用 写真－３ ワークエリア

写真－１ イノベートエリア

写真－２ クリエイトエリア 

図－２ 平面図 

ｃ

ｇ
ｂ

ｆ ｄ

ａ 

ｅ

a イノベートエリア 

b クリエイトエリア 

c ワークエリア 

d 主動線 

e ならもくコーナー 

f オープンな打合せ
スペース 

g マグネットエリア 
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が盛んに行われている。当オフィスでも木材活用として、

カウンターや小上がり（H＝150mm）を天然木で製作し

たコーナーを設けた。このコーナーは、執務者のコミュ

ニケーション促進の場とするとともに、イノベートエリ

アで実施する講演会では舞台としても利用可能な配置と

している。 
「ならもくコーナー」に設置したカウンターを写真－

５に示す。天板には、当社創業の地である奈良県産の吉

野杉無垢材（厚さ 60mm）を用いた。腰壁には、写真－

５右上に示す当社のモチーフである「人」型の装飾を施

した。これは「多くの人が大きいものを共に支える」こ

とを表現している。小上がりには吉野檜無垢材（厚さ

15mm）を使用している。これらの木材は自然由来のミ

ツロウでコーティングし、木材そのものの質感を体感で

きるようにしている。 
ｆ．オープンな打合せスペース 
 イノベートエリアとクリエイトエリアの境界には、写

真－６に示す円形のオープンな打合せスペースを設けた。

イノベートエリアから入りやすい位置に入口を設け、円

形の内側だけでなく、外周にも座席を設けて議論に飛び

入り参加しやすい雰囲気としている。また、中央に 360
度カメラを設置することで、どこに座っても Web 会議

に参加が可能である。 
ｇ．マグネットエリア 
フリーアドレスを採用しているため、事務用品や郵便

物などを集約する場所が必要である。そこで、共用備品

を集約したエリア（マグネットエリア）を設けた。コ

ピー機も、このエリアに配置した。クロスアイの中央に

配置することで、業務を効率化するとともにコピー機な

どの設置台数を削減した。 
ｈ．バイオフィリックデザイン 
ウェルビーイングに効果的な方法を検証するため、リ

ラックスやストレス軽減、集中力向上に良い効果を与え

ると言われるバイオフィリックデザインを導入した。バ

イオフィリックデザインとは「人間は本能的に自然との

つながりを求める」という概念であるバイオフィリア 4)

の要素を取り入れたデザインである。主要素の一つであ

る植栽配置の概要を図－３に示す。全ての座席からグ

リーンが見えるように植栽を配置し、リアルグリーン

（生木）とフェイクグリーンを併用している。植栽を囲

んだテーブルやカフェのようなソファテーブルなど人に

近い植栽については、フェイクグリーンを採用している。 
 
３．満足度調査 

 
3.1  満足度調査の概要 

幸福度が高い従業員は、企業の生産性向上に貢献する

傾向が強いとされている 5)。しかし、幸福度に影響を与

える快適性や満足度は感覚や体験など主観に基づくもの

写真－４ ３つのエリアを繋ぐ天井ルーバー

写真－５ ならもくコーナー 

     図－３ 植栽配置計画の概要 

写真－６ オープンな打合せスペース  

1.5m以上の植栽の視認性を8m、 

それ以下の植栽を半径5mとした 

場合の視認範囲を示す 

【凡例】 
 
    生木（樹高1.5m以上） 
   ：半径8m 
 

生木（樹高1.5m未満） 
   ：半径8m 
 

フェイクグリーン（樹高
1.5m以上）：半径8m 

 
フェイクグリーン（樹高
1.5m未満）：半径5m 
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であり、人により感じ方やニーズが異なる。そこで、ク

ロスアイにおいて満足度や知的生産性に関するアンケー

ト調査を実施した。アンケートの調査項目を表－２に示

す。 
ａ．ウェルネス 
ウェルネスの評価方法としては、オフィスの環境性能

を客観的に評価する CASBEE-ウェルネスオフィス認証

（以下、CASBEE-WO）と、オフィス執務者が主観的に

環境を評価する CASBEE オフィス健康チェックリスト

（以下、CASBEE-OHC）が開発されている6)。これらの

評価では、点数が高いほど、執務者の健康、快適性が高

いオフィスであるとされている。クロスアイは

CASBEE-WO で S ランクを取得している。 
今回は、環境の質や快適性について、CASBEE-OHC

簡易版 7)に CASBEE-OHC の全項目の中から筆者らが重

要と考える 10 項目を加えたアンケート調査を実施した。 
ｂ．満足度および知的生産性 
空間や執務環境に対する総合満足度に加え、知的生産

性への主観的影響を確認するため、（一社）日本サス

ティナブル建築協会が開発した SAP 8)（知的生産性測定

システム）から「オフィススペース（執務室）」を抜粋

したアンケート調査を行った。 
3.2 調査対象者および調査時期 

調査対象者は、表－３に示す時期（移転直後および 1
年後）の在籍者とした。なお、両時期に在籍していた調

査対象者は全体の約 75%であった。 
アンケートは匿名のオンライン方式で行った。アン

ケートの回答率を表－３中に示す。年齢構成は図－４に

示した通りで、両アンケートとも大差はないといえる。 
3.3 調査結果 

ａ．ウェルネス 
クロスアイにおける CASBEE-OHC のスコア（153 点

換算）の分布を図－５に示す。移転直後の平均スコアは

100 点、1 年後は 98 点であり、ほぼ同値（有意差なし）

という結果が得られた。いずれのスコアも、クロスアイ

の執務者評価が図－５に示した既往研究の平均値である

71.4 点 9)を大きく上回っており、クロスアイの執務環境

がウェルネスに効果的であったといえる。 

次に既往研究 10) によるCASBEE-WOとCASBEE-OHC
との相関を図－６に示す。この図に、クロスアイでの結

果と、参考に 2020 年に ZEB 改修した当社技術研究所管

理棟 11)（CASBEE-WO 65.1ポイント、Aランク）におけ

るスコアもプロットした。どちらも既往調査におけるサ

ンプルの近似式に近い値となり、CASBEE-WO と

CASBEE-OHC スコアに相関がみられた。この結果は、

既往研究と同様に、CASBEE-WO のスコアが高い場合、

健康、快適性、知的生産性を促進するオフィスであるこ

とを示唆している。 
アンケート項目別の平均スコア比較を図－７に示す。

大半の項目で満足度の中央値である 1.5 を上回るが、

Q1-10「作業、収納場所の量」、Q1-19「他の人の会話や

設備機械音」、Q2-19「打合せスペースの量」、Q3-4「充

実した健康増進プログラムの実施」、Q3-9「非常時対応

マニュアルの周知」の 5 項目は中央値を下回る不満側の

結果となった。下回った理由として、Q1-10 は、以前の

オフィス環境（引き出し付きデスクの固定席）では比較

的収納量が確保されていたが、移転後はフリーアドレス

に変化し、与えられた収納スペースが激減したためと考

えられる。Q1-19 は、集中して作業を行う者がいる一方

で、イノベーティブな活動を行う者もいるなど、相反す

る活動を行う執務者が同居するイノベーション拠点の課

題とも捉えることができる。Q2-19 は、グループアドレ

スを導入しオープンスペースでも打合せが可能であると

いう設定と、会議室で打合せを行いたいという要求に乖

離がみられるため、設計上の留意点であるといえる。な

お、Q3-4 は、移転 1 年後にほぼ中央値に改善されてい

る。こちらは健康経営宣言に基づく当社の活動強化の効

果が現れているものと考えられるため、クロスアイ固有

のものではないと思われる。また Q3-9 が移転 1 年後の

表－２ アンケート実施概要 

 調査方法、選択項目 
ウェルネス CASBEE-OHC簡易版＋10項目 

満足度 SAPアンケート（オフィススペースを抜粋）

知的生産性 SAPアンケート（オフィススペースを抜粋）

表－３ アンケート実施時期 

 移転直後 移転1年後 
実施時期 開所後3ヶ月 開所後1年 

実施期間 2024/1/15-19 2024/10/15-21 

対象者数 81名 87名 

回答者数 75名 72名 

回答率 92.5％ 82.7％ 

図－６ CASBEE- WO、OHC相関図 10） 

図－５ CASBEE-OHCスコア分布（クロスアイ）

図－４ アンケート回答者の年齢構成 

サンプル ×クロスアイ ×技研 ･････線形(サンプル)

CASBEE-WO スコア 
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調査で改善されたのは、調査までに行われた避難訓練な

どにより、マニュアルの認知度が高まったことによるも

のと考える。 
ｂ．満足度、知的生産性 

執務環境への総合満足度の回答結果を図－８に示す。

「満足」に「やや満足」を加えた「満足側」の回答は、

移転直後、移転 1 年後ともに約 75%と高く、大きな変化

はみられない。在籍期間別の分析では、在籍 1 年以上の

執務者の約80%が高い満足度を示しており、同時に「不

満側」の申告も減少している。この結果は、固定席から

フリーアドレスに座席選択方法を変更した場合、その環

境への適応には一定の時間を要することを示唆している。 

次に知的生産活動のしやすさの観点からの満足度を図

－９に示す。こちらも移転直後、移転 1 年後ともに約

80%と高い満足度を示している。在籍期間別では、1 年

以上の執務者は移転直後と同程度の満足度を示すが、在

籍 1 年未満では 20%程度の不満評価が見られる。クロス

アイ開設直後は執務者に対してオフィス機能や利用方法

を丁寧に周知していたが、初期に在籍していなかった人

とその理解を得る機会に差が生じ、これが適応度に影響

した可能性がある。項目別の回答割合を図－10 に示す。

移転直後と比較し、移転１年後ではリラックスや作業へ

の集中における満足度が高くなっている。これは、移転

直後のアンケート結果から、後述するグループアドレス

やその他コミュニケーション創出のための取り組みを

行っており、それら改善策の効果であると考えられる。

この結果は、フリーアドレスを導入したオフィスで一般

的に課題とされやすいリラックスや作業への集中におい

て、導入後の継続的な運用改善の取り組みが満足度を向

上させたことを示唆している。 

3.4 改善提案と試行 

ａ．グループアドレス 
移転直後に実施したアンケートの自由記述から、「会

議スペースの不足」や「グループ作業のしづらさ」を指

摘する意見が複数挙げられた。そこでクリエイトエリア

の一部において、4 人席のテーブル席 5 台を任意のグ

ループで利用できるグループアドレスとして運用し、こ

れらの指摘が解消できるか検証した。クロスアイ移転で

新しく同居することになった 3 つの部門間のコミュニ

ケーション創出などを目的として、表－４に示す 4 つの

フェーズで試行した。フェーズ 2 および 4 は、あらかじ

め出社日のアンケートを実施し組み合わせを決定した。 

ｂ．グループアドレスに関するアンケート 
各フェーズ終了後に運用方法についてのアンケートを

実施した。図－11 に主な結果を示す。部署単位で指定

したフェーズ 1 および 2 では、部署内でのコミュニケー

ションの取りやすさ、席を探すストレスの低減が評価さ

れ高いポイントとなった。一方、フリーアドレスの

フェーズ 3 は自由に席を選べることへのポイントが高く

なっている。部署をまたぎ個人単位でミックスした

フェーズ 4 では、他部門との交流がしやすい一方で、

「業務に集中しにくい」「他者が気になる」といった項

目で他のフェーズより回答数が多くなった。 
c．グループアドレスの運営方法に関する評価 
フェーズ 1 から 4 までの運用について、総合的にどの

フェーズが良かったかをアンケートで評価した。図－12

に結果を示す。フェーズ 1 では、20 代から 40 代までの

評価が高かった。50代については、フェーズ 1から 3ま
でほぼ同数の評価となっている。50 代は管理職もしく

は部下を持たない者が同数であり、課員の様子を把握し

たいと考える者や、フリーアドレスでも支障がない者が

混在しているためであると考えられる。 
また、グループアドレスを利用した執務者を対象に知

的生産活動のしやすさについてのアンケート調査も行っ

た。図－13 に結果を示す。業務内容にもよるが、グ

ループ活動が一定のコミュニケーションや創造的な活動、

集中した作業を生み出すことを示唆する結果となった。

一方、集中と相反するリラックスは低い評価であった。 

移転直後(n=75)
移転1年後(n=72)

移転1年後(在籍1年以上 n=50)
移転1年後(在籍1年未満 n=22)

移転直後(n=75)
移転1年後(n=72)

移転1年後(在籍1年以上 n=50)
移転1年後(在籍1年未満 n=22)

図－10 知的生産活動の作業のしやすさ 

表－４ グループアドレス試行 フェーズ概要 

フェーズ 実施期間 予約単位 条件 

１ 2024/4/15- 30 部署 ― 

２ 2024/5/1 - 20 部署 ３部門混合

３ 2024/5/21- 6/4 フリーアドレス 

４ 2024/6/5- 6/12 個人 ３部門混合

 

図－８ 執務環境の総合満足度 

図－９ 知的生産活動のしやすさの観点からの満足度 
平
均
ス
コ
ア
 

コミュニケーション 
創造的な活動 
リラックス 

作業への集中

コミュニケーション 
創造的な活動 
リラックス 

作業への集中
a)移転直後(n=75) 

  b)移転1年後(n=72) 

満足

不満

図－７ アンケート項目別の平均スコア 

- 84 -



 
 
 

奥村組技術研究年報 No.51  2025 年 9 月 
 

さらに、グループアドレスでの作業のしやすさについ

て、年代別評価のアンケート調査を行った。図－14 に

結果を示す。グループアドレス採用の目的である「コ

ミュニケーション」や「創造的な活動」について、20
代で高い評価が得られた。これは入社間もないサポート

を必要とする年代において、チームで働くグループアド

レスがうまく機能していることを示唆している。 
 

４．まとめ 

 

イノベーションを推進する拠点として開設したクロス

アイで、執務者のウェルビーイングの実現に寄与する空

間づくりを実践した。この施設の室内環境がウェルネス

や満足度、知的生産性に与える影響について確認するた

め執務者にアンケート調査を行った。その調査結果を以

下に示す。 
ⅰ．客観的評価である CASBEE-WO のスコアと、主

観的評価である CASBEE-OHC のスコアの相関

関係が既往研究と同等の傾向であり、CASBEE-

WOのスコアが高い場合、健康、快適性、知的生

産性を促進するオフィスであることを示唆してい

る 

ⅱ．執務者の室内環境に対する満足度は75%を超えて

おり、良好なオフィス環境を構築できた 
ⅲ．「グループアドレス」の導入により、フリーアド

レス導入時の課題とされるコミュニケーションに

おいて満足側の評価が得られ、特に、周囲のサ

ポートを必要とする若年層にとっては効果的であ

ることが示唆された 
 

５．あとがき 

 

 アンケート結果から、狙い通りの良好なオフィス環境

が構築できたことを確認できた。今後もクロスアイにお

いてウェルネスやウェルビーイングに繋がることを試行

し、効果を検証していく予定である。なお、本研究にお

いては、明治大学理工学部建築学科樋山恭介教授、松原

明日香様、福岡実月様、樋山研究室の皆様には多大なご

助言、ご協力をいただいた。ここに心からの感謝を記す。 
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図－12 最も満足度の高いフェーズ 

図－13 知的生産活動のしやすさへの影響（グループ利用）

図－14 年代別のグループ利用の作業のしやすさ 

a) 

b) 

a)コミュニケーション b)創造的な活動 

図－11 グループアドレス満足理由 
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